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要旨 

  

1. 本論文の目標  

 本論文は、「万人のための教育：Education for All (EFA)」の阻害要因としての自然災害

に着目し、リスク低減のための防災教育を取りあげた。そして、防災能力を高めるにはどの

ような知識・態度・スキルが必要なのかといった、防災教育の目的や方法に関する先行研究

に、実証研究から得た新たな知見を提供し、今後の防災教育に学術面と社会面の両方から貢

献することを目標とした。 

 

2. 先行研究の到達点と課題 

 EFA の目標には、基礎教育への平等なアクセスが含まれる。しかし、サブサハラアフリ

カや南アジアの貧困国では、都市農村・ジェンダー・社会経済階層・障がい・働く子ども・

社会グループの間に格差が存在している (斉藤 2011)。そして、これらの人たちに初等教育

を普及させるには特別な配慮を要する (浜野 2005)。 

 また、大規模な自然災害が発生するたびに EFA の達成は大きく後退したことから、災害

リスクを低減する方策を援助に加える必要性が認識され、第 3 回国連防災世界会議におい

て、グローバルに防災教育をおこなう事の必要性が示された (2015)。会議では、自然災害

リスクは途上国の貧困層に集中する傾向があるため、防災教育をおこなう際、社会経済的格

差や伝統的社会構造による不平等や脆弱性を考慮することが必要であると指摘された 

(Guevara 2014)。 

 さらに、従来の防災教育に関する研究において、さまざまな教育方法による効果が示され

てきたが、その目的は、防災に対する姿勢と主体性を育むことが重要だという点で概ね一致

している (片田 2012)。 

 他方、学校で防災教育を受けた生徒は、リスク認識は高まるが災害時の適切な行動に繋が

らないという研究結果や、防災意識は高まるが効果は持続しないという研究もある。さらに、

東日本大震災の直後にメディアが多用した「想定外」のように、大災害発生時には、人々が

経験したことのない極度の状況変化に直面するのが現実であり、災害知識を習得する授業

や、授業中の地震発生などを想定した画一的な避難訓練は、想定外の災害への対処が困難で

あることや、学習者の防災に対する主体性を喪失してしまうことが指摘された (城下 2017)。 

 

3. 本研究の必要性 

 2015 年ネパール地震被災地の調査地において、従前の防災教育に加え、新たに社会経済

的脆弱性や公平性に関する理解を深める防災教育を実施することにより、調査地のレジリ

エンスにどのような変化をもたらすのかについて、実証研究から得た新たな知見を提供す

ることができる。 



 

4. 研究の目的 

 本論文の目標を達成するために実施した、3 つの研究の目的を示す。 

(R-1). 自然災害によって、従前の就学阻害要因はどのように変化するのか、また、新たに発

現する就学阻害要因は何かを明らかにする。 

(R-2). 災害後の調査地のEFA を達成するために必要な教育援助アプローチは何かを明らか

にする。 

(R-3). 社会経済的な脆弱性や、公平性に関する理解を深める防災教育は、調査地のレジリエ

ンスにどのような変化をもたらすのかを明らかにする。 

 

5. リサーチクエスチョン 

上記の研究目的に対し、以下のリサーチクエスチョンを設定した。 

(Q-1). なぜ生徒たちは地震の後、学校へ行けなくなったのか。 

・地震により顕在化した従前の就学阻害要因は何か。 

・地震により新たに発現した就学阻害要因は何か。 

(Q-2). どのような教育援助が災害後の EFA 達成に必要なのか。 

・なぜ学校により自然災害レジリエンスに違いがあったのか。 

・どのような援助アプローチが調査地のレジリエンスを高めるのか。 

(Q-3). 『子どものための仙台防災枠組み』を実装した防災教育により生徒の防災意識はどの

ように変化するのか。 

・防災教育により、生徒の知識・態度・スキルはどう変化するのか。 

・防災に対する姿勢や主体性、想定外への対応はどう変化するのか。 

 

6. 研究方法と手続き 

 EFA 達成を目的とした国際ロータリーの援助事例を活用した実証研究を行い、リサーチ

クエスチョンに答えるために次の手続をとった。 

(6-1). 質問紙調査 

生徒の社会経済的状況と災害リスク、被災状況、防災教育についての質問紙調査を 3 校の

児童に対し行った(N=83)。また、10 校にて KAP 調査を行い、防災教育の効果を測定した 

(N=552)。 

(6-2). PCM ワークショップ 

「なぜ就学を続けられないのか」を中心問題にとりあげ、国際ロータリーの援助校において、

地震前後に PCM ワークショップを実施した。 

(6-3). インタビュー調査 

教育関係者に調査地の就学阻害要因や復旧・復興活動について INEE 緊急時の教育最低基

準に沿い半構造化面接を行った。 



(6-4). 分析 

質問紙調査データの多変量解析、PCM ワークショップの問題分析、インタビューデータの

テキストマイニングによる主題分析を行った。 

 

7. リサーチクエスチョンへの回答 

実証研究により得られた回答は次の通りである。 

(A-1). 地震後の就学阻害要因 

・若すぎる結婚と復興特需に巻き込まれた児童労働が顕在化した。 

・親の傷病による家庭の困窮や転居、本人の傷病が就学を阻害した。 

(A-2). 災害後の EFA 達成に必要な援助アプローチ 

・住民と学校の関わりの深さにより、レジリエンスに差異が表れた。 

・多様な環境に生きる生徒に対応した防災教育の必要性が判明した。 

(A-3). 『子どものための仙台防災枠組み』を実装した効果 

・公平性の理解は他者指向性を高め、災害に備える態度が涵養された。 

・抜き打ち避難訓練において、自ら考え行動する主体性が表れた。 

 

8. 論文の構成 

 第 1 章は、論文の目標と研究目的を示し、どのような防災教育が調査地のレジリエンス

を高め、EFA の達成に寄与するのかを明らかにして行く本論文のストーリーを示した。第

2 章 (研究 1) は、地震によって顕在化した従前の就学阻害要因や、新たに発現した就学阻

害要因を抽出した。第 3 章 (研究 2) は、どのような援助アプローチが自然災害レジリエン

スを高めるのか考察した。第 4 章 (研究 3) は、『子どものための仙台防災枠組み』を実装

し、外部機関がエージェンシーとして関わったときの効果を示した。第 5 章は、社会の脆弱

性や公平性の理解が地域のレジリエンスの向上に寄与することを述べた。 

 

9. 本研究の意義 

 国際教育援助として防災教育を行う場合には、社会経済文化的背景に配慮し、知識やスキ

ルとともに社会経済的脆弱性や公平性に対する理解を同時に深めると、子どもの他者指向

性や主体性が高まり、コミュニティのレジリエンスを高め EFA の達成に貢献することを示

した。 
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第 1 章 序論 

本章では、はじめに研究の動機を述べる。次に論文全体の構成を示し、本論文の目指す目

標と、その目標を達成するために行った 3 つの実証研究の目的を示す。また、関連する先行

研究をレビューし、本論文に応用するモデルやアプローチを示す。つぎに、調査地のあるネ

パールを概観し、2015 年ネパール地震の概要について示す。また、実証研究を行った調査

地と調査手法を示す。 

 

 第 1 節. はじめに 

2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分、宮城県沖を震源に日本国内観測史上最大となるマグニチ

ュード 9.0 を記録した東日本大震災が発生した。防災白書 (2017) によると、この自然災害

による死者は、19,418 名、行方不明者は 2,592 名、全壊した住宅は 121,809 戸を数え、甚

大な犠牲と被害をもたらした。その後も、マグニチュード 7.0 を超える大地震は、インドネ

シアで、チリで、ロシアで、ネパールで、米国で、イタリアで、トルコで、繰り返し発生し

ており、地震による災害リスクは世界中に遍在していることがわかる。 

さらに、気候変動に関する政府間パネル (Intergovernmental Panel on Climate Change: 

IPCC) の第 5 次評価報告書によれば、将来における温室効果ガスの排出シナリオがどのよ

うに推移しようとも、21 世紀末に向けて世界の平均気温は上昇し、気候変動による災害リ

スクも高まることが予測されている (IPCC 2013)。 

また、国連国際防災戦略  (United Nations International Strategy for Disaster 

Reduction: UNISDR) の報告書 (2016) によると、1996 年から 2015 年の 20 年間に世界

を襲った自然災害による死者の総数は約 135 万人に上り、その 9 割が中・低所得国に集中

している。この事実だけを取り上げても、自然災害に脆弱な途上国の中でも社会経済的に貧

しい階層の子どもたちが、いかに困難な状況におかれているかは容易に想像できる。 

そして自然災害は、紛争や感染症とともに子どもたちの就学を阻害する要因としてクロ

ーズアップされており、今日も世界には約 6000 万人を越える子どもたちが教育の機会を奪

われており、万人のための教育 (Education for All: EFA) は達成されていない。 

こうした自然災害と教育との連関は、2015 年の世界教育フォーラムで採択されたインチ

ョン宣言において「暴力、自然災害、そして感染症の拡大が世界各地で教育と開発の進展を

拒んでいる」と指摘されている。 

このように繰り返される自然災害と、拡大が予想されている将来の災害リスク、途上国の

自然災害に対する脆弱性などを背景に、2015 年の第 3 回国連防災世界会議では、防災教育

をグローバルに普及することの必要性が取り上げられ、本会議で採択された「仙台防災枠組

み」(2015) の優先行動１は、防災教育と最も関連性の高い「災害リスクの理解」とされた。 

これらを背景に、世界中の子どもたちが「仙台防災枠組み」のグローバルな理念を共有し

防災能力を高められるよう、『子どものための仙台防災枠組み (Sendai Framework for 

Disaster Risk Reduction: for children)』  (2015) が、国連児童基金  (United Nations 
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Children’s Fund: UNICEF) や防災教育を実践して来た国際非政府組織 (International 

nongovernmental organization: INGO) のグローバルネットワーク、気候変動の時代を生

きる子どもたち (Children in a Changing Climate：CCC)1 により編集された。 

これは、これまでおこなわれてきた防災知識や避難スキルの向上を主目的としたものに

比べ、災害に対する社会的な脆弱性や公平性についての理解を深めることにより、子どもが

主体性を持って防災活動に参加できるようになることを目的として編集されたものである。

そして、あらゆる国や地域で活用できるように国連防災機関 (United Nations Office for 

Disaster Risk Reduction: UNDRR) の PreventionWeb2から配信されている。 

そこで、本論文では途上国における EFA を阻害する要因としての自然災害と、災害リス

クを低減させるための防災教育の効果に着目し、具体的には 2015 年ネパール地震をとりあ

げ、筆者が国際ロータリー3の一員として過去 18 年間に亘りネパールで活動している教育

援助の現場を活用し実証研究をおこなうことにした。 

 

 第 2 節. 論文の構成 

 第 1 章は、第 1 節に本論文を執筆した動機を示した。第 2 節では、本論文の構成を図 1

に示し、各章のつながりを記述した。第 3 節では、本論文が目指す目標を示し、その目標を

達成するために行った 3 つの研究の目的を記述した。第 4 節では、自然災害と教育に関す

る研究の背景を示した。第 5 節では、就学阻害要因や防災教育の効果に関する先行研究を

レビューした。また、第 6 節では、調査地ネパールで行った 3 つの研究に応用した、科学の

公衆理解に関する欠如モデルや文脈モデル、援助アプローチとしてのケイパビリティアプ

ローチを示した。そして、子どもの安全保障の視点に立脚した援助アプローチのフレームワ

ークを創案した。第 7 節では、調査地があるネパールの概要を示した。第 8 節では、2015

年ネパール地震について示した。最後に、第 9 節では、3 つの研究を行った調査地と調査手

続きを示した。 

 第 2 章 (研究 1) は、自然災害によって顕在化した従前の就学阻害要因は何か、新たに

発現する要因は何かを明らかにする。そのため、2014 年 9 月に調査地における従前の就学

阻害要因を抽出した。すると調査地には、後発開発途上国 (Least Developed Country: LDC) 

に共通する就学阻害要因として、経済的貧困やネパール特有の伝統的社会構造などが抽出

された。また、2015 年ネパール地震後の 2017 年 9 月に再び調査をおこない、抽出した就

学阻害要因を 2014 年 9 月の調査データと比較することにより、自然災害によって顕在化し

 
1 グローバルネットワーク「気候変動の時代を生きる子どもたち」は UNICEF, World Vision, ChildFund, PLAN, 

Save the Children, で構成される、子どもについての調査研究、開発、人道支援をおこなう団体のネットワーク 
2 PreventionWeb は、災害リスク軽減（disaster risk reduction: DRR）に関する共同知識共有プラットフォーラムであ

り、国連防災機関（United Nations Officer for Disaster Risk reduction: UNDRR）が管理しています。このサイトで
は、DRR の専門家の作業を促進するための幅広い知識製品とサービスを提供している。 

    https://www.preventionweb.net/about/aboutpw  

3 国際ロータリー (Rotary International) は、全世界のロータリークラブの連合体である。ロータリーの使命は、職

業人と地域社会のリーダーのネットワークとして、人びとに奉仕し、高潔さを奨励し、世界理解、親善、平和を推進す

ることである。https://www.rotary.org/ja/about-rotary 
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た要因や、新たに発現した要因を抽出した。そして、抽出された要因から、調査地の EFA

を達成するには、学校設備や社会経済的貧困、伝統的社会構造に目を向けるだけでなく、防

災能力を高めるための援助の必要性があることを示した。 

 第 3 章 (研究 2) は、調査地のレジリエンスを高めるために効果的な教育援助アプローチ

は何かを明らかにする。そのため、なぜ学校により自然災害レジリエンスに差異があるのか

を分析し、どのような援助アプローチがレジリエンスを高めるのか考察した。その結果、レ

ジリエンスを高めるには、住民と学校の協働が如何に重要であるかを示した。また、防災教

育をおこなう場合には、これまで蓄積してきた地域の知見を生かし、調査地の持っている多

様性に配慮し、公平性の理解を深める教育をおこなうことが、多様な社会経済的背景を持ち、

伝統的社会構造の中で、さまざまな環境に生活している生徒や家族、コミュニティの自然災

害レジリエンスの向上に寄与し、調査地の EFA を達成することに貢献できることを示した。 

 

図 1 論文の構成 

第 1 章 【序論】 

論文の動機と目標・研究目的・先行研究・応用モデルとアプローチ・調査地・研究方法 

 

 

 

第 2 章 【研究 1 ; 自然災害による就学阻害要因の変化】 

自然災害によって顕在化した従前の EFA 阻害要因は何か？ 

新たに発現する要因は何か？ 

 

 

第 3 章 【研究 2 ; 援助アプローチと調査地の自然災害レジリエンス】 

なぜ学校により自然災害レジリエンスに差異があるのか？ 

調査地のレジリエンスを高めるためにはどのような教育援助アプローチが必要なのか？ 

 

 

第 4 章 【研究 3 ; 子どもの安全保障の視点に立脚した防災教育の効果】 

防災能力を高めるのは知識か、備える態度か、実践スキルか、公平性の理解か？ 

調査地のレジリエンスはどのように変化したのか？ 

 

 

第 5 章 【結論】 

研究のまとめ・結言・国際ロータリーへの提言・今後の課題と展望 

(出所) 筆者作成 
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第 4 章 (研究 3) は、第 2 章と第 3 章の結果を踏まえ、調査地の多様な社会経済的環境の

中に生きる子どもたちに鑑み、第 3 回国連防災世界会議で取り上げられた、社会経済的弱

者への配慮や社会における公平性の理解に着目した『子どものための仙台防災枠組み』

(2015) を防災教育の教科書に応用する事にした。そこで、この冊子をネパール語に翻訳し、

調査地の地域知を取り入れて再編した『子どものための仙台防災枠組み・ネパール語版』

(Arai 2018) を調査地の防災教育に実装することにした。そうすることにより、社会経済的

脆弱性や公平性の理解を深めることに主眼をおいた防災教育は、調査地のレジリエンスに

どのような変化をもたらすのかを測定し防災教育の効果を検証した。 

そして、防災能力を高めるのは、どのような知識か・態度か・スキルかといった防災教育

の目的や方法に関する先行研究の議論に、実証研究から得た新たな知見を提供した。 

 最後に第 5 章は、結論として、第 2 章から第 4 章で行った 3 つの実証研究の結果をまと

め、本論文の結言と国際ロータリーへの提言、今後の課題と展望を述べた。 

 

 第 3 節. 本論文が目指す目標と目的 

 本節では、はじめに本論文の目指す目標を示す。そのうえで、その目標を達成するために、

第 2 章 (研究 1)、 第 3 章 (研究 2)、 第 4 章 (研究 3) で行った 3 つの実証研究の目的を述

べる。 

 

1-3-1. 本論文の目標 

 本論文は、EFA 達成を阻害する要因としての自然災害4に着目し、災害リスクを低減する

ためにおこなわれている、防災教育を取りあげた。そして、防災能力を高めるのは、どのよ

うな知識か・態度か・スキルかといった、防災教育の目的や方法に関する先行研究に、実証

研究から得た新たな知見を提供し、今後の防災教育に学術面と社会面の両方から貢献する

ことを目標とした。 

 第 3 回国連防災世界会議 (2015) において、防災教育をグローバルに普及することの必

要性が取り上げられた。また、本会議で採択された「仙台防災枠組み」(2015) の優先行動

１は、防災教育と最も関連性の高い「災害リスクの理解」とされた。そこで本論文は、2015

年ネパール地震をとりあげ、地震の発生前から国際ロータリーが調査地でおこなって来た

教育援助の事例を活用し、途上国特有の社会・経済・文化的な就学阻害要因は何か、それが

自然災害によりどのように変化するのか、そして、どのような防災教育が子どもたちやコミ

ュニティの自然災害リスクを低減し、レジリエンスを高めるのかについて実証研究をおこ

ない、自然災害が EFA の達成に与える影響と、教育援助としての防災教育に関する将来の

研究の一助になることを目指した。 

 
4 自然災害は、2015 年の世界教育フォーラムにおいて、紛争や感染症とともに子どもたちの就学を阻害する要因とし

て特定された。そして今日も、世界にはラスト 10%と呼ばれる約 6000 万人の子どもたちが教育の機会を奪われてお

り、EFA は達成に至っておらずその理念は SDGs の Goal 4 へと引き継がれている。 
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1-3-2. 研究目的 

はじめに、第 2 章 (研究 1) に記述する「自然災害による就学阻害要因の変化」の研究目

的は、自然災害によって顕在化した従前の就学阻害要因は何か、また、新たに発現する就学

阻害要因は何かを明らかにすることである。 

そのために、まず調査地における従前の就学阻害要因を明らかにした。先行研究によれば、

LDC のネパールには、社会経済的貧困や伝統的社会構造、民族、宗教、ジェンダー、障が

い、紛争、そして自然災害などの就学阻害要因が存在するとされている。そこで、調査地に

おいて、地震発生前の 2014 年 9 月に、生徒や教員、学校関係者たちと行ったワークショッ

プのデータを分析し、従前の就学阻害要因を抽出した。 

つぎに、地震発生後の 2017 年 9 月に、同じ調査地で同様の調査を実施し、ひとたび大規

模な自然災害が発生してしまうと、生徒はどのような状況に陥ってしまうのか、また、なぜ

学校に行けなくなってしまうのかを抽出した。そして、これら地震発生前後の就学阻害要因

を比較することにより、自然災害によって顕在化した就学阻害要因は何か、新たに発現する

就学阻害要因は何かを抽出した。 

また、第 3 章 (研究 2) に記述する「援助アプローチと調査地の自然災害レジリエンス」

の研究目的は、調査地の自然災害レジリエンスを高めるために効果的な教育援助アプロー

チはなにかを明らかにすることである。ここでは、調査地の自然災害レジリエンスに差異が

表れた要因を、①生徒数の変化、②INEE (The Inter-Agency Network for Education in 

Emergencies: INEE) のミニマムスタンダードによる評価、③質問紙調査の多変量解析とい

った 3 つの手法から分析することにした。 

最後に、第 4 章 (研究 3) に記述する「子どもの安全保障の視点に立脚した防災教育の効

果」の研究目的は、社会経済的脆弱性や公平性の理解を深めることに主眼をおいた防災教育

は、調査地の自然災害レジリエンスにどのような変化をもたらすのかを明らかにすること

である。そのために、調査地において『子どものための仙台防災枠組み・ネパール語版』を

教科書として応用し、調査地の防災教育に実装した場合の教育効果を検証した。 

これら 3 つの実証研究において、それぞれの研究目的を達成することにより、本論文の

目指す目標に掲げた、EFA の達成を阻害する自然災害のリスクを低減するための防災教育

に関する将来の研究に貢献することを目指した。 

 

 第 4 節. 背景 

 本節では、2015 年の世界教育フォーラムにおいて、EFA の達成を阻害する要因として特

定された自然災害と、その自然災害リスクを低減するための防災教育の背景を示す。 

 

1-4-1. EFA の達成を阻害する自然災害と国際協力としての防災教育 

1990 年にタイのジョムティエンで開催された「万人のための教育世界会議」で採択され

た EFA 宣言を機に、途上国を対象とした国際的な教育協力が加速し、教育へのアクセスは
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急速に改善していった。しかし、未だに就学が困難な約 6000 万人の子どもたちは、残され

たラスト 10%と呼ばれ、その状況下にあるのは、紛争地域の難民キャンプに暮らす子ども

や少数民族、山岳民族、遊牧民、伝統的社会構造の中に暮らす子ども、貧困家庭の子ども、

障がいを持つ子ども、疾病の治療中にある子ども、ジェンダー差別を受けている子ども、そ

して自然災害の影響を受けた子どもたちなどがあげられる。また、2015 年の世界教育フォ

ーラムで採択されたインチョン宣言では、「暴力、自然災害、感染症の拡大が世界各地で教

育と開発の進展を拒んでいる」と指摘されている。そして、世界中に遍在する自然災害と、

それに対応して来た国際的な取り組みには次のようなものがある (図 2)。 

 

図 2 自然災害と国際協力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) 筆者作成 

 

 ここに取り上げた自然災害は、地震と水害の例を示したが、自然災害は世界中に遍在して

おり、EFA や社会の持続可能な開発を阻み、将来も拡大していくことが予測されている 

(IPCC 2013)。 

そうした状況に鑑み、1987 年の第 42 回国連総会は、1990 年代を「国際防災の 10 年」

と定めた。そして、1994 年には、国際的に防災について話し合う国連防災世界会議が横浜

で開催され、「横浜戦略」を採択した。その後、国連防災世界会議は 2005 年に第 2 回目が

兵庫で開催され、「兵庫行動枠組み」を採択した。また 2015 年には第 3 回目が仙台で開催

され、「仙台防災枠組み」が採択された。 

そして防災教育への言及は、「兵庫行動枠組み」の優先行動 3 に、すべてのレベルで防災

文化を構築するため、知識、技術、教育を活用すると明記されている。また、「仙台防災枠

組み」の優先行動 1 は、災害リスクの理解とされ、学校教育に防災教育を取り入れることが
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含まれている。さらに、自然災害リスクと被害の低減のための国際的なターゲットが初めて

示され、その 3 番目に「医療・教育施設を含めた重要インフラへの損害や基本サービスの途

絶を 2030 年までに大幅に削減する」ことが記されている。そして、防災教育は自然災害リ

スクの低減にむけた包摂的な施策の一つであること、災害前、中、後のあらゆる段階におい

て教育が重要であること、生徒の教育の場として学校建物や学習環境の安全性を確保する

ことを指標として示している (Sakurai, Sato 2016)。 

これらが示すように、自然災害はラスト 10%と言われる未就学の一因となっており、防

災教育は EFA を達成するためのエンパワーメントの手段として重要であると考えられる。 

 

1-4-2. 自然災害と教育 

そもそも教育は、自然災害時であるか否かに関わらず、全ての人間にとって基本的人権で

ある。これは、世界人権宣言において「すべての人は教育を受ける権利を有する。・・・教

育は人格の発展や人権及び基本的自由の尊重の教科を目的とし・・・促進するものでなけれ

ばならない」という、第 26 条に掲げられた世界的合意にもとづいている。さらに、人権と

しての教育は「国際人権規約の経済的・社会的及び文化的権利に関する国際規約」や、「子

どもの権利条約」に明示されており、多くの国により締約されている。 

そして教育は、自然災害の影響を受けた子どもたちにとって、とりわけ重要である。なぜ

なら、災害復旧期の教育は、安全な校舎や学習環境を提供することにより、人々の生命や尊

厳を守る役割があるからである。つまり自然災害により混乱する社会のなかで、手をさしの

べる必要がある子どもたちを保護することにより、児童労働や児童婚、或いは軍隊や武装集

団、犯罪組織からの経済的・性的搾取から保護することができると考えられるからである。  

さらに教育は、生きる力を強化し、ひとの命を守るための情報を周辺に伝えることも出来

る。例えば、地震から身を守る方法や、洪水や地滑りの危険性が高い地域から避難する方法、

身 体 的 或い は 性 的 暴力 か ら 身を 守る 方 法、 ヒ ト 免疫 不全 ウ イル ス (Human 

Immunodeficiency Virus: HIV) や新型コロナウイルスなどによる感染症の予防方法、医療

や食料へのアクセス方法など、多くの効果があげられる。そして、緊急時における教育は、

少なくとも表 1 に示す国際条約により支持されている (INEE 2010)。 

これらが示すように、毎年世界中で繰り返し発生している自然災害により被災した数千

万人の子どもたちにとって、緊急時の教育は子どもたちを「保護する役割」や「日常性の回

復」のために特に重要である (Sinclair 2002)。そして教育は、社会的不利益を被るリスク

を防ぐためという人間の安全保障の観点からも求められる (Sen 2006)。  

この「保護する役割」とは、安全な学校へのアクセスにより、心的外傷後ストレスや疾病、

栄養不足、障がい、虐待等、助けを必要とする子どもを見出し、子どもたちの命を守ること

である。さらに、災害時の混乱により発生しやすい誘拐や人身取引などの犯罪や、強制労働、

麻薬売買、性的及び経済的搾取等から守ることである。 

また、「日常性の回復」とは、子どもたちがいつも通り通学し、友達と学び或いは遊ぶこ
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とで、日常の安心感を保つことである。そして、日常生活を回復することは、子どもたちの、

そして保護者たちの心の安定を取り戻し、生活再建を進めることに繋がる (小松 2016)。 

さらに、コミュニティにとっての学校は自然災害発生時にとくに重要である。なぜなら、

学校は教育を与える以外に、保有する設備を利用して、水、公衆衛生、栄養、保健など、緊

急時に住民サービスを実施する拠点となるからである。さらに、自然災害時においても教育

を途切れることなく与えることで、医療や食料へのアクセス、疾病予防方法、欠乏や暴力か

ら身を守る方法など、生きる力を身につけることができるからである。 

これらが示すように、繰り返し発生する自然災害により被災した子どもたちにとって、教

育は生きる力を培ううえで欠かせないサービスである。しかし、緊急時においては、多くの

場合、教育現場は著しく混乱し、子どもたちは質の高い教育を享受することができないのが

現状である (INEE 2010)。 

 

表 1 災害・紛争時の教育に関する国際条約 

ジュネーブ条約 第四条約 (戦時における文民の保護 1949 年 8 月 12 日のジュネーブ条

約) (1949) (第 3 条、第 25 条、第 50 条)、追加議定書 (1977) 

難民の地位条約 難民の地位に関する条約 (1951) (第 3 条、第 12 条) 

市民的および政治的権利に関

する国際規約 

市民的および政治的権利に関する国際規約 (1966) (第 2 条) 

経済的社会的および文化的権

利の国際規約 

経済的社会的および文化的権利に関する国際規約 (1966) (第 2 条、第

13 条、第 14 条) 

女性差別撤廃条約 (1979) (第 10 条) 

こどもの権利条約 子どもの権利条約 (1989) (第 2 条、第 22 条、第 28 条、第 29 条、第

30 条、第 38 条、第 39 条) 

国際刑事裁判所ローマ規程 国際刑事裁判所ローマ規程 (1998) (第 8 条(2)(b)(ix)、第 8 条(2)(e)(iv)) 

国内避難民指導原則 国内避難民に関する指導原則 (1998) (第 23 段落) 

障害者の権利条約 障害者の権利に関する条約 (2006) (第 24 条) 

(出所)  INEE Minimum Standards 2010 

 

1-4-3. 自然災害レジリエンスと教育 

本論文では、自然災害リスクを低減するための備えや、被害を緩和したり復元したりする

力を含めて自然災害レジリエンスと呼ぶことにした。 

なぜなら、自然災害により被災した個人やコミュニティが元に戻るには、家屋の強靭性な

ど設備要因、政府が公共サービスを再開する運営要因、人びとの生活が普段通りに戻る生活

要因がある。そして、これら 3 つの要因を乗り越える、備え・緩和・復元する力により日常

性が回復されていくと考えられるからである。 

そして、自然災害レジリエンスの向上は、先進国か途上国かに関わらず世界共通の目標で
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あり、2000 年以降、次に示すような 3 つの国際的枠組みが採択されている。 

第 1 に、INEE のミニマムスタンダードがある。これは、緊急時においても教育の権利は

普遍であることを示している。なぜなら、すべての人間は教育の権利を有していることから

要請されるものである (内海 2005)。そして、緊急時であろうと適用されるべき最低基準と

しての教育のあり方を明確にしている。こうした教育により、緊急時から復興への期間を通

じて、物理的、心理社会的、知的な意味で人々を保護し、それによって生命を守り、救うこ

とを目的としている。 

第 2 に、第 3 回国連防災世界会議で採択された、「仙台防災枠組み」5である (UNISDR 

2015)。会議では、災害リスクの削減と災害に対する強靭性の構築が、持続可能な開発と貧

困撲滅を実現するとされ、政策や計画、事業について話し合われた。その中で教育の必要性

について、次のような合意がある。一つ目に、災害により著しい影響を受けた人々の能力強

化と支援のため、教育等の基礎的サービスへのアクセスを改善する必要があること。二つ目

に、市民社会、NGO、コミュニティ団体による、災害リスクについての意識啓発、予防文

化及び教育に対する貢献及び支援が必要であること。三つ目に、国際機関による災害リスク

削減に関する教育や訓練の提供が必要であることである。 

第 3 に、持続可能な開発目標 (Sustainable Development Goals: SDGs) である。これは、

国際社会が「誰も置き去りにしない (leaving no one left behind)」ために、貧困を根絶し、

持続可能な開発を実現するための指針である。つまり国や地域を対象にしたミレニアム開

発目標 (MDGs) とは違い、一人々に焦点を当て、途上国、中進国、先進国のあらゆる開発

レベルにおいての取り組みを求めている。また、民間企業や市民社会など、さまざまな関係

者の連携が重要であることを強調している (UNDP 2015)。その中で自然災害時における教

育の役割は大きく 2 つの Goal に示されている。1 つ目に、Goal 4 に掲げられた、すべての

人に包摂的で質の高い教育を確保し、生涯学習を促進することである。これは、1990 年の

「万人のための教育 (EFA) 世界会議」から、2000 年ダカール行動枠組みを経て、2000 年

のミレニアム開発目標 (MDGs) へと継承され、SDGs においても採択された世界的合意で

ある。そのアジェンダのなかで、自然災害は社会全体に甚大な被害を及ぼし、子どもたちか

ら教育の権利や命を奪うことや、EFA は目標達成年の 2015 年を過ぎたにも関わらず未だ

達成されていないこと、なかでも地震、津波、ハリケーン、干ばつといった大規模な自然災

害は、貧困や紛争とともに大きな阻害要因となっていることが記されている。2 つ目に、

Goal 13-1 に掲げられた、すべての国で自然災害レジリエンスと適応能力を強化する必要性

である。その中で、自然災害から身を守るための能力開発として、教育の重要性が示されて

いる。 

 

 第 5 節. 先行研究 

 本論文は、EFA の達成を阻害する要因としての自然災害に着目し、そのリスクを低減す

 
5 http://www.unisdr.org/we/coordinate/sendai-framework 
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るための防災教育を取りあげた。そこで、まず実証研究をおこなう調査地の存在するネパー

ルにおける EFA 阻害要因についての研究をレビューした。つぎに、防災先進国といわれる

日本の防災教育に関する先行研究を中心に、教育方法や教育効果についての知見を抽出し

た。そして、それら先行研究の議論を示し、調査地における EFA の阻害要因を取り除くた

めの研究アプローチの検討に活用した。 

 

1-5-1. 万人のための教育 (Education for All; EFA)  

 1990 年、国連教育科学文化機構 (United Nations Educational, Scientific and Cultural 

organization: UNESCO)・国連児童基金 (United Nations Children’s Fund: UNICEF)・国

連開発計画 (United Nations Development programme: UNDP)・世界銀行 (World Bank) 

の共催で、タイのジョムティエンにおいて「万人のための教育世界会議」が開催された。そ

して、国際社会における教育開発の優先課題として、就学率の向上といった教育アクセスの

量的拡大というコンセンサスが生まれた。 

 また、同じく 1990 年には UNDP から「人間開発報告書」が発行され、持続可能な開発

の視点から、その国や地域の人びとの生活ぶりを表す指標として、保健・教育・収入の各指

数を合わせた人間開発指数 (Human Development Index; HDI) が示された。その HDI の

教育指数には就学年数が含まれており、教育が途上国の人間開発を促進するうえで重要な

要素であることが明確に示された。 

 そして、教育へのアクセスは各地で急速に拡大していったが、生徒数が大幅に増加したこ

とにともない、今度は教育の質が低下する問題が発生したため、量的拡大に合わせて教育の

質的改善が新たな課題になった。その後、2000 年にはダカールにおいて世界教育フォーラ

ムが開催され、教育分野の国際的開発のアジェンダとして 6 つの目標が採択された (黒田・

横関 2005)。採択された「ダカール行動枠組み」は、①就学前児童の福祉および教育を改善、

②2015 年までにすべての児童が無償義務初等教育を受け修了できるようにする、③生活技

能プログラムへの公平なアクセスを確保、④2015 年までに成人識字率の 50％改善を達成、

⑤2005 年までに初等中等教育における男女格差を解消、⑥教育のすべての側面における質

を向上という目標が再合意され、ジョムティエン宣言を再確認するとともに、教育の質的改

善について言及された。あわせて、2000 年から取り組みが開始されたミレニアム開発目標 

(MDGs) においても、Goal 2 には初等教育の完全普及が、Goal 3 にはジェンダー平等推進

と女性の地位向上を達成することが合意された。 

 このような、多岐に亘る目標には、UNESCO の推進するノンフォーマル教育・成人識字

教育など生涯学習の理念や、UNICEF の子どもを中心とした考えの就学前児童の教育、世

界銀行の経済発展のための教育として収益率の高い基礎教育の拡充などが反映されている。 

 他方、これら EFA における量的拡大や質的改善に関する研究において、イースタリーは、

教育の普及と途上国の経済成長の間には明らかな相関はないことを指摘している (イース

タリー 2003)。また、白井は、量的拡大を進めても、教育の質的側面を改善しなければ、教



12 

 

育が経済成長・貧困削減をもたらす効果は低い水準にとどまることを示している  (白井 

2005)。さらに、澤村は、教育の地方分権化や援助機関の評価主義が質的向上ではなくアク

セスの拡大を優先させる原因となっていると述べている (澤村 2007)。 

 そして、EFA の目標年とした 2015 年を過ぎた今日も、その目標は達成されておらず、依

然として、国家間及び各国国内にある教育格差は解消されないままで、こうした目標未達成

の国は、サブサハラアフリカ及び南西アジア地域に多いことが、EFA モニタリングレポー

トで指摘されている (2013/14)。 

 

1-5-2. 調査地の EFA 達成を阻害する要因と自然災害 

 本論文の調査地が位置するネパールは、1996 年から約 10 年に及ぶ内戦により教育開発

は足踏みしたが、2006 年の和平合意以降、教育へのアクセスは急速に改善していった。そ

して基礎教育へのアクセスの普遍化という目標に対し、調査地を含む南アジアの貧困国で

は、都市農村・ジェンダー・社会経済階層・障がい・働く子ども・社会グループの間に格差

が存在していることが指摘されている (斉藤 2011)。また、それらの子どもたちに初等教育

を普及させるには特別な配慮を要することが指摘されている (浜野 2005)。 

 そして、調査地が位置するネパールの伝統的社会構造の側面とそれらが教育に与える影

響については次のような研究がある。山本、村中らは、「ネパール人のカースト序列認識の

客観性と恣意性」の中で、ネパールの人びとの序列意識について次のように指摘している。

「1854 年にムルキ・アイン6が発布されて以来、そこに規定された序列がその後の曲折を経

て、現在のネパールの人々にとって規範化した序列として受け入れられている」 (山本・村

中 2013)。そして、伊藤は「ネパールにおけるジェンダー政策の進展と女子教育の停滞」の

中で、つぎのように指摘している。「1854 年、ネパールのゴルカ王朝中期に、ジャン・バハ

ドゥル・ラナ宰相によって制定された『ムルキ・アイン (Muluki Ain)』にも、ヒンドゥー

の男性優位の価値観が引き継がれた。さらに、1959 年に憲法が制定され『ムルキ・アイン』

が民法の役割を担うことになった後も、男尊女卑は国是とされ、女性の諸権利が制限されて

きた」(伊藤 2009)。また、NEUPANE は、Barriers to Education and School Attainment 

across Gender, Caste and Ethnicity: A Case of Secondary Schools in Rural Nepal の中で

「すべてのグループで、女子の方が男子よりも、あらゆる種類の就学・学習阻害要因をより

強く感じている。ダリットやジャナジャティ等の低いカーストの学生の方が高いカースト

の学生より、就学・学習阻害要因を強く感じている。ダリットの女子学生にとって、経済的

な阻害要因は最も強く感じられている。他方、ブラーマンのような高いカーストの女子学生

ほど、ジェンダーから来る社会文化的阻害要因を強く感じており、それが学習達成度のジェ

ンダー格差につながっている。学生が感じる就学や学習の阻害状況は、学校での学習達成度

 
6 このムルキ・アインはゴルカ王朝中期の 1854 年に、ジャン・バハドゥル・ラナ宰相により、国家統一のための政策と
して作られた序列であり、インドのバルナ由来のカースト制度に加え、ネパールの多様な民族を新たに階層として組み
込んだネパール独自の階級制度でありインドとは異なる。 
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に直結しており、男子学生よりも、女子学生の成績が低く、カーストの高い学生よりも、カ

ーストの低い生徒の方が成績が低い」と指摘している (Neupane 2012)。また、アリヤルは

「ネパールの低カースト層ダリット女子教育問題」の中で「学校の教師までもその偏見から

自由になっておらず、ダリット女子の教育達成が低い理由を遺伝的要因としたり、親や家族

の教育への無理解に帰したりして、教育システムや学校側の問題点を棚あげし、社会的な差

別への理解が乏しいことがあることや、教室の中で目常的に繰り返される教師や生徒の偏

見による否定的な行動の表明が、ダリット生徒を心理的に学校から遠ざける結果となって

いる」と指摘している (アリヤル 2011)。さらに、畠は「ネパールの被抑圧者集団の教育問

題」の中で、「10 年ごとの国勢調査や教育統計から識字率や就学率は順調に伸びてきたが、

依然として、男女間、地域間、カースト/エスニック集団間の格差が大きく、格差は拡大し

ている、2015 年までに識字率を 90％にするという EFA の目標を達成する事は不可能であ

る」と述べている (畠 2008)。  

 このように、山本、村中、伊藤らは、ムルキ・アインに注目し、今日もネパールの人々の

生活に階級やジェンダー格差が内在し、初等教育達成を阻害していることを指摘した。 

 そして今日、民主化や近代化により宗教の影響が薄まりつつある中、逆に民族のアイデン

ティティーを主張する運動も高まり、ネパールは、125 の民族・カーストに分類されている 

(CBS 2011)。現在は憲法において民族の平等が記されているが、社会グループのヒエラル

キや不可触といった伝統的社会構造は人びとの内心に相続され、今日も心理面や社会進出

に影響を及ぼしており、伊藤はこれらが女子教育を停滞させた要因だと述べている。 

 また Neupane も、生徒はカーストによる疎外感に加え、高カーストの女子学生でもジェ

ンダーによる不平等を強く感じており、女子学生は階級と性別の二重の困難に直面してい

ることを指摘している (Neupane 2012)。  

 さらにアリヤルは、学校での教師や生徒による偏見を取り上げ、生徒間の差別の問題と同

様に、教員のモラルも阻害要因になっていることを指摘している。 

 最後に畠は、9 郡の 33 校で 3367 人に質問紙調査をおこない、民族・カーストと学習到

達度や就学阻害要因が密接に関係していることを指摘した (畠 2007)。 

 このように、これまでの研究者の多くは、ネパール各地における研究の結果、伝統的社会

構造が社会・経済・文化的な格差をつくりそれらが固定されていることを指摘している。そ

して今日のネパールにおいても、人びとの内心に存在している社会階級やジェンダー格差

は、政治的地位やコミュニティでの役職、職業、収入に至るまで、あらゆる社会活動に強く

結びついていると考えられ、これらが EFA の達成を阻害する要因として影響を与えてきた

と思われる。 

 こうした先行研究に示された教育環境にある調査地において、2015 年 4 月 25 日にマグ

ニチュード 7.8 を記録したネパール地震が発生し、教育インフラの損壊だけでなく、子ども

たちや家族、コミュニティにとっての生活は一変し、これまでの関係機関の努力にも関わら

ず、一瞬にして EFA の達成は大きく後退し、2015 年の世界教育フォーラムで採択されたイ
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ンチョン宣言に記された「暴力、自然災害、感染症の拡大が世界各地で教育と開発の進展を

拒んでいる」との指摘に説得力を与えることになった。 

 また、そのリスクを低減する方策を援助に加えることに関しては、第 3 回国連防災世界

会議において、グローバルに防災教育をおこなう事の必要性が示された (2015)。そこでは、

自然災害リスクは途上国の貧困層に集中する傾向があるため、国際協力として防災教育を

おこなう場合には、社会経済的格差や伝統的社会構造による不公平や脆弱性に配慮するこ

との重要性が指摘されている (Guevara 2014)。 

 

1-5-3. 防災教育の教育方法の違いによる効果 

 ここでは、これまでおこなわれてきた防災教育に関する先行研究から、教育方法の違いに

よる教育効果について抽出した。 

① 副読本を活用したもの 

 副読本を活用した防災教育の効果について、これまでの防災教育副教材は、学習指導要領

に基づく防災教育の内容がほとんどの副読本で網羅されているが、面白みや説得性などの

不備により、生徒の自主的な取り組みが望めないことなどが指摘されている (石澤、石川、

伊村 2000)。また、東京都八王子市と新潟県新津市の保育園でおこなわれた調査では、幼児

の親へのアンケート調査の結果から、家庭における絵本による防災教育の教材として防災

絵本を活用することの効果が示された (土屋、久木、石川 2005)。 

② 防災マップを活用したもの  

 防災マップを活用した防災教育の効果について、千葉県山武郡にておこなわれた調査で

は、災害ボランティア講座の受講生に実施したアンケート調査の結果から、受講者の防災意

識はもともと高かったが、防災マップを自ら作成することで、地域防災を再度考えるきっか

けになることが指摘された (栗田、山下、加瀬 2008)。 

③ タウンウォッチを活用したもの 

 タウンウォッチを活用した防災教育の効果について、学校が中心となり生徒と教員が実

施する「タウンウォッチング」は、住民が一集団として社会全体の問題を認識し協力して解

決策を提案することを目的としているが、安全な場所や危険な場所、避難経路の確認など、

防災に効果があることを指摘した (Yoshida 2007)。 

④ 体験・イベントを活用したもの 

 体験やイベントを活用した防災教育の効果について、学習指導要領の中に出現する防災

用語の登場回数を KH Coder を使用して抽出し、1990 年以降の防災教育に関する関心の高

まりがあることを指摘した。しかし、2001 年から 2007 年まで行われた防災教育チャレン

ジプランの活動は、体験学習やイベント等が一過性のものが多く、教員の指導能力が乏しい

ことを指摘している (岸田、大原、目黒 2009)。 

⑤ 学校の授業で行ったもの 

 学校の授業による防災教育の効果について、小・中学校において総合的な学習の時間に防
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災教育を実施している 28 校の調査から、小・中学校の教育現場で防災を教育課題として選

択している事例が少ないことが指摘された (吉村、石川、伊村 2005)。また、山形県におけ

る学校防災教育の調査では、学校は防災教育の必要性を認識しているが、実施されない要因

として、時間の確保が困難であること、適切な教材がないこと、教員への研修が不足してい

ることが指摘されている (村山 2009)。 

⑥ 学校外教育で行ったもの 

学校外教育による防災教育の効果について、過去に大きな自然災害を被った地域でも防

災教育に関する関心が高いとは限らず、現代の初等・中等教育現場に、多くの時間を割くス

タイルの防災教育を導入することは困難が多いことを指摘し、教育は学校でと固定的にと

らえず、様々な機会、場を利用した防災教育の可能性を探ることが重要だとしている (牛山 

2009)。また、愛知県、静岡県、東京都の学校防災教育の現状を比較した研究では、小学校

における防災教育に必要な要素として、「中学校・地域との連携強化」「避難所設営訓練の実

施」「家具固定・家屋の耐震診断」などを抽出している (仲谷、石川、伊村 2005)。 

 

1-5-4. 防災教育による生徒の変化 

 ここでは、防災教育によりもたらされた生徒の変化について先行研究から抽出した。 

① 防災意識 

 桝田、翠川、三木、大町 (1988) は、青森県、秋田県、東京都、静岡県、愛媛県の中学校

8 校にて生徒の地震防災意識を評価した。その結果、防災意識を高めるには、地域或いは学

校の防災体制の充実が、大地震体験とほぼ同じレベル或いはそれ以上の効果があることを

明らかにした。加えて、ビデオを用いたイメージ教育が生徒の防災意識をさらに高めるのに

効果的であることを指摘した。 

 伊村、石川 (2005) は、小学校低学年で行われている生活科の教科書全 20 冊についての

内容分析から、体験型授業の生活科において防災教育を行なうことは、実践的な知識や防災

に対する意識を持たせることに有効であることを指摘している。 

 桑沢、金井、細井、片田 (2006) は、三重県尾鷲市の市民を対象に津波避難の意思決定構

造を考慮した防災教育の効果を検討した。そして、住民の避難意思決定は、防災意識との関

連が高く、防災教育による住民の意識の改善により避難行動が促されるのであり、平常時か

ら防災教育を通した住民意識の形成が重要だとしている。 

 黒崎、中野、橋本、東雲 (2010) は、徳島県の小・中・高校 5 校を対象に防災教育効果の

持続と低下に関する調査から、防災教育により防災意識は高まるが、防災教育終了後、1 年

以上経過すると防災に関する知識・意識共に低下する事を示し、継続的な防災教育のための

防災教育カリキュラムの作成が重要であることを指摘した。 

 豊沢、唐沢、福和 (2010) は、愛知県の小学校 5 年生と 6 年生を対象に、防災教育実施 3

ヶ月後に行ったアンケート調査から、防災教育により児童の防災意識は高まるが、災害に対

する感情や認知は 3 ヶ月後まで持続しないことを示した。 
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② 災害知識 

 山口、久木、石川、伊村 (2005) は、東京都内の大学 2 校を対象に行った、防災知識・意

識・対応力に関するアンケート調査の結果から、調査した 2 校の学生は、地震防災への関心

は高いものの、知識は全体的に十分とはいえないとの結果を得た。 

③ 災害の理解 

 山下、藤本、古川、青原 (2010) は、広島市内の小学校 6 年生と中学校全学年の合計 203

名を対象に、防災教育後に行ったアンケート調査の結果から、防災教育の実施により、災害

への理解を深めたことを明らかにした。 

④ 態度変容 

 後田、越村、今村 (2008) は、気仙沼市と仙台市の中学校合計 3 校を対象に、防災教育前

後の態度の変容を測定した。その結果、防災知識は態度の変容に影響を与える対処動機に直

接つながるのではなく、不安感の認知や対処有効性の認知を経てから対処動機につながる

構造を示した。 

⑤ 行動変容 

 Ronan、Johnson、Daly、Fairley (2001) は、ニュージーランドで行った調査では、防災

教育を受けた児童はリスク認識が高まるにも関わらず、災害時に適切に行動するようには

ならないことを指摘している。 

 石川、石川、伊村 (2005) は、日本人独特の災害感が災害発生時の行動に大きな影響を与

えていることを示した。そして、日本人の災害感は災害に対処するエネルギーとなる反面、

災害を直視しないなど、両刃の剣となりうることを示唆し、災害感が潤滑油となるような対

策ができれば被害の軽減に効果があることを指摘している。 

 金井、片田、望月 (2006) は、群馬県みなかみ町の地域住民を対象に防災教育を行なった。

そしてアンケート調査により、防災教育の効果を測定し、防災教育を実施した地域住民の防

災意識が高まり、自助レベル・共助レベルでの行動変容を確認した。 

 Shiwaku (2007) は、ネパールのカトマンズ盆地の学校でアンケート調査を行った結果、

授業を中心に行う防災教育によりリスク認識は高まるが、実際の災害対策への意識や災害

を軽減するための行動をできるようにはならないとの結果を得た。 

⑥ 波及効果 

深谷、伊村 (2008) は、静岡県の 8 校、和歌山県の 5 校、千葉県の 8 校の防災教育事例か

ら、実際に防災授業を行うことで、生徒の防災意識が高まり、そのことが家庭や地域の防災

対策の啓発につながっていることを明らかにした。 

豊沢、唐沢、福和 (2010) は、愛知県の小学校 5 年生と 6 年生を対象に調査を行い、防災

教育により、児童から保護者への情報伝達意図が高まるほど、保護者の防災行動が促される

ことを指摘した。 

⑦ 教育格差 

 井上、河本 (2019) は、神戸市の市立小学校において防災教育が重要視されるきっかけと
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なった、阪神・淡路大震災の発生から現在までの変遷を調査した。そして、2013 年から取

り組んでいる「新たな神戸の防災教育の推進事業」は、実践している学校が、阪神・淡路大

震災の被害の大きかった地域に偏っていることを明らかにし、防災教育における市内の地

域間格差などの課題を指摘した。 

 

1-5-5. 防災教育の問題点 

 ここでは、防災教育に関する先行研究から、問題点を抽出した。 

はじめに、教育方法については、つぎのようである。 

第 1 に、初等・中等教育の間に学校ではあまり防災教育は行われていない。それは、時

間、適切な教材、教員への研修が不足しているからである。第 2 に、体験イベントは一過性

のものが多く、教員の指導能力に問題があり、地域と連携した学校外教育による訓練や家庭

の備えについての教育が必要だ。第 3 に、副読本は、娯楽性がないと生徒の自主的な取り組

みは望めない。第 4 に、過去に大きな自然災害を被った地域でも防災教育に関する関心が

高いとは限らず、教育現場に、多くの時間を割くスタイルの防災教育を導入することは困難

である。 

つぎに、防災教育による生徒の変化については、つぎのようである。 

第 1 に、防災教育により生徒の防災意識は高まるが、災害に対する感情や認知は 3 ヶ月後

まで持続しない。第 2 に、防災教育により災害への理解は深まるが、防災知識は欠如してい

る。第 3 に、防災知識は直接態度の変容につながるのではなく、不安感や対処有効性の認知

を経て変容する。第 4 に、防災教育により知識やリスク認識は高まるが、災害時の行動には

つながらない。第 5 に、授業を中心に行う防災教育は、実際の災害対策への意識や災害を軽

減するための行動をできるようにはならない。第 6 に、防災教育は、被害の大きかった地域

に偏っており、防災教育における地域間格差がある。 

そして防災教育に関する研究には、このような問題点の他、次に示すような議論がある。 

 

1-5-6. 防災教育の効果に関する議論 

はじめに、学校で防災教育をおこなうことの意義について、小松原 (2016) は、次のよう

に示している。第 1 に、学習過程に取り込むことで全生徒が災害・防災に関する基本的な知

識を学ぶことができる。第 2 に、取り組み方を工夫すれば知識のみならず様々な体験を通

じて、防災に対する姿勢を学ぶことができる。第 3 に、生徒を通じて防災教育を波及し家庭

や地域と連携することでより効果的な防災教育をおこなうことができるとともに、コミュ

ニティでの防災教育を啓蒙・実施できることとしている。そして、この 3 つの意義について

は、学校における防災教育が、生徒や教師、家族、近隣住民の防災意識を向上させるのに効

果が高いことを多くの研究者が指摘している (阪本・河田 2008、ショウ・塩飽・竹内 2013、

八木・村山 2014、秦・酒井・一瀬・石田 2015)。 

他方、自然災害によるリスクは途上国の貧困層に集中する傾向があるため、防災教育をお
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こなう場合は、社会経済的格差や不平等が原因となる脆弱性を考慮することが必要である。

ところが、これまでの防災教育は、災害知識の習得やスキルの向上が主な目的となっている

ことが多い。これに着目した Guevara は、防災教育が社会経済的不平等の問題に取り組ま

なければ、自然災害に脆弱な人びとがうまくいけば生き残る手助けをする程度のものにな

ると指摘している (Guevara 2015)。 

そして、学校で防災教育を受けた生徒は、リスク認識が高まったと思われるにもかかわら

ず、災害時に適切な行動を見極め対応する能力が弱いという研究結果がある  (Ronan, 

Johnson, Daly and Fairley 2001)。また、防災教育により防災意識は高まるが、効果は 3 か

月後まで持続せずもとの状態に戻ってしまうという研究結果もある (豊沢・唐沢・福和 

2010)。他にも、ネパールでおこなわれた研究では、授業を中心に行った防災教育によりリ

スクの認識は高まるが、生徒が災害前の対策の重要性を理解し、災害を軽減するために実際

に行動できるようにはならなかったとするものもある (Shiwaku 2007)。 

さらに、東日本大震災の際にメディアで多用された「想定外」のように、大災害発生時に

は、多くの人々が経験したことのない未知の状況変化に直面するのが現実であり、災害知識

を習得する授業や、授業中に発生した地震など、ある想定された災害に対する避難訓練のみ

の防災教育は、想定外の問題への対処が困難であることと、学習者の防災に対する主体性を

喪失してしまうことなどが指摘されている (城下 2017)。 

防災教育をおこなう意義は、災害が発生した時に一人ひとりがリスクを低減させる適切

な行動をとれるようになることだと考えられる。したがって、先行研究が指摘している、「知

識の欠如」を補充し「自主性」を促すような教育方法を取り入れ、生徒の「防災意識」を高

め家族や地域の「行動変容」を促進させられるような防災教育が求められていると思われる。 

そして、調査地の就学阻害要因に関する先行研究で指摘されているのは、伝統的社会構造

による就学格差であるから、防災教育をおこなう場合には、Guevara が指摘しているよう

に、社会経済文化的に不公平な社会構造に対する配慮がないと、災害に脆弱な階層の人たち

が取り残され EFA の達成はさらに遠のいてしまう可能性があると考えられる。 

 

 第 6 節. 研究に応用するモデルとアプローチ 

 本節では、防災教育に応用する、科学の公衆理解に関する欠如モデルや文脈モデルについ

てそれぞれの特徴と相互補強の関係を述べる。そして、子どもの安全保障の視点から自然災

害レジリエンスを高めるための保護とエンパワーメントの戦略とケイパビリティアプロー

チを融合した援助フレームワークを示す。 

 

1-6-1. 防災教育における欠如モデルと文脈モデル 

 科学の公衆理解に関するモデルに欠如モデルがある。杉山は、『科学技術社会論の技法』

のなかで欠如モデルについて次のように述べている。欠如モデルは「専門家と非専門家とを

固定的に対置し、科学知識が前者から後者へと一方向に流れ、後者はそれをただ受け取るだ
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け、とらえるもの。非専門家の科学理解は空っぽのバケツのようなもので、そこに科学知識

をどんどん注ぎ込んでいけば科学の公衆理解が高まると考える」モデルである (杉山 2013)。 

つまり欠如とは、公衆の科学的知識が欠如した状態を意味し、それらを埋めるために知識

や技術を教授するという手法により、科学と公衆がコミュニケーションを取ろうとするの

が「欠如モデル」だと考えられる。 

 そして欠如モデルは、防災の分野にも当てはまる。たとえば、市民に災害が発生するメカ

ニズムや避難方法、災害への備え方といった知識が欠如しているから被害が増大してしま

うのであり、防災の専門家が学校や地域社会において、生徒や一般市民にその欠如した防災

知識を伝達する防災教育を行なう必要があるといった考えであり、矢守は、防災教育は、伝

統的に、教育する者 (専門家や教師) と教育される者 (非専門家や児童・生徒) との間に存

在する防災知識・技術の「格差」の縮減を志向してきたと指摘している (矢守 2010)。この

欠如モデルを防災教育に当てはめたものを図に示すと図 3 のようである。 

また藤垣は、『科学コミュニケーション論』のなかで次のように述べている。「欠如モデル

は、受け取ることのモデルとして、①科学とは、正答誤答が一意に定まる正しい知識からで

きており、公衆はそれらを受け取る、②公衆はそれらの知識が「deficit (欠けている、不十

分な)」なのに対し、科学の側は「sufficient (十分な、足りている)」である、③その欠けて

いる状態を測定することができる、というモデルである」 (藤垣・廣野 2008)。 

 

     図 3 欠如モデル 

         専門家                非専門家 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     (出所) 筆者作成 

 

このように、杉山が示すのは、公衆の科学に対する正確な理解が増すというのはどういう

ことかというモデルであり、藤垣が示すのは、科学知識の調査が意味のある測定可能な調査

となる前提としてのモデルであると考えられる。 

 しかし、科学コミュニケーションの伝統的形式であった「欠如モデル」は知識に不確実性

が伴う場合には特に、専門家に対する非専門家の不信や科学不信を招く原因ともなってき

災害メカニズム 

脆弱性 

避難スキル 

災害への備え 

ハザード 
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た (小林 2007)。そして、1980 年代後半以降、このような発想の限界が理解され、人々の

不安や懸念、或いはリスクの受容の拒否の原因は「正しい科学知識」の不在であるという「欠

如モデル」が疑われるようになった (Wynne 1996)。 

 そして、「欠如モデル」のような専門家 (主体) から非専門家 (客体) への一方向的な伝達

ではなく、非専門家が主体的に参加し、専門家と共に科学の実践に取り組み意思決定をして

行く「対話型コミュニケーション」 (小林 2007) や「市民参加型モデル」 (藤垣 2008) へ

とシフトしていった。 

これは防災教育研究の分野にも表れている。黒崎は、「有効な防災教育とは主体性を持ち、

能動的に防災問題に取り組む人を育てることである」と述べている (黒崎 2006)。また、片

田は、「命を守る主体性をどう教えるか」が重要だと記している (片田 2012)。このように、

教育される非専門家の主体性を重視するような変化が見える。 

 そして、藤垣は、欠如モデルによる科学知識の伝達が支配的でありながらも、それが十分

とは思えない状況にあることから、欠如モデルを批判したものが「文脈モデル」である。 

 文脈モデルとは、市民・住民はそれぞれの日常生活や仕事・労働の状況 (文脈) に即した

役立つ知識体系を有しており、そうした地域知 (Local Knowledge) の文脈を踏まえてコミ

ュニケーションを行うことが重要だという考え方である。その際、市民が信頼をして情報を

受け取る上で重要だとされてきたのが、「問題を切り取る視点」や「議論の枠組み」として

のフレーミングである (藤垣・廣野 2008)。 

そこで、専門家による知識の教授とそれを受ける非専門家がそれぞれの文脈に含まれる

情報を明示化して双方向的に知識の伝達をおこない、双方向的コミュニケーションの中で

意思決定をしてゆくという文脈モデルを防災教育に当てはめたものを図 4 に示す。 

 

    図 4 文脈モデル 

         専門家                非専門家 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (出所) 筆者作成 
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 このように、一般市民の欠如した知識を専門家が一方向的に伝達するという欠如モデル

は、1980 年から 1990 年代に批判され、双方向コミュニケーションの文脈モデルへの転換

が図られた (藤垣 2005、小林 2007)。日本においても、1995 年の阪神淡路大震災などを契

機に、専門家と市民が対等な立場で共に問題解決を考えようという双方向リスク・コミュニ

ケーションの重要性が指摘された (木下 2008)。その後 2011 年に発生した東日本大震災の

時に「想定外」という言葉が多用されたことから、一般市民は専門知の限界に気づいた。 

 

1-6-2. 防災教育における欠如モデルと文脈モデルの相互補強 

防災教育はさまざまな方法により世界各地で盛んにおこなわれてきた。そして、欠如モデ

ルとその批判から生まれた文脈モデルを前項で紹介したが、欠如モデルがなぜ、どのような

要因で、どのような限界があり、それに替わるべき文脈モデルにおける市民の知識文脈とし

ての地域知とは何かについては、実践的にも学術的にもまだあまりよく分かっていない（雨

宮・村上 2004, 和田他 2009）。本論文は、欠如モデルと文脈モデルの双方は、2 項対立の

関係にはならないという立場をとる。なぜなら、特に基礎教育の期間に防災教育を行なう場

合、生徒たちには災害が発生するメカニズムや対処の仕方などの知識が欠如しているのだ

から、講師 (専門家) が生徒 (非専門家) に、それらを充足するためのコミュニケーション

として欠如モデルは機能する。また、生徒たちは、親から聞いた言い伝えや日常生活、通学

路、或いは学校にいる間や友達と遊んだりする間に得た、居住地特有の知識を持ち合わせて

いるから、これらの地域知を取り込んだ、講師と生徒たちによる科学コミュニケーションは、

生徒たちの主体性を涵養する文脈モデルとして効果的に機能すると考えられる。 

そして、どのような文脈モデルの実践においても、まずは専門知識の伝達がコミュニケー

ションの導入となると考えられるからである。たとえば、地震が発生するメカニズムや、そ

れによって現れる現象、対処のし方などの知識が全く無い状態では、コミュニケーションは

始められないからである。これについて、岩堀は次のように述べている。「欠如モデルの意

義として、防災教育を開始し、さらにそれを継続するための一般的な契機としての機能が見

て取れる」 (岩堀 2016)。つまり、欠如モデルには防災教育を開始するにあたり、生徒たち

が興味深いトピックを見出す手助けとなり、コミュニケーションの導入に繋げる重要な役

割があると考えられる。したがって、欠如モデルと文脈モデルを 2 項対立と捉えず、相互補

強の関係となるような防災教育のカリキュラムが策定できれば、より生徒たちが防災に興

味を持ち主体性をもって防災教育に取り組むことができると思われる。 

 

1-6-3. ケイパビリティアプローチ 

 本論文では、途上国において、多様な社会経済的背景をもち、さまざまな生活環境の中で

生きる生徒たちや、コミュニティの自然災害レジリエンスを向上させることを目的として、

就学阻害要因の調査や防災教育に、ケイパビリティアプローチを試みた。 

 なぜなら、自然災害リスクは至るところに遍在しているが、ハザードの種類や大きさは多
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様であり、全く同じ種類、同じ規模の災害が各地に発生する事は皆無だと考えられる。そし

て、同じハザードに暴露されたとしても、人びとが暮らす自然環境や生活環境、社会構造、

社会経済的状況は多様であるから、被害は不平等に拡散してしまう。たとえば、調査地のよ

うに多様な背景を持つ生徒に対して、一般的な災害知識や、ある想定された災害に対する避

難方法を平等に教授したとしても、高台の頑丈な家に暮らす富裕層の生徒と、川沿いの脆弱

な家に暮らす貧困層の生徒の自然災害レジリエンスが等しく向上するとは限らない。した

がって、受講者一人ひとりの多様な環境に配慮し、誰一人取り残されることなく、自然災害

リスクを低減させるために必要な機能の選択肢の幅を増やしてあげることが、防災教育に

おけるケイパビリティアプローチだと考えられるからである。 

このような考えは、センのケイパビリティアプローチに基づいている。センは、人が目的

を達成するためには、その人が、何ができるかという「機能」の選択肢が密接に関連してい

ることを指摘している。そのことをセンは、『不平等の再検討』のなかで、ケイパビリティ

とは、人が行うことのできる様々な機能の組み合わせを表していると述べている。そして、

その人の機能空間におけるケイパビリティ集合は、そのひとがどのような生活を選択でき

るかという個人の「自由」を表しているとも述べている (セン 1999)。ここでいう「機能」

とは、人間が価値を見出すことの出来る様々な状態や行動をいう。たとえば、「病気にかか

らないでいられること」「栄養状態が良好なこと」「早死にしないこと」という基本的なもの

から、「コミュニティの会合に参加できること」「自尊心を持って生活できること」など多岐

にわたる。そして、ケイパビリティとは、こうした個人がよりよく生きる (Well-being) た

めの機能ベクトルの集合であるから、その人の福祉は、達成された結果ではなく、達成する

ための選択肢の自由度で評価するべきだと述べている (セン 1992)。つまり「選択するとい

うことは、それ自体が、よりよく生きる上で重要な一部分である」という考え方であり、選

択可能な機能を豊富に備え、自らが何をするか決められるということが、豊かな人生である

という考え方を示している。そして、センの「ケイパビリティアプローチ」は機能の特徴に

着目し、これらの機能を感情のような主観的評価ではなく、何が出来るのかを客観的評価に

基づいて判断しようとするものである。 

またセンは、調査地ネパールのように、民族・カースト、ジェンダーなどの格差により、

長期に亘り困窮した状況に置かれていると、人間は嘆き続けることをやめ、小さな慈悲に大

きな喜びを見出す努力をし、自分の願望を控えめなレベルにまで切り下げようとすると言

い、固定化してしまった不平等が存在する時の功利主義的アプローチの限界を指摘した。 

これらのケイパビリティ理論を防災教育に当てはめてみると、その人が自然災害に直面

したときのリスクを低減させるために、どのような機能を選択することができるのかとい

った機能の選択肢の幅 (ケイパビリティ) を評価することになる (図 5)。そして、ケイパビ

リティは、選択可能な「機能」の集合であるから、その個人が持ち合わせている財を活用し

て、自然災害に暴露された時に、何ができるかを表していると考えられる。また、何ができ

るかは、社会経済的状況や伝統的社会構造など、その人がおかれた社会環境の影響を受ける。
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つまり、社会階級やジェンダー差別、或いは障がいなどにより、自然災害発生時にできるこ

とが制限される場合には、ケイパビリティが低下する。したがって、ケイパビリティを用い

て評価することにより、社会経済環境や伝統的社会構造、或いは身体的状況の違いによって

顕在化する個人やコミュニティの自然災害リスクがあぶりだされると考えられる。 

 図 5 には防災教育前の、X、Y、Z、3 名のケイパビリティを例示した。例えば、X は、①

耐震性の高い家に住んでいる、②食料を備えている、③地域で起こる災害を知っている、④

ラジオで災害の情報を知ることができる、その他いくつかの機能を選択することが可能で

ある。また Y は、①地域で起こる災害を知っている、②ラジオで災害の情報を知ることが

できる、③災害発生時に防災バックを使うことができる。避難することができる。他方Zは、

①地域で起こる災害を知っているが、その他に選択可能な防災機能を有していない。 

 このように、X は Y や Z に比べるとケイパビリティが高く、災害リスクは低いと考えら

れる。そして、Z は選択可能な防災機能に乏しいので、X や Y に比べケイパビリティは低

く、災害リスクが高いと考えられる。しかし、3 人の中では最もケイパビリティが高い X で

も、持ち合わせていない機能は無数に存在する。 

 

   図 5 ケイパビリティアプローチ 

 

 (出所) 筆者作成 

 

これを現実社会に当てはめてみると、例えば A さんは、資産家の息子で耐震性の高い鉄

筋コンクリート造りの住宅に住んでおり、地震に対するリスクは低い。そして、趣味の映画

鑑賞を楽しむなど文化的な生活を送ることができていたとする。しかし、A は足に障がいが

あるため、ひとたびある場所で洪水に直面してしまうと、「走って高台へ逃げる」・「近くの

建物の 2 階に避難できる」・「避難はしごを登れる」などといった、身を守るための機能を持

ち合わせていないため、洪水に対する災害リスクは高い。 

他方、貧しい生活をしている B は、伝統的なレンガ積み構造の家に住んでいるため、地
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震に対するリスクが高い。そして、毎日の食事さえままならない生活を強いられている。し

かしながら、B は運動能力が高く、洪水が発生したとしても「電柱によじ登れる」・「走って

高台へ逃げられる」・「泳げる」・「漂流物にしがみつける」などといった、身を守るための機

能を幅広く選択することが可能であり、洪水に対処するケイパビリティは A に比べ高い。  

したがって、A と B はたとえ同じ町に居住し、同じ学校のクラスメイトであったにせよ、

それぞれが持ち合わせる財や機能はまったく異なるのだから、防災教育をおこなう場合に

は、欠如モデルと文脈モデルを相互補強的に組み合わせ、十分な知識を習得し (欠如モデル)、

それぞれの多様な生活環境に鑑み、どこが危険なのか、誰が危険なのか、どうすれば自然災

害から身を守れるのかを、講師 (専門家) と生徒 (地域知を持ち合わせた非専門家) たちが

皆でアイデアを出し合いながら (文脈モデル)、受講者一人ひとりが選択可能な機能の幅を

増やしていくことが、防災教育におけるケイパビリティアプローチだと考えられる。 

また、被害はリスクを高めてしまう要因の複数性により、人びとに対し不平等に襲いかか

るのであり、社会経済環境や伝統的社会構造がもたらす社会的弱者に対する公平性に目を

向けた防災教育が求められると思われる。 

そして、人間は多様な存在であり、居住する自然環境や親から相続した財産の違い、身体

的能力、障がいなど外面的な特徴の違いだけでなく、年齢や性別、民族、社会グループ、肌

の色、国家への帰属など属性の違い、そして知能、宗教、感性、社会的地位、性的指向、文

化的な個性、或いは病気に対する抵抗力、精神的な強靭性などもそれぞれ異なっているのだ

から、「人間はみな平等である」などというような麗句は現実の多様性からかえって注意を

そらしてしまう危険性があることを示唆している。  

したがって、ケイパビリティアプローチの視点に立脚すると、そもそも不平等なスタート

ラインに立たされている多様な人びとに防災教育をおこなうとすれば、災害リスクの高い

社会的に不利な人びとも、自然災害から身を守るために必要な機能の選択肢の幅を広げら

れるような、公平性の高い防災教育が求められていると思われる。 

 

1-6-4. 子どもの安全保障 

 自然災害に直面した子どもの安全保障は、つぎのように考えられる。例えば、災害そのも

のによる恐怖や親と離ればなれになる恐怖などからの自由や、親や家族の被災から食料を

得られなかったり、家屋が損壊することにより居場所をなくすなど欠乏からの自由、そして

学校へ通えなくなったり、きれいな服をきられなくなったりすることにより、尊厳を持って

生きる自由が奪われてしまうことなどが考えられる。 

 そして、子どもの安全保障の適用は、保護とエンパワーメントという相互補強的な 2 つ

の枠組みによって推進されている。例えば、学校においては、地震による恐怖からの自由を

実現するために、耐震校舎を建設するなどトップダウン型の保護の戦略や、地震から身を守

るために必要な知識やスキルを得るための防災教育をおこなうなど、ボトムアップ型のエ

ンパエアーメントの戦略である。 
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 このように、子どもの安全保障の視点は、危機の原因や出現のしかた、それに直面した子

どもへの影響を文脈に当てはめることにより、現実のニーズや脆弱性および能力を明らか

にすることができるとともに、必要な援助の方法を策定するのに有効だと考えられる。 

 

1-6-5. 子どもの安全保障とケイパビリティアプローチのフレームワーク 

 子どもの安全保障の視点に立脚し、ケイパビリティアプローチに沿った援助活動をおこ

なう場合に、筆者が創案したフレームワークは図 6 に示す通りである 

 ここで、Ⅰのフレームは援助の目的である。何かの援助をおこなうことにより高められる

べきケイパビリティであり、本論文の場合では自然災害レジリエンスなどが考えられる。そ

してⅡやⅢのフレームに入る機能は、Ⅰを達成するために保護の戦略やエンパワーメント

の戦略から獲得することができる機能となる。つまり、この選択可能な機能が多いほどケイ

パビリティは高まると考えられる。つぎにⅥやⅦのフレームは、ⅡやⅢの機能を得るために

必要な財である。最後にⅣやⅤのフレームは、ⅥやⅦの財を使ってⅡやⅢの機能に変換する

ためのプロセスである。 

 

図 6 援助アプローチフレームワーク 

援助アプローチ 

ケイパビリティ 機能 プロセス 財 

ケイパビリティ 
アプローチ 

 
      子どもの 
   安全保障の戦略 

Ⅰ 

 
Ⅱ 
 

Ⅳ Ⅵ 保護 

 
Ⅲ 
 

Ⅴ Ⅶ エンパワーメント 

(出所) 筆者作成 

 

 そして、このフレームワークから、同じ財を寄付しても、援助活動のプロセスにより選択

可能な機能は変わってくることが分かる。したがって、子どもの安全保障の視点からケイパ

ビリティアプローチに沿った援助を行う場合には、財を使って子どもたちが選択すること

のできる多くの機能に変換できるような質の高いプロセスが要求される。 

 

 第 7 節. ネパール 

 ここでは、ネパール連邦民主共和国の概要を示す。先行研究で指摘されている多様な社会

グループは、どのような自然環境のどのような地域に分布しているのか、調査地の人びとの

社会経済的状況はどう変わってきたのか、ネパールは南アジア諸国協力連合 8 カ国の中で

どのような状況にあるのか、ネパールの人間開発はどのように改善され、現在残されている

問題は何なのか、EFA の達成に向けた教育の現状はどうなっているのかを概観した。 
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1-7-1. ネパールの概要 

ネパールはインドと中国に挟まれた南アジアの内陸国で、歴史的文化的に両国と関係が

深い。同国の地形は、ヒマラヤ山脈南側の山岳地域から、標高 1000m を越える首都カトマ

ンズ盆地を含む丘陵ベルト地帯、海抜 100m のタライ平原まで多彩である。その地に、125

民族が 123 の言語を使って生活をしているといわれる多民族多言語国家であり、未だに民

族の中には伝統的社会構造が残っており、複雑なエスニックグループが構成されている。 

1990 年の民主化運動を経て、国王親政体制 (パンチャヤト体制) から立憲君主複数政党

民主制に移行したが、1996 年から始まったマオイストによる立憲君主制の廃止及び共和制

の確立を目指す武装闘争によって、10 年に亘り政情不安と治安悪化が続いた。そして、2006

年に政府とマオイストの停戦が合意し、制憲議会選挙の実施や連邦民主共和制への移行等

の和平プロセスに進展が見られたが、新憲法制定作業、並びにマオイスト兵の統合問題を巡

り、主要政党となったネパール統一共産党 (マオイスト) とコングレス党、共産党 UML の

間での対立が長引いた。その間、2007 年に国連ネパール政治ミッション (UNMIN) が設立

され、日本も自衛隊員のべ 24 名を軍事監視要員として派遣した。その後も、連邦制のあり

かたをめぐり、不安定な政情が続区中、2015 年 4 月 25 日にマグニチュード 7.8 を記録し

たネパール地震が発生した。そして、これら武力闘争、和平・民主化プロセス、大災害を経

て 2015 年 9 月に新憲法が公布された。ネパールの概要は下記の通りである。 

(首都)   カトマンズ   

(国土面積)  約 14 万 7 千平方 km  

(人口)    26,494,504 人  

(国語)       ネパール語    

(体制)     連邦民主共和制 (制憲議会にて宣言 2008) 

(行政区)    7 つの開発地区と 14 県 75 郡 (図 7) 

(人種)     ネパール語を母語とするブラーマン、チェットリ、職業カースト等の民族に 

加え、ネワール、グルン、マガール、タマン、ライ、リンブー、シェルパな 

ど、約 125 のエスニック集団で構成される多民族社会。 

(主要政党)   コングレス党、共産党 UML、MPRF、TMDP、統一共産党 (毛沢東主義派)、 

共産党（ML）、ネパール人民戦線、ネパール労農党、ネパール友愛党など。 

(議会)     連邦議会。 

(宗教)     ヒンズー教 (81.3％)、仏教 (9％)、イスラム教 (4.4％)、キリスト教 (1.4%)。 

(通貨)     ネパールルピー (NPR、単位 Rs) 

(為替レート)  1 NRs=0.96 円 1 ドル=121 NRs(2022 年 1 月平均値) 

1 IRs＝1.6 NRs (固定相場制) 

(国家予算)    54.69 億ドル（2012/13 年度） (名目 GDP) 185 億ドル（2012/13 年度） 

南アジア地域協力連合(South Asia Association for Regional Cooperation)に加盟 (図 8) 

引用：在ネパール日本国大使館 (2020)『図説ネパール経済 2020』 
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(出所) 在ネパール日本大使館 

図 7 ネパール 75 郡 7 開発区 
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    図 8 南アジアの中のネパール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) https://www.google.co.jp/maps/@23.5615938,79.1198139,4z 

 

1-7-2. ネパールの自然環境 

ネパールは、南北約 193Km、東西約 885Km の東西に細長いヒマラヤ山脈の南麓に位置

する。面積は約 14 万 7 千平方 km (北海道の約 1.8 倍) である。北は中国、南はインドと国

境を接する内陸国であり、急峻な地形でモンスーン期 (6 月から 9 月) の降雨により山間地

では地滑りや河川浸食が発生し、交通が遮断されるなどの被害を受けやすい。一方、11 月

から 4 月の乾期は降水量が減少し、主要産業である農業や国内供給電力の 99%を賄う水力

発電に影響をあたえる。また、ヒマラヤの氷河湖決壊が 1990 年から 2010 年の間に 14 回

発生し、下流に甚大な被害を与えた (ICIMOD)。現在も数千の氷河湖に決壊の危険性があ

ると指摘されており、地球温暖化に敏感な地域と言える。また、ヒマラヤ山脈を持ち上げる

大断層の直上に位置することから、大地震のリスクが高いと言われてきたが、2015 年 4 月

25 日 M7.8 のネパール地震が発生し、首都カトマンズを始め多くの地域に甚大な被害をも

たらした。このように、自然災害に対する脆弱性が高いうえ、気候変動の影響を受けやすい

国だと言える。 

  

1-7-3. 多民族 

ネパールの生活空間は高度や文化の違いにより、インドと国境を接する南部の亜熱帯平

野であるタライ平野 (標高 60～300 メートル)、温帯の丘陵地帯 (標高 300～4,000 メート

ル)、高山性寒冷気候の山岳部 (チベット文化圏、標高 4,000 メートル以上) の大きく 3 つ

のベルトに分けられる。2011 年の国勢調査によるとネパールの全人口は 26,494,504 人 (都

市部 17％、村落部 83％) であり、人口増加率は 1.35％であった。その内、生活環境の厳し

図 8. 南アジア地域協力連合の地図 出典：Google map 

https://www.google.co.jp/maps/@23.5615938,79.1198139,4z
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い山岳部チベット文化圏の人口はわずか 6.7％であり、大多数は南部タライ平野 (50.3％) 

と丘陵地帯 (43.0％) に居住している。主な宗教は、ヒンズー教 (81.3％)、仏教 (9.0％)、イ

スラム教 (4.4％)である。更に、ネパール国内には 123 の言語 (ネパール語を母語とする人

口は 44.6％) と 125 の民族、その他にカーストがあり、多種多様な文化や慣習が共存する

多民族国家である (CBS 2012)。100 年以上続いたカースト制は、1963 年に廃止されたが、

社会的慣習として依然社会構造に組み込まれており、上級カーストと下級カーストとの生

活水準には格差がある。こうした民族やカーストに基づく行政サービスや機会の不平等に

対し国民の不満が政府へ向かい、1996 年から 11 年に亘る内戦に繋がっていった。 

 

1-7-4. 経済 

ネパールは、多くの貧困層を抱え、南アジア諸国の中でも所得水準が低い LDC である。

民主化の始まった 1990 年以降、ネパールの経済成長率は、内戦により長引いた政治的混乱

と常態化する長時間の計画停電にもかかわらず、GDP は年平均 4.4％程度で安定的に成長

してきた (図 9)。しかし、南アジア近隣諸国との比較では成長率は低い。2011 年には、イ

ンド 6.9％、スリランカ 8.3％、バングラデシュ 6.7％、ブータン 8.4％、モルジブ 7.5％と、

他の南アジア地域諸国連合 (South Asian Association for Regional Cooperation: SAARC) 

が高い経済成長率を達成する中、ネパールは 3.9％にとどまった (JICA 2012)。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (出所) UNdataから筆者作成 
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図 9  ネパールの GDP推移 
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ネパール成長の陰には、家族の海外出稼ぎ労働からの送金が背景にあり、都市部では中間

所得層が増加した。これら中間所得層による消費拡大の影響もあり、2011/12 年度の一人当

たり名目 GDP は 735 ドルに達した。ネパールの一人当たり GNI は緩やかに成長してきた

が (図 11)、2011 年のネパールの一人当たり GNI は約 650 ドルで、インド 1,410 ドル、ス

リランカ 2,580 ドル、パキスタン 1,120 ドル、バングラデシュ 770 ドル、ブータン 2,070

ドル、モルジブ 6,530 ドルと、SAARC の 8 カ国中、アフガニスタンに次ぐ低さであった 

(UNdata)。この安定的だが緩やかな GNI の増加は、出稼ぎ労働者からの送金や国外援助の

増大など外部要因によるものが大きく、国内生産部門の強化によるものではない。これら、

内戦とともに現れた出稼ぎ労働者の主な就労先は、マレーシアや、カタール、サウジアラビ

ア、アラブ首長国連邦、クウェート、オマーンなどの湾岸諸国である (図 10)。  

 

図 10 出稼ぎ出国者数とネパールへの送金額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) NRB のデータから筆者作成 

 

また、1998/99 年度まで年間 1 万人以下であった出稼ぎ出国者は、2011/12 年度には 38.4

万人と急増した。同年度の送金額は 3,595.5 億ルピー (約 4000 億円) と、GDP の 23.1％

にのぼる。送金された現金は、カトマンズやポカラなど都市部における不動産投資に集中し、

利益回収に時間のかかる農業の効率化や製造業の育成にはつながっていないことが指摘さ

れている (JICA 2012)。 
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(出所) UNdataから筆者作成 

 

1-7-5. 貧困 

貧困率は 25.16% (2010/2011) であり、農村部では 27.43%、極西部開発区では 45.61%と

なっている (UNDP 2014a)。世帯所得は徐々に上昇しており近年の GDP 成長率は高いが、

この経済成長は投資によってもたらされたものではなく、国外出稼ぎ労働者による送金に

より消費が増加したものであることは図 10 に示したとおりである。 

また、出稼ぎ労働のなかでも、極西部と中西部の移民労働者の多くは肉体労働や単純労働

といった非熟練労働に従事し賃金は低い。宗教、カースト、民族の全グループで貧困率は改

善しているが、ダリットやイスラム教徒の貧困率は 40%を超え、平均寿命や成人識字率も

低い (UNDP 2014a)。そして、GNI も貧困率も改善しているにも関わらず、GNI の順位が

下落していることから、成長の速度が世界平均に比べ遅いことが分かる (図 11)。 

 

1-7-6. SAARC との比較 

ネパールの位置する南アジアは、サブサハラアフリカと共に貧しい国が集まる地域であ

り、貧困、飢餓、保健、ジェンダー不平等など共通の課題を抱える地域である。南アジア地

域で相互交流などを促進するため 1985 年に結成された南アジア諸国協力連合 (The South 
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Asian Association for Regional Cooperation：SAARC) は、南アジア諸国民の福祉の増進、

経済社会開発及び文化面での協力、協調等の促進を目的としている。ここでは、SAARC 諸

国の人間開発の状況を比較する。まず SAARC 諸国の経済状況を比較する。はじめに、モル

ジブは 1980 年代に経済が加速した。続いて、スリランカ、ブータン、インドの 3 カ国は

2005 年頃から経済が離陸し、1990 年からの 10 年間に比べ、一人あたり GDP は 3 倍から

5 倍に増加した (図 12)。 

 

図 12 SAARCの 1人あたり GDP 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) UNdataから筆者作成 

つぎに、SAARC 諸国の HDI と GDP/P の関係を図 13 に示す。 

 

図 13 SAARC の非所得 HDI と GDP/P 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) UNdataから筆者作成 

 

ここでは、人間開発の教育指数と保健指数が GDP と相関があるかどうかを見るために、

SAARC 諸国の非所得 HDI と GDP/P の関係を示した。すると、図 13 に示すように、所得

成分を取り除いた HDI とGDP/Pの関係に正の相関がある事がわかる。先行研究において、
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イースタリーは、教育の普及と途上国の経済成長の間には明らかな相関はないことを指摘

しているが (イースタリー 2003)、人々の教育や保健の状態は、SAARC 諸国においては、

個人の収入と強い正の相関があり、少なくとも社会開発が単に生活の質の向上、資質や能力

の向上、福祉の向上だけでなく、人びとの経済状況と関連があることを示唆している。 

 

1-7-7. ネパール国内の人間開発 

1980 年から 30 年間の HDI 並びに HDI 各指標の推移は表 1 に示すとおりである。そし

て HDI の 3 つの指標のバランスを図 14 に示す。 

 

表 2 ネパールの HDI の推移出典：JICA（貧困プロファイル 2012） 

  出生時平均余命 

（年） 

就学期待年数 

（年） 

平均就学年数 

（年） 

一人当たり GNI 

($,購買力平価) 

HDI 

1980 48.2 5.6 0.6 587 0.242 

1985 51.1 5.6 1.2 647 0.285 

1990 54.0 7.3 2.0 740 0.340 

1995 57.5 8.0 2.2 804 0.366 

2000 61.6 8.8 2.4 915 0.398 

2005 65.6 8.8 2.7 960 0.424 

2010 68.5 8.8 3.2 1121 0.455 

 

図 14 HDI バランス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) UNDP-nepal のデータから筆者作成 

 

このように、平均寿命指数・教育指数・GDP 指数の 3 つの指数のうち教育が特に低いこ
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とが分かる。これは、90 年の EFA 宣言までは教育開発に熱心ではなかったことや、その後

の 10 年に及ぶ内戦の影響が考えられる。2006 年の内戦終結後、国際機関や NGO の活発な

支援や働きかけにより、初年度純就学率は今日 90%を超えるようになったが、ドロップア

ウトしてしまう子どもたちが多いことが表れている。また近年の収入の増加は、海外出稼ぎ

労働者からの送金である。内戦とともに増加した出国者からの送金は今日 GDP の 23% を

占めるに至っている (図 11)。 

 

図 15 地域別 HDI 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) UNDP-nepal のデータから筆者作成 

 

また、ネパールの HDI は地域により大きな差がある事が図 15 から分かる。そして、生

態系ベルトの比較では丘陵ベルトが高く、人口の一番多い平野ベルトは低く、山岳ベルトは
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更に低い。開発区別では中央開発区が 0.520 と一番高く、西部開発区が 0.499、東部開発区

が 0.490 と続く。中西部開発区は 0.447、極西部開発区は 0.435 と他の 3 開発区に比べ一段

と低い。  

 

1-7-8. 民族とカースト 

つぎに、民族と社会グループによる HDIの違いを図 16に示す。 

 

図 16 民族・社会グループ別の HDI 

Ethnic & Caste HDI 

All Brahman/Chhetri 0.538 

Hill Brahman 0.557 

All Chhetri 0.507 

Trai Brahman/Chhetri 0.536 

Madhesi  0.460 

All Dalit 0.434 

Hill Dalit 0.446 

Newar 0.565 

All Janajati ex. Newar 0.482 

All Hill Janajati inc. Newar 0.509 

All Tarai Janajati 0.473 

Muslim 0.422 

All Hill/Mountain Groups 0.511 

All Tarai /Madhesi groups 0.454 

Tarai/Madhesi Dalits 0.400 

Chhetri only 0.506 

Other Hill Caste 0.511 

Yadav 0.455 

Tarai Madhesi caste ex. Yadav 0.461 

Thakali 0.536 

Mountain Janajati ex. Thakali  0.492 

Hill Janajati ex. Newar 0.486 

(出所) UNDP-nepal のデータから筆者作成 

 

ネパールは 123 の言語と 125 の民族・カーストがあり、多種多様な文化・習慣が共存す

る多民族国家である。100 年以上続いたカースト制度は、1963 年に憲法により廃止された

が、社会的慣習として依然社会構造に組み込まれており、上級カースト層と下級カースト層

との HDI や生活水準には格差がある。 
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図 17 開発区別の民族分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) UNDP-nepal のデータから筆者作成 

 

 ネパールでは 123 の異なった言語を持つ民族とカーストが共存しているが、人口の約

16％を占める下位グループ (Dalit) や少数民族の貧困者比率は高い。また、職業カーストに

属する人々は、靴の修理人 (Sarki)、仕立屋 (Damai)、鍛冶屋 (Kami) などの特定の職業に
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従事している。これらの人々は、出生時平均余命が 50.3 歳、一人あたりの所得 Rs4,940 (約

5,000 円)、成人識字率 23.8％など、あらゆる指標で全国平均を大きく下回っている。そし

て職業カーストは、指定された職業以外に就くことに社会的制約があることに加え、教育へ

のアクセスが低いため教育水準が低く、生計能力向上の機会が限られている。これらの民族

や社会グループは地域により割合の差はあるものの、同じ地域に土着しているのではなく

全国的に幅広く存在していることがわかる (図 17)。 

ネパールは、ヒマラヤ山脈の南麓に位置し、氷河湖決壊や地震など自然災害に対する脆弱

性が高い。また、123 の言語 125 の民族を有する多民族国家であるが、多くがヒンズー教徒

であったため、ラナ専制下の 1854 年に発布されたネパール独自のカースト制であるムルキ

アイン法典により長きに亘り国家を統一してきた。そして、100 年以上続いたカースト制は

1963 年に廃止されたが、代々受け継がれてきた社会慣習は人々の生活に内在しており、今

日でも民族・社会グループの間には人間開発においても格差が存在する (図 16)。 

 

1-7-9. 教育 

ネパールの HDI が低い要因の一つは教育にある事を表 2、図 14 に示した。ここでは HDI

の教育指数に関わる識字率と就学率について示す。 

 

図 18 ネパールの教育制度 

 

(注) 2016 年以降初等教育と前期中等教育をあわせて基礎教育と呼ばれている 

(出所) 筆者作成 

 

ネパールの学校は、公立、私立、及びコミュニティにより運営されている学校がある。教

育省によると教育制度は、図 18 に示すとおり、1～8 年生が基礎教育、9～12 年生が中等教

育、以降が高等教育となっている。10 年生終了時には SLC (School Leaving Certificate) と

いう全国統一試験が行われる。また、ダカール行動枠組みにおける普遍的初等教育の定義で

ネパール 日本

年齢 就学年数
25 20 高等教育（大学院）　博士、修士
24 19
23 18 高等教育（University）　Master, Ph.D　
22 17
21 16 高等教育（大学）　学士
20 15
19 14 高等教育（University, College）　Bachelor
18 13
17 12 後期中等教育（Higher Secondary School） 中等教育（高校）
16 11
15 10 中期中等教育（Secondary School）
14 9 中等教育（中学校）
13 8
12 7 前期中等教育（Lower Secondary School）
11 6
10 5 初等教育（小学校）
9 4 初等教育（Primary School）
8 3
7 2
6 1
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は 8 年生までが初等教育の期間に当てはまる。政府と援助国の支援により、小学校 1 年生

への入学率は 90.7％と向上したものの、貧困などが理由でドロップアウトしてしまう生徒

が多数であり EFA は達成されておらず、5 年生終了まで継続して学校へ通う子どもの数で

さえ 67.5％と少ない (MOE 2012)。   

つぎに、図 19 にネパールの年齢別識字率を示す。 

 

図 19 年齢別識字率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) CBSのデータから筆者作成   

 

1990 年の民主化以降、24 歳より若い世代の識字率は 80％を超え、現在の前期中等教育

就学者の年代である 10～14 歳では 90％を超えている。それ以前の間接民主主義パンチャ

ヤト制の時代に比べ識字率は向上し男女の差も狭まっていることが図 19から分かる。また、

1951 年立憲君主制の宣言された年の識字率は 2％ (女性 0.7%) であったが、その世代であ

る 75 歳以上の人たちの識字率が 17.9%であることから、後に成人に対する識字教育がなさ

れた事がわかる。しかしながらこの 17.9%の内訳は、男性 31.7%、女性 4.7%であることや、

その後の各年代においても男女間に大きな差があることから、ネパールの女性が長年に亘

り平等な教育の機会を与えられなかったことが分かる。このことに関し、故 S P 氏は次の

ように発言している。「1991 年に多政党民主主義が導入されてから、選挙によって選出され

た政府は特に女性教育と社会的に非主流の人々への教育に力を入れたが、そうした努力に

もかかわらず、21 世紀の今日においてもネパールにおける女性の社会的地位や教育水準は

十分なものではない」(2014)。現就学世代においても識字率は今なお 100％でない事から、

未だに教育の機会を得られない子どもたちが存在し EFA は達成していないことが分かる。 
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 第 8 節. 2015 年ネパール地震 

ここでは、大陸プレートの構造上、周期的に地震が発生するネパールにおいて、2015 年 4

月 25 日に発生したネパール地震について説明する。そして、ネパール復興庁 (National 

Reconstruction Authority：NRA) の復興計画のための戦略的目標を示す。 

 

1-8-1. 2015 年ネパール地震 

2015 年ネパール地震は、2015 年 4 月 25 日午前 11 時 56 分 (GMT +5 時間 45 分) にガ

ンダキ県ゴルカ郡サウラパニの深さ約 15km で発生した。地震のマグニチュードは 7.8 で

あり、NRA によると、ネパール地震による被災状況は、人的被害が、死者 8,790 名、負傷

者 22,300 名である。そして建造物の被害は一般住宅全壊が 498,852 戸、半壊が 256,697 戸

であり、政府建物全壊が 2,656 棟、半壊が 3,622 棟である。教育施設においては、19,000

教室が全壊し、11,000 教室が半壊した。そして、国から甚大な被害のでた地域に指定され

たのは 14 郡であり、ここには人口の約 20％が居住し、全壊した建物の 90％以上がこの範

囲に含まれる (NRA 2016)。 

 

1-8-2. ネパールにおける過去の地震 

 ヒマラヤ造山帯に位置するネパールは、世界で 11 番目に地震の多い国と特定された 

(UNDP 2004)。また、1934 年にマグニチュード 8.0 を記録したビハール地震をはじめ、20

世紀以降、マグニチュードが 8.0 を超える地震は 1 回、7.5～8.0 が 40 年に 1 度、7.0～7.5

が 8 年に 1 度の頻度で発生しており大地震が頻発している国だと言える。そして、1979 年

から 1999 年の 20 年間にネパールで発生した地震のマグニチュード分布は図 20 のようで

ある (Prakash 2015)。 

 

図 20 ネパールで発生した地震のマグニチュード分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) B N Prakash (2015) 
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1-8-3. 復旧・復興援助 

 ネパール地震発生直前の 2015 年 3 月に仙台市で開催された、第 3 回国連防災世界会議で

採択された、「仙台防災枠組み」では、4 つ目の優先事項に「Build Back Better (よりよい

復興)」の考え方が示された。これは、グローバルな視点から災害を捉え、環境に配慮しな

がら社会のレジリエンスを高めることにより、持続可能なコミュニティを再生して行くと

いう考えに基づいている。こうした考えと、日本のこれまでの震災復興経験を反映させた復

興方針の提案により、ネパール政府は日本に対し、復旧・復興に係る技術協力を目的とした

支援を要請し、日本によるネパール国ネパール地震復旧・復興プロジェクトが実施された 

(JICA 2017)。 

 また、ネパール政府は、震災からの復興の主要な機関として NRA を設置した。そして、

NRA の復興ビジョンは ”Well planned, resilient settlements and a prosperous society” 

(よく計画された、強靭性の高い居住地と豊かな社会) とされ、復興計画のための 5 つの戦

略的目標が示された (表 3)。 

 

表 3 NRA の復興計画のための戦略的目標 

戦略的目標 活動 

安全な建物 地方や都市の政府建物や文化遺産を災害に強靭な建物へ改修。 

社会の結束 人々とコミュニティがリスクと脆弱性を軽減し、社会的結束を高

めるための能力を強化する。 

サービスの提供 サービスへのアクセスを改善し、環境の回復力を向上させる。 

生活支援 経済的機会と生計を回復し発展させ、生産部門を再確立させる。 

能力開発 国民のニーズに応え、将来の災害からも効果的に復興するための

国家の能力と有効性を強化する。 

(出所) Post Disaster Recovery Framework (NRA 2016)より筆者作成 

 

 そして、2017 年 9 月 13 日におこなわれた、国際ロータリーと NRA との協議において、

国際ロータリーは、教育セクターでの援助を行うことで合意し、具体的にはシンドゥパルチ

ョーク郡において防災教育の援助を行うことになった。 

 

 第 9 節. 調査地と研究方法 

 本節では、第 2 章、第 3 章、第 4 章で行った 3 つの研究の調査地と調査手法を示す。 

 

1-9-1. 調査地 

① 第 2 章、第 3 章、第 4 章の調査地   

調査地は、ネパールのカトマンズ盆地南部ラリトプル郡サインブ村周辺に位置する。 

ラリトプル郡の人口は 52 万 5211 人 (2016) で、首都カトマンズに南接し、都市部と農村
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部で構成されており、都市部には富裕層中流層が多い。一方、都市周辺や農村には貧困層が

多数であり、ネパールの伝統的社会構造による階級とともに、社会経済的に多様な人びとが

共存している地域である (図 21)。 

 

図 21 2～3章の調査地 

 

(出所) Google map を使用し筆者加筆 

 

そして、ネパール地震の震源地であるゴルカ郡の東南東 80km に位置し、ネパール地震

による負傷者が最も多かったカトマンズ盆地内の南部にある。 

 

表 4 第 2～3章の調査地 

学

校 
種類 

生徒数 

（人） 

教員数 

（人） 

教室数 

（室） 
特徴 

A 
日本語学校 

（私立） 
36 4 3 

日本に留学を希望する生徒が学ぶ学校 (2007 年

設立)。 

B 
LSS     

(コミュニティ) 
187 14 11 

貧困家庭の子どもの就学を目的にした学校 

(2004 年設立)。 

C 
LSS     

(コミュニティ) 
92 6 5 

女子の就学支援をした学校 (2004 年設立)。 

D 
SS     

(コミュニティ) 
302 21 14 

中流家庭と貧困家庭の子どもが多数 (1993 年創

立、2005 年新築)。 

E 
LSS    

（公立） 
147 6 4 

農業従事者の子どもたちが多数 (1978 年創立、

2012 増築)。 

F 
SS      

(私立) 
872 86 30 

富裕層の子どもたちが通う。多くは大学まで進学

する。 

(注) LSS は Lower Secondary School で前期中等教育まで、SS は Secondary School で後

期中等教育までの学年がある学校。生徒数はネパール地震前の 2014 年 9 月時点の数。 

(出所) 学校への聞き取りから筆者作成 
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またこの地は、国際ロータリーが 2004 年から教育援助活動を続けている地域である。具

体的に国際ロータリーが行っている援助は、老朽化した校舎の新築や増築、水道敷設、衛生

設備の改善、教員の教育、教材や学用品、奨学金の支援などをしている。調査校の特徴を表

4 に示す。 

 

② 第 4 章の調査地 

 第 5 章の調査地は、2015 年ネパール地震の被災地シンドゥパルチョーク郡南部のメラム

チ市周辺に位置する。そして、国際ロータリーが NRA の要請により復旧援助をしてきた中

等教育学校710 校である (表 5)。 

 

図 22 第 5章の調査地 

 

 (出所)  Google map を使用し筆者加筆 

 

また調査地は、本震の 17 日後にマグニチュード 7.3 を記録した最大余震の震源地である

ドルカ郡に隣接し被害が拡大した地域である。そして、筆者が 2017 年 9 月に NRA の K 氏

を訪ねた際のインタビューによると、調査地付近は山岳地帯で平坦な土地が少なく、地震前

年の 2014 年には豪雨による土砂崩れや洪水が襲い、約 6,000 世帯の村人が被災するなど、

自然災害が繰り返し発生している地域である (図 22)。 

 
7 2016 年 6 月 29 日に、ネパールの教育基本法 (Education Act. eighth amendment） が改正され、学校制度が整理

された結果、教育課程は、基礎教育 8 年（1-8 年）、中等教育４年（9-12 年）に区分けされた。通常、中等教育学校に

は基礎教育課程と中等教育課程が含まれる。 



43 

 

 

表 5 第 4章の調査地 

学

校 

創立

(年) 

生徒数 

(人, 

2018) 

全壊教

室割合 

 (室) 

防災 

訓練 

(回/年) 

所在

地 

村の特徴 

人口 

(人) 

多数を占める 

民族 (階級) 

主な産業と 

(経済状況) 

多数を占め

る宗教 

G 1963 163 4/4 1 
シタ

ラ村 
1126 

Tamang 

(Dalit多数) 

農業 

(貧困多数) 

ヒンズー教 

キリスト教 

H 1961 224 8/8 1 
セテ

ィ村 
1145 

Tamang 

(Dalit多数) 

農業 

(中流・貧困) 

ヒンズー教 

I 1994 149 0/4 0 
ヒラ

村 
867 

Majhi, Tamang    

(Dalit多数) 

農業・漁業 

(貧困多数) 

ヒンズー教 

キリスト教 

J 1974 382 7/12 0 
サト

村 
3243 

Tamang 

(Dalit, Chhetri) 

農業・商工 

(中流・貧困) 

ヒンズー教 

キリスト教 

K 1960 194 6/6 1 
ジャ

ル村 
912 

Tamang, 

Gurung 

農業・宿・

商工業(中流) 

ヒンズー教 

仏教 

L 1967 263 6/10 2 
カリ

カ村 
2346 

Tamang, Gurung 

(Dalit多数) 

農業 

(中流・貧困) 

ヒンズー教 

仏教 

M 1967 312 5/12 1 
スロ

タ村 
3616 

Tamang,  

Newar 

農業・漁業 

(中流) 

ヒンズー教 

仏教 

N 1990 324 7/10 2 
タナ

バ村 
1893 

Tamang, 

Sherpa 

農業 

(中流) 

ヒンズー教 

仏教 

O 1989 188 4/8 3 
バテ

セ村 
1242 

Tamang 

(Dalit多数) 

農業・工業 

(中流・貧困) 

ヒンズー教 

仏教 

P 1979 162 4/4 1 
ジャ

ゲ村 
1775 

Tamang 

(Dalit, Brahmin) 

農業 

(貧困・中流) 

ヒンズー教 

仏教 

(注) 全壊教室割合＝全壊教室数/全教室数、所在地は略称 

(出所) 2018 年 11 月、調査地及び役所での聴取から筆者作成 

 

1-9-2. 調査手続き 

(1).PCM ワークショップ (第 2章、第 3章) 

中心問題に「なぜ友達は学校に来られなくなったのか」、「なぜ女子の中等教育進学率は低

いのか」、「自分や友達が学校へ行けなくなるのはなぜか」などを取り上げ、PCM8ワークショ

ップの関係者分析及び問題分析を行い、就学阻害要因を抽出することにした。まず関係者分

析では、学校運営に関わるステークホルダーを抽出した。そして、問題分析では、現状の問

題を「原因－結果」の関係で整理し、カテゴリーにまとめることで中心問題を引き起こして

いる要因を抽出した。 

                                     

(2). 質問紙調査 (第 3 章、第 4 章) 

個人の潜在能力を、選択可能な機能の測定から分析する。就学阻害要因には複数性があり

変数は多岐にわたる。よって解析は、U 検定や、重要な変数を集約し主成分を抽出する主成

 
8 (財) 国際開発機構 (FASID) が、USAID のロジカル・フレームワークやドイツ技術協力公社 (GTZ) の目的志向型

プロジェクト立案手法を参考として、日本の援助関係者が世界の共通概念と用語を用い、効果的にプロジェクトを実施

できるように開発したものが、プロジェクト・サイクル・マネージメント (PCM) 手法である (国際開発構、2007)。 
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分分析などを採用する。これにより、グループとしての奪われている自由や権利に焦点を当

てるとともに、成分得点の散布図から、誰ひとり取り残さない、個人に配慮した評価をする。 

 

(3). RRA 行動調査 (第 2章、第 3章) 

  調査校の生徒たちや親たちの 1日の行動を時系列に纏め、日々の生活に潜む就学を阻害

する要因を抽出することにした。また、農家の子どもを家庭訪問し作物カレンダーの作成を

通じて子どもの就学を阻害する要因を抽出することにした。 

 

(4). インタビュー調査 (第 2 章、第 3 章、第 4 章) 

行政、コミュニティ、学校運営委員会、教員、親、NGO など、各ステークホルダーがネ

パール地震の後に、どのような就学援助アプローチを行い、何が良かったのか、或いは何が

悪かったのか、半構造化面接を行った。そして、主題分析から発言者の主張する論点を明ら

かにした。さらに、主題分析のコーディングにあたっては、計量テキスト分析ソフト (KH 

coder)9 を使用した。インタビュー対象者は、PCM 手法によるワークショップの、関係者

分析にて抽出されたステークホルダーから選定した。 

 

(5). KAP (Knowledge, Attitude and Practice) 調査10    (第 4 章) 

 『子どものための仙台防災枠組み』ネパール語版を活用した防災教育が、受講者の知識・

態度・実践スキルにどのような変化をもたらすのかを明らかにするためにKAP調査を行う。

そして、KAP 調査の質問紙データを分析し、学校やコミュニティごとの特徴を抽出する。

そうすることで、調査地のケイパビリティを明らかにする。なお、KAP 調査の一部は測定

尺度として、(国研) 防災科学技術研究所の防災意識尺度 (島崎・尾関 2017) を活用する。 

 

(6). 分析 

分析手法は次の通りである。まず、質問紙調査では、データの多変量解析を行い、学校に

よる復学率の違いや、生徒の社会経済的状況と防災能力の関係を示した。また、ワークショ

ップでは、PCM 手法の関係者分析と問題分析を行い、ネパール地震によって顕在化した就

学阻害要因を抽出した。そして、インタビュー調査では、計量テキスト分析を行い、発言内

容の要点を抽出した。これらの測定や分析にあたっては、その人ができること、達成してい

ることを機能とし、その集合であるケイパビリティを評価することにした。そして、自然災

害レジリエンスに影響する教育の持つ機能と、個人やコミュニティの持つ機能、子どもたち

の置かれた社会経済的状況を検討した。そうすることにより、なにが子どもたちの就学を阻

 
9 テキスト型データの計量的な内容分析もしくはテキストマイニングのためのフリーソフトウェア。多変量解析によっ

て、一緒に出現することが多い言葉のグループや、同じ言葉を含 む文書のグループを見ることで、データ中に含まれ

るコンセプトを探索できる。 

10 KAP 調査は、知識（Knowledge）・態度（Attitude）・実践（Practice）に関して、質的情報、または量的な情報を

収集する方法である (日本国際保健医療学会 2018)。 
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害し、どのような機能が自然災害レジリエンスというケイパビリティを高めたのかを分析

した。 

 

第 10 節. 本章の小括 

本章は、はじめに本論文を執筆する動機として、筆者が国際ロータリーの一員として過去

18 年に亘りネパールでおこなっている教育援助の現場が 2015 年ネパール地震により被災

し、援助目標だった EFA の達成が大きく後退した経験から、途上国における EFA の達成

を阻害する要因としての自然災害を取り上げ、災害リスクを低減させるための防災教育に

着目したことを記した。 

 つぎに、論文の構成には、各章に記述する内容と各章の繋がりを示した。そして、ひとた

び甚大な自然災害が発生してしまうと、途上国における EFA の達成を阻害する要因はどの

ように変化するのか。その変化を乗り越えるために、生徒たちの災害リスクを低減し、関係

者のレジリエンスを高めるためには、どのような援助が必要なのか。自然災害リスクを低減

するために各地で防災教育がおこなわれてきたが、どのような教育方法が調査地のレジリ

エンスを高めるのに効果的なのかを明らかにするという、本論文のストーリーを示した。 

 つぎに、本論文が目指す目標と目的を記した。はじめに本論文の目指す目標は、EFA の

阻害要因としての自然災害 に着目し、災害リスク低減のための防災教育を取りあげた。そ

して、防災能力を高めるのはどのような知識・態度・スキル・公平性の理解なのかといった、

防災教育の目的や方法に関する先行研究に、実証研究から得た新たな知見を提供し、今後の

防災教育に学術面と社会面の両方から貢献することである。 

 つぎに、その目標を達成するために行った 3 つの実証研究の目的を示した。それらは、第

1 に、自然災害によって顕在化した従前の就学阻害要因は何なのか、また新たに発現する就

学阻害要因は何なのかを明らかにすることである。第 2 に、どのような教育援助アプロー

チが調査地の生徒やコミュニティの自然災害レジリエンスを高め、災害リスクを低減する

のかを明らかにすることである。第 3 に、『子どものための仙台防災枠組み-ネパール語版』

を実装した防災教育の効果を検証することである。 

 つぎに、3 つの研究 (第２章、第 3 章、第４章) に関連する、EFA や防災教育についての

先行研究をレビューし、防災教育の効果に関する先行研究の到達点と課題を示した。 

 つぎに、本論文に応用する科学の公衆理解に関する、欠如モデルや文脈モデルを防災教育

にどのように応用するかを示した。また、防災教育の援助アプローチとして、アマルティア・

センのケイパビリティアプローチを応用したことを記した。そして、子どもの安全保障にお

ける保護とエンパワーメントのアプローチとケイパビリティアプローチを組み合わせた、

援助アプローチのフレームワークを示した。 

 つぎに、調査地のあるネパールを南アジア地域協力連合８カ国と比較しながら概観し、

2015 年ネパール地震の概要について記した。 

 最後に、実証研究を行った調査地と調査手法を示した。 
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第 2 章 自然災害による就学阻害要因の変化 (研究 1) 

調査地には、LDC に共通する就学阻害要因として、経済的貧困や伝統的社会構造などが

存在する。そして、1990 年のジョムティエン宣言から機運が高まった EFA を達成するため

の教育施策により、調査地においても教育政策の改定や教育予算の拡充などネパール政府

の努力に加え、国連をはじめとする国際機関の支援や日本を含む 2 国間の ODA、そして国

際ロータリーなど多くの NGO や市民団体により教育援助活動が活発に行われてきたが、

MDGs 最終年の 2015 年においても EFA は達成されなかった。 

さらに、2015 年ネパール地震により、人びとの生活は混乱し、学校を含む多くの教育イ

ンフラが破壊され EFA の達成は一段と困難な状況に追い込まれた。 

そこで本章では、地震発生前後に行った現地調査から、自然災害により就学阻害要因はど

のように変化したのか、新たに発現した要因は何なのかを抽出することにした。 

 

 第 1 節. 本章の目的 

本章の目的は、自然災害によって顕在化した従前の阻害要因は何なのか、また新たに発現

する就学阻害要因は何なのかを明らかにすることである。そのために、同じ調査地において、

2015 年ネパール地震の前と後にワークショップをおこない、その結果を比較した。 

 

 第 2 節. ネパールの就学阻害要因 

ネパールは 2011 年の国勢調査において、未就学の子どもの割合と、未就学の理由を調査

している。これらの調査結果は、気候や地形で分けられた地域ベルトの分類と、2011 年の

時点での 5 つの開発区の分類により集計されている (図 23、図 24)。 

 

図 23 生態ベルト分類 

 

(注)   山岳ベルト  丘陵ベルト   平野ベルト  

(出所) 筆者作成 
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 図 24 生態ベルト別未就学の理由 

 

(出所) 2011 年国勢調査データから筆者作成 (注) 高い=学費、遠い＝自宅から学校の距離 

 

このように、生態系ベルトの分類による未就学の子どもの割合は、平野ベルトが 10%を

超えている。そして未就学の理由を見ると、山岳ベルトでは約 50%が労働となっている。

また丘陵ベルトでは、労働と親の意向が多数である。そして平野ベルトでは、親の意向・労

働・学習意欲が多数である。さらに、全域において、未就学者のうち約 30%の子どもたちが

親の意向により学校へ行かせてもらえない事が示されている。 

つぎに、開発区の分類による未就学の理由はつぎのようである (図 25、図 26)。 

 

図 25 開発区の分類 

 

(注 1)    極西部    中西部     西部      中央      東部 

(注 2) 2011 年国際調査時の開発区であり現在の開発区とは異なる。 

(出所) 筆者作成 
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 図 26 開発区別未就学の理由

 

 (出所) 2011 年国勢調査データから筆者作成 (CBS 2011) 

  (注) 高い＝学費、遠い＝自宅から学校の距離 

 

開発区別において、未就学の割合は中央開発区が 10%を超えている。そして、未就学の

理由の多くは親の意向、労働、学習意欲によるものである。また、極西部、中西部で多い未

就学の理由は労働であり 30％を超えている。さらに、東部、中西部、極西部では、親の意

向による未就学が 30％を超えている。 

このように、ネパールでは、初等教育就学年齢の子どもの約 10%が未就学であり、EFA

は達成されていない。そして、2011 年国勢調査の結果によると、全国的に未就学の理由の

多くは労働や親の意向であり、これらが主な就学阻害要因になっていることを示している。 

 

 第 3 節. 調査地における就学阻害要因 

調査地における従前の就学阻害要因を明らかにするため、ネパール地震前年の 2014 年 9

月にワークショップや行動調査を行った。PCM ワークショップでは、関係者分析ならびに

問題分析を行い、現在就学している子どもたちが学校へ行けなくなる理由や、女子の進学率

が低い理由などについて分析した。また、行動調査では子どもの家事負担や労働について分

析した。 

 

2-3-1. A 校ワークショップ 

A 校はネパールのロータリークラブ会員が経営する日本語学校である。生徒は、中等教育
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を卒業し日本への留学を希望する者である。調査当日は、全生徒 36 人のうち表 6 に示す 10

人がワークショップに参加した (表 6、写真 1)。生徒は、地方出身者で働きながら学ぶ者が

多い。そして、日本で高等教育を受けることを目標とする学習意欲の高い A 校の生徒たち

が、ネパールの初等教育卒業率が低い事に関し、それぞれの就学経験を顧みながら、学校運

営の関係者分析と卒業できないことについての問題分析を行った。 

 

表 6 A校ワークショップ参加者            写真 1 A校でのワークショップ 

番号 参加者記号 性別 

1 S S F 

2 M K F 

3 S P M 

4 J D M 

5 B N M 

6 G S F 

7 B K M 

8 S H M 

9 S G M 

10 K P M 

(出所) 筆者作成                 (出所) 筆者撮影 

                        (出所) 筆者撮影 

 

まず、関係者分析の結果を表 7 に示す。生徒たちは調査地以外の地方出身者が多数であ

り、ネパール各地の地元で初等中等教育を受けているので、それぞれの体験から書き出され

たものであり、特定の学校や同一の地域についての記述ではない。 

 

表 7 A校でのネパールの学校運営に関する関係者分析の結果 

受益者 生徒、生徒の家族、先生、先生の家族、校長、ガーデナー、清掃人、 

事務員、書店、地主、業者、衣料品店、医者、スポーツ用品店、 

音楽ショップ、建設業者、料理人、周囲の店、電話業者、設備業者、 

家具屋、電気屋 

出資者・協力者 理事長、投資家、ネパール政府、NGO、NPO、支援団体 

意思決定者 理事長、政府、村長、地主 

被害者・反対者 出資者、理事長、農家、生徒 

(出所) 筆者作成 

 

そして、地方出身者である参加者が NPO/NGO と書き出したことから、ネパール各地で

各種団体が教育援助をしている事がわかる。また、被害者・反対者に農家が入る理由として、

子どもが学校に行くことにより労働力が不足する事が挙げられた。つぎに、被害者に生徒が
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挙げられた理由として、年長になると仕事や家事負担が増えるため、学校に通う事自体が生

活の負担になる事が挙げられた。さらに、出資者や理事長が被害者に入る理由として、教育

熱とともに乱立する私立校に生徒が集まらず閉鎖する学校も多く、学校の運営に失敗する

と大きな負債をかかえる事が挙げられた。最後に、受益者には教育を受ける生徒の他に学校

の運営者、雇用者、また、関連業者、生徒の家族も受益者に挙げられた。他方、大きな経済

的負担をしているはずの親たちは反対者・被害者には挙げられなかった。 

 そして、全国各地から集まった、日本に留学するために日本語を学んでいる学習意欲の高

い A 校の生徒たちが、中心問題を「初等教育を卒業できない」と設定して行った問題分析

の結果は図 27 の通りである。 

 

図 27 A校生徒による問題分析 

 

 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

親は教育が重要だと

思わない 

家族の理解がない 

収入が少ない 

仕事がない 

親は就学経験がない 

【①親の理解】 

トイレがない 

学校設備が悪い 

設備が古い 

学校が遠い 

交通が不便 

学校が少ない 

【②設備】 

いい先生がいない 

先生が足りない 

教え方が悪い 

先生の能力不足 

 

 

【③教員の質】 

教科書配布が少ない 

先生が足りない 

教育政策が悪い 

国に資金がない 

 

 

【③教育システム】 

(出所) 筆者作成 

初等教育を卒業出来ない 

親が行くなという 女子がやめる 先生を尊敬してない 

ストライキ  テロリスト  悪人が増える   

麻薬中毒  人身売買  ホームレス  

盗賊  肉体労働       

国の収入減 セキュリティー悪化 

ネパールが発展しない  

 

教材がたりない 
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はじめに、生徒たちが抽出した初等教育の卒業を阻害する要因は、①親の理解、②設備、

③教員の質、④教育システムの 4 つに大別された。そして阻害要因の【①親の理解】が示唆

するのは、経済的貧困により、子どもに教育を受けさせる余裕がないことだけでなく、親の

世代は多くが未就学で非識字が多いことによる教育への無理解や、職業カースト、ジェンダ

ーなどの伝統的社会構造が相続されており、子どもの将来に教育は必要ないと考える親が

存在することである。 

また、女子がやめてしまう原因群にトイレがないことが挙げられており、ネパール各地の

学校にはトイレを含め【②設備】の不備や老朽化が就学阻害要因であることが考えられる。  

さらに政策的な要因として、教員の数や教える能力の不足から、教員が尊敬されていない

など【③教員の質】が低いことや、教科書の不足や教員の不足から【④教育システム】がう

まく機能していないことが考えられる。 

 

2-3-2. B 校ワークショップ 

B 校は、国際ロータリーが貧困家庭の子どもの就学率を向上させることを目的として、

2004 年から援助を続けている学校であり、ラリトプル郡で最も貧しい労働者階級の子ども

たちが通うコミュニティスクールである。 

そして、調査時の生徒数は 187 名で、初年度入学者の初等教育卒業率は 72%と低い。さ

らに教員によると、生徒の多くは親の仕事を手伝っており出席率は低い。また、生徒のアン

ケート調査の結果は、「学校よりも仕事が大切だ」と答えた生徒の割合が 50％を超えている。  

そこで、生徒と親たちを別々に、それぞれ B 校の学校運営に関してのワークショップを

行った。はじめに、生徒の参加者を表 8 に、ワークショップで生徒たちが貼ったカードを写

真 2 に、関係者分析を表 9 に示す。 

 

①  生徒のワークショップ 

表 8 B校生徒のワークショップ参加者      写真 2 B 校で貼られたカード 

番号 参加者記号 家族 性別 趣味 

1 R R 5 人 M Football 

2 S P 5 人 F Dancing 

3 D P 7 人 M Cricket 

4 R T  4 人 F Dancing 

5 S S 3 人 F Football 

6 R T 6 人 M Football 

7 A G 5 人 F Study 

8 S N 3 人 F Football 

9 R S  4 人 M Bicycle 

10 B T 6 人 M Football 

(出所) 筆者作成                                  (出所) 筆者撮影 
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表 9 B校生徒による関係者分析の結果 

受益者 子ども、親、先生、建設業者、大工、食堂の調理人、運転手、ガーデナー 

協力者 学校委員会、コミュニティ、警察、政治家 

出資者 コミュニティ、国、ロータリークラブ 

(出所) 筆者作成 

 

 生徒が受益者にあげたのは、教育を受ける自分たちや親、そして給与を得ている先生や新

校舎を建てている建設業者など関連業者を受益者にあげた。このように、毎日親の仕事を手

伝う労働者階級の子どもたちも、自分たちだけでなく、親もまた受益者にあげた。 

そこで、なぜ親が受益者なのか質問してみたところ、生徒の一人は「勉強して将来学校の

先生になれれば、家庭の収入が増えるから」と答えた。受益者に「親」のカードを貼った子

どもは 6 名おり、貧困家庭の子どものなかには、教育が将来の収入に結びつくと考える生

徒が存在することが分かった。 

つぎに、中途退学が多く卒業率の低い原因を探るため、中心問題を「学校に行きたくなく

なる」と設定し問題分析を行った。その結果を図 28 に示す。 

 

図 28 B校生徒による問題分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教室が狭い、トイレが古い、環境が悪い       

コンピュータやプロジェクタがない  

実験室がない、教材がない、電気がない 

グランドやベンチがない、送迎バスがない  

【①設備】 

良い先生がいない、先生が少ない 

勉強がむずかしい、授業がつまらない 

親の手伝いのほうが楽しい 

友達が少ない 

【②教育システム】 

(出所) 筆者作成 

 

 生徒たちが学校に行きたくなくなる原因にあげたのは、教材や備品の不足、トイレの老朽

学校に行きたくなくなる 

勉強をしないようになる、学校に行かなくなる、メンタルの問題がでる 

設備が古い 学校が面白くない 

卒業できなくなる 



55 

 

化そしてグランドなど【①設備】の不足や老朽化に関わる要因と、授業についていけないこ

と、教員数の不足や教え方などの能力の不足により学校が面白くないことなど【②教育シス

テム】がうまく機能していないことなどであった。また特徴的なのは、関係者分析において

将来の収入につながることなど、教育の重要性を認識しながらも、親の職業を手伝うほうが

学校よりも楽しいというカードを貼った生徒が 3 人存在したことである。  

 

②  母親たちのワークショップ 

ワークショップ参加者を表 10に示す。そして、ワークショップのファシリテーターは現

地のロータリークラブ会員が行ったが、親たちの多くは自らの名前さえ書けない非識字者

であったため、カードの記入は教員が数名付き添い、親の発言を聞き取りながら教員がカー

ドに記入し貼り付けた。そのため、学校や教員にとって不利な発言は表出されにくいことに

なるバイアスを考慮する必要がある。そのうえで、母親たちと関係者分析を行い(写真 3)そ

の結果は表 11に示す通りである。 

まず母親たちがあげた受益者には、教育を受ける生徒や学校で働く者、そして新校舎建設

に従事している関係業者であった。そして、学校が大きくなり生徒や教員が増えることでビ

ジネスに好影響が期待される文房具店や服屋、弁当屋、自転車屋などがあげられた。 

 

表 10 B校母親たちのワークショップ参加者       写真 3 B 校関係者分析 

番号 参加者記号 夫の職業 本人の職業 識字 

1 S A ガードナー 農業 × 

2 R Z D スパイス店員 店員 ○ 

3 B T 学校用務員 農業 × 

4 S M ペンキ職人 夫の手伝い × 

5 S T レストラン勤務 農業 × 

6 R S 建設作業員 農業 × 

7 M P 縫製 縫製 × 

8 M M 店員 農業 ○ 

(出所) 筆者作成                     (出所) 筆者撮影   

                       

表 11 母親たちによる関係者分析の結果 

受益者 校長先生、生徒、先生、用務員、ガードナー、学校の経理、運転手、地主、

文房具店、服屋、弁当屋、修理屋、家具屋、建設業者、材木屋、自転車屋 

出資者 NGO、実業家、寄付者 

協力者 コミュニティの代表、国の担当者 

被害者 水屋、生徒、農家、学校のゴミ掃除人 

(出所) 筆者作成 

 

他方、被害者にあげられた 4 種類の関係者について聞いてみると、水屋は学校に水道が
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敷設され商売がなくなったためとのことだった。また、生徒を被害者にあげた母親は、往復

4 時間の通学による疲労をあげた。さらに、親の仕事の手伝いや家事手伝いなど、子どもに

分担された仕事のほかに、勉強までさせるのはかわいそうだと発言した親もいた。そして農

家をあげた母親は、農作業の担い手として期待している子どもが学校に行ってしまうと人

手不足になってしまい、家族の負担が増えてしまうと発言した。また、ゴミ清掃人をあげた

者は、学校建設中はゴミが普段の何倍も出るので低賃金の重労働が増えることを指摘した。 

このように母親たちは、子どもが教育を受けることを有益だと考える一方で、親たちは子

どもが労働を負担するのは当然だと考えていることが伺える。 

 つぎに、中心問題を「自分の子どもが学校に行けなくなる」と設定して行った、母親たち

による問題分析の結果を図 29 に示す。 

母親たちが取りあげた「自分の子どもが学校に行けなくなる」原因は、設備や教員の数の

不足により成績が悪く子どもにとって学校が楽しく感じないという【①学校システム】と、

経済的に卒業まで就学を継続させる余裕が無いという【②収入】だった。そして、はじめは

発言が少なかった母親たちだったが、自分たちの子どもが学校にいけなくなると将来どう

なるのかを問うと、発言は活発になり様々な意見が交わされた。ある母親は「うちは農業労

働者だから勉強は必要ない」と発言した。また他の母親は「経済的に中等教育には進学させ

られないから将来は変わらない」と発言した。さらに、「うちの子どもは女の子だからもう

すぐ結婚させるので勉強は必要ない」と発言した。 

 

図 29 B校母親たちによる問題分析の結果 
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コンピュータがない、周囲の環境が悪い 
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【①学校システム】 
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【②収入】 

(出所) 筆者作成 

自分の子どもが学校に行けなくなる 

大人になっても新聞や本が読めない、計算方法を習得できない、仕事に就けない 

学校が楽しくない 

 

経済的に苦しい 

貧しい生活を続けることになる 
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他方、多数の母親は「新聞や本が読めないのは可愛そう」とか、「計算ができないと騙さ

れる」、「学歴がないと収入の良い職に就けない」など教育が将来の文化的な生活や収入に及

ぼす影響を理解していた。そして最終的に多く貼られたカードは「貧しい生活を続けること

になる」であった。 

 この結果は、貧しい家庭の親達も教育の重要性を理解し、本音では自分たちの子どもに教

育を与えたいと思っていることを示唆している。 

 

2-3-3. C 校ワークショップ 

C 校は中山間地に位置し、生徒数は 92 名で卒業率は 47%である。また、生徒の家庭の多

くは農業従事者である。ここでは生徒たちの生活の中に潜む就学を阻害する要因を抽出す

るために、生徒の行動調査を行った。そして、参加者を表 12 に、ワークショップの様子を

写真 4 に示す。 

  

表 12 表 C校のワークショップ参加者          写真 4 C 校での行動調査 

番号 参加者記号 年齢 性別 趣味 

1 AN 12 M 遊び 

2 KA 12 M 勉強 

3 SU 10 M 勉強 

4 AA 11 M 読書 

5 VA 13 M 読書 

6 KA 11 F 遊び 

7 AJ 11 F 遊び 

8 SA 12 F 読書 

9 BI 10 F 読書 

10 SN 13 M 遊び 

(出所) 筆者作成                   (出所) 筆者撮影 

 

 はじめに、生徒の生活パターンを抽出した。ワークショップでは、生徒たちが自分たちの

生活に共通する行動について意見を出し合い、起床から就寝までを時系列にして書き込ん

だ。その結果として纏められた生徒たちの 1 日に共通する行動は表 13 の通りである。 

この結果が示すのは、生徒たちは、登校前に水汲みや家事手伝い、親の弁当つくりなどの

仕事を分担している。また、朝食や昼食はビスケットとお茶のような簡素なものであること

が分かる。そして下校後にも、家族のめんどうや父親の仕事の手伝い、家事手伝いなどの仕

事を分担している。そのような中においても、宿題をやり遊ぶ時間を確保している。 

また、生徒たちとのワークショップで判明したのは、朝食はチアと呼ばれるお茶にスナッ

クがあげられているが、食べないという生徒も 3 人いた。そして水汲みは生徒全員が自分

の役割と認識していた。さらに、通学に 1 時間歩くのは標準的でバスと徒歩をあわせると

約 2 時間かけて通学している生徒もいた。そこで、バス通学の生徒 SU に、なぜ近くの学校
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に行かないのか聞いてみたところ、一番近い学校でも坂道を歩いて 1 時間かかること。そ

して、父親が働いているレンガ工場が学校の近くなので父親と一緒にバスと徒歩で通って

いるとのことであった。また、帰りは父親の働く工場に寄り一緒に帰るとのことであった。 

 

表 13 C校生徒の行動調査の結果 

時刻 行動 

5:00~ 

【家庭にて】 

 

起床 お茶やお水を飲む  

水汲み・家事手伝い・父親の弁当作り 

宿題 

朝食 (チア、スナック) 

8:30~ 登校 (親とバイクや歩きで、友達と歩きで、バスで) 

10:00~ 

【学校にて】 

 

13:00~ 

~15:00 

国歌斉唱  ( 国歌『何百もの花束』 ) 

１時間目～3 時間目 

お昼休み、おやつ (スナックなど) 

4 時間目～5 時間目 

5 年生は 6 時間目も授業に出席 

15:00~ 下校 (親と、友達と) 

16:30~ 

【家庭・他】 

 

 

19:00~ 

22:00 

TV・宿題・遊び・兄弟の面倒・父親の仕事の手伝い（農作業、物売り） 

・家事手伝い（掃除・炊事・家庭菜園・買い物） 

夕食 (ご飯・スープなど) 

家事手伝い（食器洗い・洗濯） 

宿題・兄弟姉妹で遊ぶ 

就寝 

(出所) 筆者作成 

 

このことから、中山間地の農村部では地理的条件により、居住地に近い学校に通うにして

も時間がかかることや、親が居住地の近くに職を得ることが難しいことが伺える。こうした

理由により、通学途中の子どもの安全を考え、親の職場に近い遠方の学校に親と一緒に通学

している生徒が存在することが分かった。 

また、昼休みにおやつ (スナック菓子など) があげられているが、教員によると実際には

おやつを持参できる生徒は少ないという。ときどき学校がビスケットを支給する日があり、

その日にしか昼食をとれない生徒が多数だとのことだった。  

つぎに、父親、母親、生徒の仕事分担調査ワークショップを行った。生徒たちと作成した

家庭での仕事分担の割合は表 14 の通りである。ここに記述されている数字は調査参加者 10

人の生徒の家庭において、生徒たちの行動調査で抽出された家庭での仕事をやるのは誰か

を問い、その人だと挙手した生徒の数である。したがって、その仕事をするのが同じ家族内
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に複数の場合もあるし、家庭によってはやらない仕事もある。一人が一つの仕事をするのを

１仕事単位としてある。 

 

表 14 C校生徒の家族の仕事分担調査の結果 

家庭での仕事 父親 母親 生徒 

炊事   0  9 2  

食器洗い 0  10 6 

洗濯 1  9 10 

買い物 4  10 10  

兄弟姉妹の面倒 0 8 5 

掃除 0  10 8 

父親の仕事の手伝い 0 1 7 

水汲み 0 9 10  

家庭菜園 1 3 6 

仕事単位合計 6 69 64 

(注) 塗りつぶしは仕事ごとの最大挙手数 

(出所) 筆者作成 

 

この結果が示すのは、家庭内における母親の仕事量の多さのみならず、生徒の家事分担量

が母親並に多い事である。特に女子は母親の仕事を手伝う時間が長いことがワークショッ

プでとりあげられた。また、調査地においても、水汲みは子どもの仕事になっている事が明

らかになった。このように、子どもは家庭を支える労働力の一部となっており、親の理解が

ないと学校へ通うこと、ましてや中等教育への進学は困難な事が伺える。 

 

  写真 5 C校の初等教育課程学年別生徒数 

 

 

                              全生徒 

 

                              女子 

 

                              男子 

 

   (注) 左から 1 年・2 年・3 年・4 年・5 年 

   (出所) 職員室に掲示されている学年別生徒数を筆者撮影 
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そして、職員室に掲げられた学年別生徒数は、高学年になるほど少ない。特に男子は最終

学年の 5 年生が少ない (写真 5)。 

C 校の行動調査の結果から、生徒の就学を阻害する要因は、社会習慣や家庭の経済状況に

起因するものが多いと考えられる。例えば、社会習慣としての子どもの水汲みについて、生

徒たちは自分の仕事であることを当然のように認識していた。また、生徒は母親の仕事を分

担したり父親の仕事を手伝ったり、1 日の多くの時間を労働に費やしている。 

そして、写真 5 に示されたように、最終学年の 5 年生の男子生徒数が少ないことについ

て、教員たちに聞いてみたところ、男子は農業の手伝いができるくらいの体力が付くと、家

庭を支える一員として働くことが期待され、退学する生徒が増えるとのことであった。 

これら行動調査の結果は、伝統的社会構造が相続されている途上国で教育援助をおこな

う場合は、校舎や教材など不足する財の補充や教員の養成など、単に設備や教育システムの

改善をするだけではだけでなく、伝統的社会構造や社会経済的な就学阻害要因に目をむけ

なければ EFA の達成は期待できないことを示唆している。 

 

2-3-4. C 校の生徒 SU 家での迅速農村調査 (RRA) の結果 

 C 校に通う生徒 SU は初等教育 5 年生の男子である。SU は学習意欲が高く将来は教師に

なる夢を持っている。とても成績が良く英語が得意な SU とは、筆者が援助活動でネパール

を訪れる度に面会してきた。そして SU 家を家庭訪問し家族の生活様態から、SU が今後も

就学を続けられるかどうか、生活の中に就学を阻害するような要因はないか、調査した結果

はつぎの通りである。 

SU の父親はレンガ工場で働く傍ら、建物の管理を委託され、農業にも従事している。そ

して SU は、父親が管理を任されている土地建物 (6 Anna［184 ㎡］) と農地 (所持 3 Anna 

［92 ㎡］+ 借地 1 Ropani［500 ㎡］) のあるカトマンズ盆地北部の中山間地シバプリに住

んでいる (写真 6)。また SU は、父親の働くレンガ工場の近くにある C 校まで、約 2 時間

かけてバスと徒歩で父親の通勤時に一緒に通っている。 

 

    写真 6 カトマンズ盆地北部中山間地域の SU の居住地 

 

 

 

 

 

 

       カトマンズ盆地             調査地 

   (出所)  https://www.google.co.jp/maps/@27.7613755,85.2791005,2546m/data=!3m1!1e3 

 

https://www.google.co.jp/maps/@27.7613755,85.2791005,2546m/data=!3m1!1e3
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つぎに、シバブリの気候を図 30 に示す。 

 

図 30 シバプリの気候 

 

(出所) Department of Hydrology and Meteorology (1981-2010)のデータから筆者作成 

 

そして SUが同居している家族の構成は次の通りである (図 31)。 

 

図 31 SU家の家族構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(出所) SA と AJ から聞き取り筆者作成  

     

SU の同居家族は 5 人で、ワークショップに参加したのは、祖父 AT 以外の 4 人であっ

た。はじめに家族の仕事分担を調査した。そして、4 人と作成した同居家族の仕事分担表は

表 15 の通りである。 
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表 15 SUの家族の仕事分担 

(出所) 筆者作成 

 

SU の祖父 AT は大工として働き、農業を手伝い、家の修理などをしている。そして祖母

の FK は農業と別荘の管理をおこないながら家事をしている。また、父親の SA はレンガ工

場で働きながら農業や別荘の管理をし、家事を手伝っている。また、母親の AJ は農業と別

荘の管理を行いながら家事をしている。そして SU は、まだ 5 年生で小さいせいか、農業を

手伝うことも別荘の管理を手伝うこともなく C 校に通っている。そして母親 AJ によると、

SU は、本を読むのが好きで帰宅後は毎日読書をしているとのことであった。また、学校が

休みの日には友達と遊んだり、母親と一緒に街に買い物にいったりしているという。 

つぎに、参加者 4 人で作物カレンダーを作成した。調査地の気候は、図 30 に示したよう

に雨季と乾季がはっきり分かれており、高温多湿な 5 月から 9 月と低温乾燥の 10 月から 4

月では生産できる作物が異なる。そして、4 人が作成した作物カレンダーは、図 32 の通り

である。 

 

図 32 SU家の作物カレンダー 

   時期(月) 

作物 

1 2 3 4 5 6 7 

雨季 

8 9 10 11 12 

トウモロコシ             

大根             

ほうれん草             

小麦             

トマト             

にんにく             

カリフラワー             

生姜             

胡瓜             

(出所) 筆者作成 

仕事 

家族 

職業 耕作 種蒔 除草 収穫 害獣 

対策 

家の 

修理 

別荘 

管理 

料理 食器 

洗い 

洗濯 清掃 水汲 

AT (祖父) 大工    ○ ○ ○       

FK (祖母)   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

SA (父親) 工員 ○ ○ ○ ○ ○  ○   ○ ○  

AJ (母親)  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

SU (本人) 生徒            ○ 
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仕事分担調査では、一見家族の負担は公平に配分されているように見えた。しかしながら、

作物カレンダーの作成に入ると様子は変わった。私の質問はまず父親の SA に聞いたが、そ

れに対し父親はほとんど答えられず、多くを AJ や FK に聞いてから答えていた。例えば、

最も体力を要する耕作作業について、どのような器具や道具を使うのか聞いても、母親に聞

かなければ回答できなかった。また、カリフラワーとトウモロコシの収穫時の注意点を尋ね

たところ、やはり母親に聞かなければ回答できなかった。さらに、別荘の管理につて、具体

的な仕事の内容を聞いたところ、父親の SA は全く答えられなかった。そして、建物の管理

で一番難しいのは何ですかとの質問に対しても、母親の AJ が排水設備の清掃が一番大変だ

と答えた。実際に、我々がワークショップのため訪れた時に別荘の駐車場を清掃していたの

は母親の AJ であった。 

他方、SU も参加した C 校でのワークショップでは、子どもが家族を支える労働力とな

り、農作業や家事労働、水汲みなどの家事負担が就学を阻害する要因として抽出されたが、

SU の家庭における仕事分担調査では水汲みはあるものの、SU の就学を阻害するような仕

事分担は示されなかった。 

また、SU の父親は、農地の貸借契約者であるかも知れないが、主に農作業をしているの

は母親 AJ と祖母 FK であることがワークショップから判明した。そして、別荘の管理も父

親が受注したかも知れないが、実際に管理をしているのは、AJ と FK であった。 

このように、SU の家庭１軒での調査であったが、カトマンズ盆地北部の中山間地域にお

ける家族の生活を RRA の手法で調査したことにより、調査地の生徒たちがどのような生活

をしているのかを垣間見た。そして SU には、将来教師になる夢を叶えて欲しいと願った。 

 

2-3-5. D 校ワークショップ 

D 校の生徒数は 302 名で卒業率は 88%である。調査地の中流層と貧困層の家庭の子ども

たちが通う学校であり、国際ロータリーが 2005 年に村からの支援要請を受け、日本の耐震

基準で新校舎と講堂を新築した。そして、当時は女子の就学率が低い地域であったことから、

衛生的なトイレや水場の設置、女性教員の増員をおこない、女子生徒の就学割合は徐々に改

善されてきた。しかしながら、女子の中等教育進学率は男子に比べ低いことから、本調査で

は問題分析の中心問題を「女子の中等教育進学率が低い」と設定した。その参加者を表 16

に、ワークショップの様子を写真 7 に示す。また、関係者分析の結果を表 17 に、問題分析

の結果を図 33 に示す。 

まず、関係者分析において、生徒たちが抽出した受益者には、学習をする生徒とその親や

学校運営関係者、取引業者、商店などがある。被害者には他校同様、農家が入っており労働

力が失われる事があげられた。生徒が被害者に入るのは、家事手伝いなどの変わらぬ日課が

ある中、学校の時間が増加すると遊ぶ時間が減ることがあげられた。親は、生徒の家事手伝

いをする時間が減少し、親の負担が増えることがあげられた。また清掃人は、仕事自体が大
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変だからという理由であった。 

 

                        写真 7 D 校での問題分析 

表 16 ワークショップ参加者    

番号 参加者記号 年齢 性別 

1 PA 13 M 

2 BM 13 M 

3 SJ 13 F 

4 BB 11 M 

5 BL 11 F 

6 WR 11 M 

7 PR 12 M 

8 DN 12 F 

9 SL 11 F 

10 SH 11 F 

(出所) 筆者作成                                (出所) 筆者撮影  

 

表 17 関係者分析の結果 

受益者 生徒、親、先生、校長、理事長、友達、ガードナー、文房具屋、服屋、 

大工、建設業者、家具屋、修理屋、商店 

出資者 Rotary、政府、コミュニティ、NGO/NPO（ADRA,SMC,WV,NEST） 

協力者 コミュニティの住民 

実施者 政府、コミュニティの委員会、学校の運営者 

被害者 農家、生徒、親、清掃する人 

(出所) 筆者作成 

 

つぎに、中心問題を「女子の中等教育進学率が低い」と設定し、問題分析を行った。D 校

において、初等教育卒業率は男子が 89％、女子が 87％とほぼ同等である (2014)。しかしな

がら、そのうち中等教育への進学率は、男子が約 90%に対し女子が約 71%である事から、

問題分析の中心問題を「女子の中等教育進学率が低い」と設定した (図 33)。 

そして、D 校の生徒たちと抽出した「女子の中等教育進学率が低い」原因は、①伝統社会、

②親の意向、③労働、④収入である。そのなかの直接原因に「結婚の為」があるが、これは

一人の女子生徒が「私は来年結婚しなければならないから、たぶん中等教育には進学できな

い」と発言し、「結婚させられるから」というカードを貼った。すると、私も同じだという

女子が複数現れ、「結婚させられるから」というカードは多数貼り付けられた。 

これまでの研究者の多くが、伝統的社会構造が社会・経済・文化的な格差をつくりそれら

が固定されていることを指摘してきたが、D 校生徒のワークショップにおいて、生徒たちが

就学阻害要因に「結婚させられる」というキーワードを抽出したことにより、調査地におい
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てもそれらが鮮明にあぶりだされた。そして、代々受け継がれてきた社会慣習は、今日も人

びとの内心に相続されており、社会階級やジェンダー格差は子どもの就学に影響を与えて

いると考えられる。したがって、2011 年の国勢調査が示したネパールにおける就学を阻害

する要因の中の「親の意向」には「望まない若すぎる結婚」という社会問題が潜んでいると

考えられる。 

 

図 33 D校生徒による問題分析の結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

結婚させられるから 

 

結婚は親が決める 

 

民族のしきたり 

 

ネパールの伝統 

【①伝統社会】 

親は進学が必要だと

思わない 

 

親が学校に行かなか

った 

 

 

【②親の意向】 

自分の仕事が増える 

 

母親が忙しい 

 

家事が忙しい 

 

家族が多い 

【③労働】 

学費が払えない 

 

親の収入が少ない 

 

いい仕事がない 

 

 

【④収入】 

(出所) 筆者作成 

 

 

女子の中等教育進学率が低い 

結婚の為 
学費・文具・食

事・服が買えない 

仕事をしなけれ

ばならない 

親が行かせて 

くれない 

勉強ができなくなる、女性のリーダーがいなくなる、 

女性が弱くなる、人身売買が増える、肉体労働になる、   

世の中が不公平になる、将来子供に勉強を教えられなくなる、   

女の先生がいなくなる 

ネパールが良くならない 



66 

 

2-3-6. E 校ワークショップ 

E 校はラリトプル郡南部の農村にあり、生徒数は 147 名で卒業率は 41%である。主に農

業従事者の家庭の子どもが通う学校であり、国際ロータリーが学用品や奨学金の援助をし

ている学校である。参加者を表 18 に、ワークショップの様子を写真 8 に、関係者分析の結

果を表 19 に、問題分析の結果を図 34 に示す。 

 

表 18 ワークショップ参加者     写真 8 E 校インタビュー 

番号 参加者記号 親の職業 

1 SL 農業 

2 DW 農業 

3 MZ 農業 

4 SS 農業 

5 ST 農業 

6 NI ガードマン 

7 MA 農業 

8 SA 農業 

9 PA 農業 

10 US 大工 

(出所) 筆者作成           (出所) 筆者撮影 

 

表 19 関係者分析の結果 

受益者 生徒、親、先生、校長先生、大工、服屋、家具屋、文房具屋、村の人たち 

出資者 国、村、NGO/NPO、 

協力者 村の人たち、NGO/NPO 

実施者 学校の運営者、校長先生 

被害者 親たち（農民）、家族、生徒、学校に来られない友達、学校の運営者 

(出所) 筆者作成 

 

 生徒たちがあげた受益者は、教育を受ける生徒やその親、そして学校関係者と学校の取引

業者、学校周辺の店舗などがあげられているが、他校ではあげられなかった「村の人たち」

のカードが 4 枚貼られた。なぜ「村の人たち」が受益者なのか聞いてみたところ、一人の生

徒は「この学校は大人たちにも勉強を教えているから」と答えた。ネパールの農村において

成人識字率は低く生徒たちの親も非識字が多数である。E 校は中等教育までの学校である

が成人のクラスがあるとのことであった。 

 また、協力者に村の人たちがあげられている。なぜ「村の人たち」が学校の協力者なのか

聞いてみたところ、生徒の一人は「この地域は山村で集落が散らばっているから、皆通学に

1 時間から 3 時間歩いているけど、村の人たちは私たちのために森をショートカットする通

学路を作ってくれたり、橋を作ってくれたりするから」と答えた。またある生徒は「壊れた
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机を直してくれたり、帰り道に水を飲ませてくれたりするから」と発言した。 

 

 

図 34 E校問題分析 
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(出所) 筆者作成 

 

そして、当地のような中山間地では、集落が点在し各家庭から学校までの距離が遠く、通

学校に行けなくなる 

分からない事が多くなる、悪い人が増える、勉強が出来ない  
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学時間が長い為、子ども達の登下校時間を含んだ 1 日の就学時間は 10 時間に及ぶ場合があ

るとのことであり、そうした理由から学校に来られない友達を被害者に挙げた生徒もいた。

また、ほとんどの家庭は農家であり「子どもが学校に行くと親たちの仕事が増えるから」と、

親や家族を被害者にあげた生徒もいた。 

また校長は、近年高等教育に進学する者や卒業後カトマンズで仕事を得て通勤する者も

おり、教育の重要性が村民に理解されていることを指摘した。他方、教育熱が高まったこと

により、職を得た者が家族と共にカトマンズ近郊に転居することにより、山村は過疎化が進

み、農地の荒廃が目立ち人口も減少するなど、村にとって負の側面も指摘した。 

そして、中心問題を「学校に行けなくなる」と設定し、問題分析を行った結果は図 34 の

通りである。 

生徒たちが抽出した「学校に行けなくなる」要因は、①設備、②経済、③労働、④距離、

⑤意欲、⑥親の意向であった。これらの要因のうち、設備や経済的な問題は国際ロータリー

が比較的援助しやすい問題であるが、伝統社会の相続によると考えられる「意欲」や「親の

意向」をどのように解決していくかは、援助アプローチを十分検討する必要がある。 

 

 第 4 節. 地震前調査のまとめ 

本節では、ネパール社会における EFA の達成を阻害する要因を調査した。そして、調査

校ごとに抽出された就学阻害要因はつぎの通りである。 

はじめに、A 校生徒のワークショップで抽出された「初等教育を卒業出来ない」要因は、

①家族の理解、②学校の設備、③教員の質、④教育システムであった。 

つぎに、B 校生徒のワークショップから抽出された「学校に行きたくなくなる」要因は、

①設備、②教育システムであった。また、親たちのワークショップから抽出された「自分の

子どもが学校へ行けなくなる」要因は、①学校システム、②収入であった。 

つぎに、C 校生徒の行動調査で明らかになったのは、生徒の就学を阻害する要因には、水

汲みや農作業など、家庭での労働分担があった。 

つぎに、D 校生徒のワークショップで抽出された「女子の中等教育進学率が低い」要因

は、①伝統社会、②親の意向、③労働、④収入であった。 

最後に、E 校生徒のワークショップで抽出された「学校に行けなくなる」要因は、①設備、

②家庭の収入、③労働、④通学距離、⑤学習意欲、⑥親の意向であった。 

そして、今就学している学習意欲の高い生徒たちも、これらの就学阻害要因のなんらかに

直面していると考えられる。 

また、調査地の貧困には、経済的貧困とともに、伝統的社会構造の内心的相続による社会

階級やジェンダー格差、そして児童婚のような社会的貧困が存在している。例えば調査結果

に表れた経済的な就学阻害要因の「労働」や「収入」には、男子の農作業、店舗や工場での

労働、女子の水汲みを含む家事労働や農作業がある。そして社会的な就学阻害要因の「親の

理解」には、親自身も学校へ行かなかったことによる教育への無関心や女子に教育は必要な
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いといった文化的要因、児童婚などの伝統的社会要因がある。そうした状況において、生徒

たちはワークショップで、親が決める女子の若すぎる結婚の問題を特に強調した。 

また、先行研究の多くが指摘しているジェンダー格差は、調査校において初等教育の就学

率に差は目立たなかった。しかし、ワークショップで子どもたちは、親の無理解や結婚の問

題をとりあげており、中等教育や高等教育へ進学するにつれ、その影響が顕在化することが

推察できる。 

 このように、調査地にて行ったワークショップでは、先行研究や 2011 年の国勢調査に示

された就学阻害要因を補うために、調査地の阻害要因を虫瞰的に抽出した。そして、先行研

究者の多くが就学阻害要因として取り上げた伝統的社会構造やジェンダー格差は、ネパー

ル地震発生前の調査地にも存在していた (畠 2008, アリヤル 2011, Neupane 2012)。そし

て、ネパールではこれらの就学阻害要因により、MDGs 最終年の 2015 年においても EFA

は達成されなかった。 

   

 第 5 節. 調査地における地震後の就学阻害要因 

 調査地における 2015 年ネパール地震後の就学阻害要因を明らかにするために、ネパール

地震前年の 2014 年 9 月に調査を行った学校で、再度ワークショップをおこない、自然災害

によって顕在化した就学阻害要因や、新たに発現した就学阻害要因を抽出した。 

 

2-5-1. 2015 年ネパール地震後の調査地におけるワークショップ 

(1). B 校 

B 校は、国際ロータリーが貧困家庭の子どもの就学率向上を目的に援助をしてきた学校

であり、調査地で最も貧しい労働者階級の家庭の子どもたちが通うコミュニティスクール

である。国際ロータリーは、耐震校舎を建て、水場を設置し、質量ともに十分な教員を配置

し、学用品や制服、運動用具を支給し、特に困窮した家庭の生徒には奨学金を給付してきた。

それらの援助にも関わらず、なぜ多くの生徒が卒業できないのかは、不足する財の補填だけ

では補えない就学を阻害する要因が存在していたことが第 3 節で明らかになった。 

そして国際ロータリーの援助とともに生徒数は年々増加し、2015 年ネパール地震前年の

生徒数は 187 人であったが、地震後の 2016 年には 133 人に減少した。地震が生徒や家族

の生活に与えた影響は計り知れないが、生徒の就学を阻害する要因はどのように変化し、或

いは、新たにどのような阻害要因が発現したのだろうか。それらを明らかにするために、災

害復旧期の真っ只中にあたる 2017 年 9 月に再び B 校を訪れワークショップを行った。 

その中の、関係者分析では生徒が考える B 校に関わるすべての関係者を抽出した。また

問題分析では、地震の後に学校にこられなくなった友人たちに起きた事柄を、自分事として

考えられるように、中心問題を「卒業できなくなる」と設定した。 

その参加者を表 20 に示す。参加者は 8 年生 14 人であり、そのうち 1 名は 2014 年 9 月

に行った地震前のワークショップにも参加した。ワークショップの様子を写真 9 に示す。
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また関係者分析の結果を表 21 に、問題分析の結果を図 35 に示す。 

 

表 20 B校ワークショップ参加者       写真 9 B 校ワークショップ 

番号 氏名記号 学年 性別 

1 A T 8 F 

2 S L 8 F 

3 R D 8 M 

4 R R 8 M 

5 S A 8 M 

6 P T 8 M 

7 S R 8 M 

8 S L 8 M 

9 K M 8 F 

10 N M 8 F 

11 K D 8 M 

12 A S 8 F 

13 S B 8 M 

14 D G 8 M 

(出所) 筆者作成                         (出所) 筆者撮影 

 

はじめに、関係者分析において抽出された受益者には、学習をする生徒とその親や学校で

働く者、取引業者、学校関係者が利用する商店などがあげられた。つぎに、被害者には農家

や親が入り、生徒の労働力が失われることがあげられた。そして、生徒が被害者にも入る理

由を聞くと、遊びたい日や勉強したくない日も学校へ行かなければならないことがあげら

れた。また、日々の家事労働に就学の時間が増加し、自由な時間が減るためと述べた生徒も

いた。さらに、清掃人をあげた生徒は、仕事自体が大変だからという理由を述べ、職業カー

ストの連鎖の構造にいる人たちの低賃金重労働を被害者と感じていることがうかがえる。 

 

表 21 B校関係者分析 

学校による 

受益者 

生徒、親、先生、校長先生、友達、ガードマン、文房具屋、服屋、大工、 

建設業者、家具屋、修理屋 

出資者 コミュニティ、ロータリークラブ 

協力者 ロータリークラブ、コミュニティの住民 

実施者 政府、コミュニティの委員会、学校の運営者 (校長家族) 

被害者 農家、生徒、清掃人、親 

(出所) 筆者作成 

 

 つぎに、問題分析で抽出されたのは、①転居、②労働、③伝統社会、④負傷による失業、

⑤児童婚がある (図 35)。 
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図 35 B校問題分析 

 

中心問題  

卒業できなくなる  

  

引っ越すかもし

れない 

仕事を優先しな

ければならない 

親が学校へ行く

なという 

教科書や学用品

が買えない 

結婚させられる

かもしれない 

親が引っ越すと

言っている 

 

母親は農作業で

忙しくなった 

 

機械は今も直っ

ていない 

 

地震で親の職場

の機械が壊れ仕

事がない 

自分の仕事が増

えた 

 

兄弟の世話や家

事が忙しい 

 

両親が仕事で忙

しいから手伝う 

 

家庭が貧しい 

 

家族が多い 

親は将来のため

に勉強が必要だ

と思わない 

 

親は読み書きで

きない 

 

親は学校に行か

なかった 

 

親の家は貧しか

った 

学費が払えない 

 

生活が苦しくな

った 

 

父は仕事にいけ

なくなった 

 

親が負傷した 

 

家が地震で損壊

した 

女子は 13 歳く

らいから結婚す

ることがある 

 

親も若い頃結婚

した 

 

いつ結婚するか

は親が決める 

 

 

自然災害 

【①転居】 

家事労働 

【②労働】 

親の理解 

【③伝統社会】 

自然災害 

【④負傷失業】 

ジェンダー 

【⑤児童婚】 

(出所) 筆者作成 

 

抽出された B 校生徒の就学阻害要因には、労働や親の理解、ジェンダーなど 2015 年ネパ

ール地震前に取り上げられた要因が存在している。そして新たに抽出された要因には、転居

や負傷による親の失業などの災害要因があり、地震による職場や自宅の損壊、負傷したこと

による親の失業などにより生活が困窮したことが伺える。 

 

(2). D 校 

D 校では、国際ロータリーが耐震校舎を建て、水場を設置し、学用品を与え、特に困窮し

た家庭の生徒には奨学金を支給してきた。そして生徒数は徐々に増加し 2015 年ネパール地

震の前年には 302 人に達した。そして地震後には他校と同様に生徒数が減少すると思われ

たが、地震後の 2017 年 9 月における D 校の生徒数は予想に反し 339 人に増加した。そこ

で、B 校と同様に、再び D 校の生徒たちとワークショップをおこなうことにした。そして

関係者分析では、生徒が考える D 校に関わるすべての関係者を抽出した。また問題分析で
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は、生徒たちの現在における就学を阻害する要因を抽出するために、中心問題を「卒業でき

なくなる」と設定した。 

参加者 20 名を表 22 に示す。そのうち 2 名は 2014 年 9 月に行った地震前のワークショ

ップにも参加した。ワークショップの様子を写真 10 に、関係者分析の結果を表 23 に、問

題分析の結果を図 36 に示す。 

        

表 22 D校ワークショップ参加者       写真 10 D 校 関係者分析 

番号 氏名記号 学年 性別 

1 R B 8 M 

2 M L 8 M 

3 S B 8 M 

4 S K 8 F 

5 N R 8 M 

6 B L 8 M 

7 B T 8 M 

8 P C 8 M 

9 S S 8 F 

10 M P 8 F 

11 Y K T 8 F 

12 B M 8 F 

13 S D 8 F 

14 B R 7 F 

15 A T 7 M 

16 S A 8 F 

17 D K 7 M 

18 R K P 8 M 

19 N D 8 F 

20 S T 8 F 

(出所) 筆者作成                                     (出所) 筆者撮影  

 

表 23 D校関係者分析 

受益者 生徒、親、近隣住民、先生、校長先生、文房具店、建設業者、家具屋、修

理屋、商店街、管理人 

出資者 ロータリークラブ、コミュニティ、政府 

協力者 近隣住民、NGO (NSET)、ロータリークラブ 

実施者 政府、コミュニティの委員会、学校の運営者 

被害者 生徒、兄弟姉妹、親 

(出所) 筆者作成 

 

 受益者に抽出されたのは、教育を受ける生徒とその親、共同の水場を利用する近隣住民、
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報酬を得る先生や管理人、取引業者、学校関係者が利用する商店街などがある。そして被害

者には親や兄弟姉妹が入っており、家事労働力が失われる事、幼い兄弟姉妹の世話をする者

がいなくなることがあげられた。また B 校同様、生徒が被害者に入っており、毎日の労働

は変わらず、就学の時間が負担になる事があげられた。 

 

図 36 D校問題分析 

 

中心問題  

卒業できなくなる  

  

結婚する 転居する 仕 事 が 忙

しい 

家 に 居 な

け れ ば な

らない 

制 服 や 学

用 品 が 買

えない 

親 が 勉 強

は 必 要 な

いと言う 

成績が悪

いから 

女子は若

いうちに

結婚する

から 

 

結婚は親

が決める

から 

 

民族のし

きたりだ

から 

 

ネパール

の伝統だ

から 

親 が 引 越

し し た い

と 言 っ て

いるから 

 

生 活 が 大

変だから 

 

狭 い 家 に

住 ん で い

るから 

 

地 震 で 家

が 壊 れ た

から 

仕 事 が 忙

しいから 

 

学 校 の ほ

か に 仕 事

が あ る か

ら 

 

父 親 が 忙

しいから 

 

家 庭 が 貧

しいから 

 

家 族 が 多

いから 

兄 弟 姉 妹

の 世 話 を

するから 

 

母 親 が 忙

しいから 

 

母 親 は １

日 働 い て

いるから 

 

 

学 費 が 払

えない 

 

家 庭 が 貧

乏 

 

親 の 収 入

が少ない 

 

仕 事 が な

い 

親 は 勉 強

が 必 要 だ

と 思 わ な

い 

 

親 は 学 校

に 行 か な

かった 

 

将 来 の 職

業 は 決 ま

っている 

勉強する

時間が少

ないから 

 

学校を休

む日が多

いから 

 

親が仕事

に連れて

行くから 

 

レンガ工

場が忙し

いから 

ジェンダー 

【① 児童婚】 

自然災害 

【② 転居】 

自然災害 

【③ 復興労働】 

労働 

【④ 家事労働】 

経済 

【⑤ 貧困】 

伝統社会 

【⑥ 親の意向】 

自然災害 

【⑦ 復興労働】 

(出所) 筆者作成 

 

このように、抽出された D 校生徒の就学阻害要因から、結婚や労働、親の意向など、代々

受け継がれてきた社会慣習が根強く残っていることがわかる。そして、ネパール地震により

新たに発現した要因には、復旧のための労働や転居がある。その背景には、地震による家屋
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の損壊や、復興特需により生徒が労働に巻き込まれてしまうことが分かった。ある教員によ

ると、復旧工事が盛んに行われており、親が請け負った仕事を家族で分担しておこなってい

るとのことであった。その中には、道路工事に借り出される生徒や建築現場で働く生徒もい

るとのことであった。これらは、災害リスクの高い危険な場所にしか住居を構えられない貧

しい人たちは、自然災害により住居が破壊され引越しを余儀なくされてしまうこと、そして

貧困層の人たちにとって、地震がもたらした復興特需は、子どもたちを労働に巻き込んでし

まい、かえって生徒の就学を阻害してしまうことが浮き彫りになった。 

 

2-5-2. C 校の生徒 SU はどうなったのか 

 C 校は 2015 年ネパール地震により生徒数が激減しワークショップは出来なかったが、C

校の校長を訪ね、地震後の学校の様子を伺った。すると、国際ロータリーが建てた校舎や設

備に被害はなく、徐々に生徒数も回復しているとのことであった。そこで、筆者が交流を続

けてきた SU はどうしているか尋ねると、SU は地震の後学校に来ていないという。 

 地震前に SU の家庭を訪問し調査した結果は 2-3-4 に示したように、SU の生活環境にお

いて就学を阻害するような要因は見当たらなかった。そして SU は、将来教師になる夢を持

ち、あれほどまで学習意欲が高かったのに、いったいなぜ学校に来られなくなったのだろう

か。その原因を探るために再び SU 家を訪問した。 

 そして、SU 家を訪ね 3 年ぶりの再会を果たした。13 歳になった SU は身長も伸び少し

大人びた顔つきになっていた。訪問時、父親の SA は不在であったが母親の AJ がおり、2

人は作業中だった。何を作っているのか聞いてみると、カトマンズ市街地の歩道工事に使う

セメントブロックを作っているとのことであった (写真 11)。SU の母親 AJ によると、地

震の後 SU の父親 SA の働くレンガ工場が急に忙しくなり、SA は工場から別の製品のセメ

ントブロックの製作を請負い、近所の住民たちと自宅近くに作業場を作り、毎日 300 個の

ブロックを作っているとのことであった。そして、常に人手が不足していて SU も働くよう

になったそうである。 

 SU に学校へは行かないのか聞いてみたところ、今は仕事が忙しいからと言う。そして母

親の AJ に、SU は、本当は学校に行きたいに違いないこと、また学校へ行かせることはで

きないのか聞いてみると、家は貧しいから稼げる時に仕事をしなければならない。それは

SU も分かっているという。                写真 11 SU の労働 

 そして、SU は近所の子どもたちのリーダーとして立派に 

やっているという。また AJ の話では、SA も SU は計算も 

できるし頭がいいから、もう学校にいかなくても大丈夫だと 

いっているという。こうして、生徒の学習意欲に関わらず、 

貧困は子どもから就学の機会を奪ってしまう現実を目のあ 

たりにした。                       (出所) 筆者撮影 
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2-5-3. ネパール地震によって顕在化した就学阻害要因 

ネパール地震発生前後における、就学阻害要因の変化を表 24 に示す。 

 

表 24 ネパール地震発生前後の就学阻害要因            

中心問題 分類 現象 地震前の阻害要因 地震後の阻害要因 

初
等
教
育
を
卒
業
で
き
な
い 

社会 

経済 

・学校間の生徒数の格差 

・女子の進学率が低い 

・いじめ 

・生活が貧しい 

・受け入れる学校がない 

・民族/カースト 

・ジェンダー 

・児童婚 

・障がい 

・民族/カースト 

・ジェンダー 

・児童婚 

＊失業 (自然災害) 

＊傷病 (自然災害) 

家庭 

・親が学校に行かなかったので教育の 

必要性が分からない 

・女子に教育は必要ないと考える 

・家事手伝いが教育より優先される 

・親の理解 

・ジェンダー 

・家事労働 

・親の理解 

・ジェンダー 

・家事労働 

＊労働 (自然災害) 

・学用品、制服が買えない 

・弁当を持っていけない 

・文房具を買えない 

・親が負傷し働けなくなった 

・転居しなければならない 

・経済的貧困 ・経済的貧困 

＊傷病 (自然災害) 

＊転居 (自然災害) 

・農作業の手伝いがある 

・母親が忙しいので家事分担がある 

・決められた仕事がある 

・復旧で仕事が忙しくなった 

・本人や家族が負傷した 

・児童労働 ・児童労働 

＊労働 (自然災害) 

＊傷病 (自然災害) 

学校 

・校舎が老朽化して危険 

・男女別トイレがない 

・学校が遠い（足りない） 

・スクールバスがない 

・旧校舎が半壊した 

・仮設校舎ができるまで閉鎖した 

・学校設備 

・外部の支援 

 

・学校設備 

・外部の支援 

＊設備 (自然災害) 

＊閉鎖 (自然災害) 

・先生の能力不足 

・適切な教材が少ない 

・コンピュータ教育がない 

・給食がない 

・先生が少なくなった 

・教育政策 ・教育政策 

＊人員 (自然災害) 

 

(出所) 筆者作成 
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これらの比較を見ると、ネパール地震によって顕在化した就学阻害要因にはつぎのよう

なものがある。 

まず、第 1 に労働がある。これは、生徒たちのワークショップにおいても取り上げられた

が、教員によると地震により多くの家屋や政府の建物が損壊し、それらの再建のための建築

資材を作る工場が忙しくなり、生徒の中には 1 日のうち何時間もレンガ工場で働くように

なったことで、学校を休んだり、来られなくなったりした生徒が現れたとのことであった。

そして、C 校の SU も同じ状況に陥り就学の機会を奪われたことが家庭訪問で明らかにな

った。また女子は、親達が忙しくなったことで、兄弟姉妹の世話をする役目を任されたり、

普段は母親がやっていた家事労働を担ったりすることで、学校に来られなくなった友達も

多いことが阻害要因にあげられた。 

そして、第 2 に負傷や傷病がある。ワークショップでは、生徒の中に家屋の損壊で負傷し

た者や死亡した者がいることがあげられた。また、親が負傷したり親の職場が損壊したりし

て失業し生活が困窮して労働に巻き込まれた生徒もいることがあげられた。さらに、教員や

関係者の傷病により学校運営の人員が不足したことがあげられた。 

また、第 3 に転居がある。転居の理由は、職場の損壊や親の怪我による失業の他、居住家

屋の損壊し転居したことがあげられた。生徒や教員によると、転居した者の多くは、地方へ

の転居であり、親の出身地への移動が多いとのことであった。 

さらに、第 4 に学校の設備がある。B 校では、地震により旧校舎が半壊し、仮設校舎がで

きるまで学校が閉鎖されたことがあげられた。 

 これらが示すように、ネパール地震後の復旧期には、従前の就学を阻害する要因に加え、

自然災害がもたらす新たな阻害要因が発現したことが分かる。 

 

 第 6 節. なぜ子どもたちはネパール地震の後、学校へ行けなくなったのか 

  本節では、貧困層の生徒が多数である B 校と D 校の教員、さらに、富裕層の生徒が多

数である F 校の教員に、ネパール地震後の就学阻害要因についてインタビュー調査11を行

った。そして、インタビューのテキストデータを計量テキスト分析し (KH coder) 主題分析

から要因を抽出した。 

 

2-6-1. 就学阻害要因インタビュー調査分析結果 

(1) B 校教員へのインタビューの結果 

B 校の教員に対して行った、就学阻害要因に関するインタビューのテキストデータから

作成した共起ネットワークを図 37 に、主題分析から抽出した阻害要因を表 25 に示す。 

はじめに、計量テキスト分析により、抽出された阻害要因から、B 校における就学阻害要

 
11 半構造化したインタビューの初期設定質問は、①地震当日の様子、②学校の被害状況、③学校の復旧プロセス、④

再開時の児童の様子、⑤なぜ学校へ来られない生徒が現れたのか、⑥防災教育をおこなっていたか、⑦改善すべき点は

なにか、⑧国際ロータリーに求めるものはなにかの 8 項目である。 
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因は次のようである。 

 第 1 に、生徒やその家族の身体的被害がある。地震により自宅やそれぞれの居た場所が

損壊し、負傷した者や死亡した者がおり、特に児童の身体的被害は直接的に就学を阻害した。 

 第 2 に、学校の脆弱な耐震性がある。B 校には、国際ロータリーが援助した耐震性の高い

新校舎がある。しかし、旧校舎は耐震性が弱く半壊した。国際ロータリーの援助により仮設

校舎が完成するまで、すべての生徒を受け入れることができなかった。 

 第 3 に、転居がある。親の怪我や死亡、或いは職場の被災による失業などが原因で、生活

が破綻し転居を余儀なくされた者も多い。 

 第 4 に、防災教育がある。B 校のような貧困層の家庭ほど自然災害の被害を受けやすい

と思われるが、防災教育は社会や理科の授業で地震について学ぶ程度であり、教員や住民と

の定期的な避難訓練は行われていなかった。 

 第 5 に、頻繁に起こる余震である。余震が絶えない中、半壊した旧校舎から、教材や備品

を運び出すのは危険であり旧校舎からの引越しに時間を要した。 

 

図 37 B校インタビュー共起ネットワーク図 

 

(出所) 筆者作成 
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表 25  B校インタビューから抽出された就学阻害要因 

分類 就学阻害要因 背景 

1 身体的被災 家屋の崩壊により生徒や家族が被災した 

2 耐震性 旧校舎の損壊 

3 転居 親の死亡や失業による家庭の生活破綻 

4 防災教育 理科や社会の授業で習う程度 

5 余震により復旧が困難 旧校舎から教材の運び出しが困難 

(出所) 筆者作成 

 

(2) D 校教員 

D 校の教員に対して行った、就学阻害要因に関するインタビューのテキストデータから

作成した共起ネットワークを図 38 に、主題分析から抽出した阻害要因を表 26 に示す。   

 

図 38 D校インタビュー共起ネットワーク図 

 

(出所) 筆者作成 
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表 26 D 校インタビューから抽出された就学阻害要因 

分類 就学阻害要因 背景 

1 転居 親の失業による家庭の生活破綻 

2 労働 災害特需の児童労働や家事労働 

3 通学路の遮断 倒壊家屋の瓦礫により通学路が遮断された 

(出所) 筆者作成 

 

計量テキスト分析により、抽出された D 校における就学阻害要因は次のようである。 

 第 1 に、転居がある。地震による自宅の損壊や、経済状況の悪化による親の失業がもたら

す家庭の生活破綻から転居を余儀なくされた生徒が存在する。 

 第 2 に、労働がある。それは、地震により損壊した公共施設や家屋の復興特需によりレン

ガ工場で働く生徒が増えたことや、兄弟姉妹の世話をする家事労働によるものである。 

 第 3 に、通学路の遮断がある。倒壊家屋の瓦礫により通学路が遮断されたためである。 

 

(3) F 校教員 

F 校の教員に対して行った、就学阻害要因に関するインタビューのテキストデータから作

成した共起ネットワークを図 39 に、主題分析から抽出した阻害要因を表 27 に示す。  

計量テキスト分析により、抽出された阻害要因から、F 校における就学阻害要因は次のよ

うである。 

 

表 27 Ｆ校インタビューから抽出された就学阻害要因 

分類 就学阻害要因 背景 

1 身体的被災 家屋の崩壊により、生徒や家族が被災した 

2 転居 自宅の損壊や経済状況悪化による転居 

3 防災教育の質 強靭な校舎や最新設備への過信 

4 援助方法 エリート育成、成績重視の援助 

(出所) 筆者作成 

 

第 1 に、身体的被災がある。自宅が損壊し、負傷した者や死亡した者がおり、生徒の身体

的被害は直接的に就学を阻害した。 

第 2 に、転居がある。自宅や職場の損壊による親の怪我や死亡、或いは失業などが原因

で、生活が破綻し転居を余儀なくされた生徒の家庭も多い。 

第 3 に、防災教育の質の問題がある。F 校は、強靭な校舎や最新設備を備えていることか

ら、教員は、設備への過信があったと述べた。そして、定期的な避難訓練をおこなっていた

が、負傷した生徒や死亡した生徒がいる。この点は、防災教育により知識やリスク認識は高

まるが、災害時の行動にはつながらないという、先行研究の指摘がある (Shiwaku 2007)。 
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第 4 に、援助方法がある。国際ロータリーは、F 校に長く関わっていたが、防災教育には

関与していなかった。 

 

図 39 F校生徒インタビュー共起ネットワーク 

 

 

(出所) 筆者作成 

 

2-6-2. なぜ D 校の生徒数はネパール地震の後に増加したのか 

 ここで着目すべき点は、国際ロータリーが教育援助を行っているほとんどの学校でネパ

ール地震の後、生徒数は減少したが、D 校は生徒数が増加したことである。そして、就学阻

害要因を抽出するため、他校と同様に行ったインタビューの結果には、阻害要因とともに幾

つかの災害リスクを低減したと思われる要因が読み取れる。改めて D 校の共起ネットワー

ク図から災害リスク低減要因を抽出すると表 28 の通りである。   
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表 28 D校インタビューから抽出された災害リスク低減要因 

分類 災害リスク低減要因 背景 

1 避難所としての機能 D 校は、生徒、家庭、家族、近隣住民の避難

所として機能したため、生徒を保護する場、

住民が情報を得る場として機能したこと

が、子どもを学校に通わせるインセンティ

ブになった。 

2 住民の協働 地域共同管理の水場があることで、普段か

ら D 校と住民との関わりが強い。通学路の

瓦礫の撤去など学校の早期再開にも住民が

参加したことからも、学校と住民の信頼関

係が築かれていることが伺える。 

3 防災教育 地元 NGO により、定期的な防災教育や避

難訓練がおこなわれていた。 

4 援助方法 国際ロータリーや CSO/NGO など、外部の

支援が継続している。 

(出所) 筆者作成 

 

 このように、抽出された災害リスク低減要因から、D 校において生徒の自然災害レジリエ

ンスを高めた要因は次のように考えられる。 

 第 1 に、避難所としての機能がある。なぜなら、地域共同の水場を学校内に作っていたた

め、学校という教育の機能と水場というコミュニティの機能が連携していることで、学校、

生徒、家庭、そしてコミュニティの住民は、常に密接な関係にあることから、地震発生時に

おいても、地域の住民は学校に集い、コミュニティの重要な情報を交換し合い、家屋が損壊

した家族は学校に避難し、生徒や住民を保護する役割を果たしたと考えられるからである。  

  第 2 に、住民の協働がある。住民は、学校の機能を早期に回復させるために、通学路を塞

いだ瓦礫の撤去をするなどの協力をした。また避難所の運営に参加するなど、生徒や住民の

日常性の回復のために協働したからである。 

 第 3 に、防災教育がある。同じコミュニティ内の NGO の支援による、定期的な避難訓練

は、生徒の防災能力を高め、本人や家族の身体的被害を軽減させた可能性がある。 

 第 4 に、外部からの援助がある。なぜなら、国際ロータリーのエージェンシーとしての活

動が継続しており、国際ロータリー、学校、生徒、住民が協働し、相互の信頼を深めたこと

により、日常的なコミュニティ開発が継続してきたと考えられるからである。 

 これらは、自然災害レジリエンスの向上に、日常的な住民との協働の重要性を示唆してい

る。 
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 第 7 節. 本章の小括 

 本章の目的は、自然災害によって顕在化した従前の就学阻害要因は何なのか、また新たに

発現する就学阻害要因は何なのかを明らかにすることである。 

 第４節において、従前の就学阻害要因には、畠やアリヤル、Neupane らが抽出したよう

に、学校の設備、教員の質、通学距離、経済的困窮、水汲みや農作業などの家事労働、親の

無理解、結婚、ジェンダー、学習意欲など、先行研究にて指摘された要因が調査地において

も抽出されたことを示した (畠 2008, アリヤル 2011, Neupane 2012)。 

 また、その背景には、伊藤や斉藤、山本・村中らの先行研究が指摘するように、社会グル

ープやカーストなど伝統的社会構造が人びとの内心に存続していることを示した  (伊藤 

2009, 斉藤 2011, 山本・村中 2013)。 

 そして、地震発生後に生徒たちと行ったワークショップからは、ネパール地震によって顕

在化した従前の就学阻害要因には、経済的困窮、家事労働、親の理解、結婚、ジェンダーな

どが抽出された。また、2015 年ネパール地震により新たに発現した就学阻害要因には、自

宅の損壊や親の傷病やそれに伴う失業などによる転居、地震による生徒自身の傷病、設備の

損壊による学校の閉鎖、労働などが抽出された。特に、その中の労働には、子どもが復興特

需に巻き込まれていることなどが顕在化した。  

 また、教員へのインタビューからは、地震による直接的な身体的被害、学校設備の損壊、

転居、防災能力の欠如、労働などが抽出された。 

今日、多くの CSO/NGO が調査地ラリトプル郡で活動している。そうした中で、国際ロ

ータリーが援助を続けている学校は、特に貧しい家庭の子どもや、伝統的社会構造の中で就

学の権利を奪われてきた社会グループの子どもたちが通う学校が主である。そして、脆弱な

校舎を強靭な校舎に建て替え、水場や清潔な衛生設備を整え、必要な生徒には学用品や制服

を配布し、生活困窮者には奨学金を支給するなど、財の援助をしてきた。その結果、援助を

続けている学校の生徒数は毎年増加してきた。また、ジェンダー格差も小さくなった。この

ことが意味するのは、先行研究者の多くが指摘している、民族やカーストの伝統的社会構造

に基づくと言われている、親の意向による児童労働や児童婚、ジェンダーなどの就学阻害要

因は、経済的貧困がもたらす二次的な要因だと考えられる。つまり、代々固定されてきた社

会階層の中にいる親たちは、たとえ底辺の社会グループに属していても、本当は自分の子ど

もを学校に行かせたいにも関わらず、自らを納得させるために民族やカーストの伝統的慣

習を、現状を受け入れるための、或いは諦めの理由にして、子どもたちに教育を与えられず、

貧困が連鎖し格差が固定してきたと考えることもできる。これは、視点を変えると、社会が

変革していく途中に、伝統的社会構造による差別が残っていても、就学に対する経済的な援

助をする仕組みがあれば、親たちは子どもを就学させるという示唆がある。  

これらを踏まえると、伝統的慣習の根強く残る地域においても、社会的な貧困だけでなく、

その結果として相続されてきた経済的貧困とあわせた援助をする必要性があると考えられ

る。但し、2015 年ネパール地震発生後の災害復興時のような場合は、復興援助が経済援助
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に偏ると、生徒が児童労働に巻き込まれてしまうことが今回の実証研究で判明したことか

ら、復興援助をおこなう場合には教育へのインセンティブを高めるような援助や、たとえ労

働に巻き込まれたとしても、夜間学校やテレビ教育などの選択肢の幅を拡大するような援

助を同時に行なわないと、EFA の達成がかえって遠のいてしまう可能性があると思われる。 

そして、ひとたび大災害が発生してしまうと、被災しやすい脆弱な土地の脆弱な住居に住

む災害リスクの高い家庭では、親の傷病に伴う失業などによる生活困窮や転居、生徒自身の

被災による傷病や障がいを負うことなどが、最大の就学阻害要因になると判明したことか

ら、自然災害の多発する途上国において EFA を達成するには、学校の設備や社会経済的貧

困、伝統的社会構造に目を向けるのと同じように、防災能力を高めるための援助が求められ

ていることが本章で明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



84 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



85 

 

 

 

 

 

 

第３章 

 

援助アプローチと 

調査地の自然災害レジリエンス 

（研究２） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



86 

 

第 3 章 援助アプローチと調査地の自然災害レジリエンス (研究 2) 

第 2 章 (研究 1) では、2015 年ネパール地震前後の就学阻害要因を抽出した。そして、そ

れらを比較することにより、地震によって顕在化した就学阻害要因が判明した。さらに、国

際ロータリーが同じ地域で同じように援助をしている学校でも、地震による就学阻害要因

の変化には学校ごとに差異があることが明らかになった。そこで本章では、国際ロータリー

が援助を続けている調査地の自然災害レジリエンスに着目し、どのような援助アプローチ

が自然災害レジリエンスを高めるのかを検討することにした。 

 

 第 1 節. 本章の目的 

本章の目的は、国際ロータリーの援助事例から、どのような教育援助アプローチが調査地

の生徒やコミュニティの自然災害レジリエンスを高め、災害リスクを低減するのかを明ら

かにすることである。そのために、なぜ調査地の自然災害レジリエンスに差異が表れたのか

を、生徒数の変化 (調査 1)、INEE ミニマムスタンダードによる評価 (調査 2)、防災教育に

関する質問紙調査 (調査 3) の 3 つの手法から分析することにした。 

 

 第 2 節. 2015 ネパール地震前後の生徒数の変化 (調査 1) 

本章の目的である、どのような教育援助が調査地の生徒やコミュニティの自然災害レジ

リエンスを高めるのかを明らかにするために、調査地 B 校、D 校、F 校にてフィールド調

査を行った。 

 

3-2-1. 調査地の選定 

 前章で明らかになった、自然災害による就学阻害要因には、地震による直接的な身体的被

害、学校設備の損壊、転居、防災能力の欠如、労働などがある。また、ネパール地震によっ

て顕在化した従前の就学阻害要因は、経済的困窮、家事労働、親の理解、結婚、ジェンダー

などである。そこで、伝統的社会構造の影響を最も受けていると思われる最下層の社会グル

ープの子どもたちが通うコミュニティスクール (B 校)、それとは対極的に社会経済的富裕

層の子どもたちが通う私立学校 (F 校)、そして貧しい家庭の子どもたちが多数だが、ネパ

ール地震後に生徒数が減少しなかった公立学校 (D 校) を選定した。 

 

3-2-2. 生徒数の変化から見た調査地の自然災害レジリエンス 

(1) 自然災害レジリエンスの測定指標としての生徒数 

本論文では、災害リスクを低減するための備えや自然災害に耐える強靭性、被害を緩和し

たり復元したりする力を含めて自然災害レジリエンスと呼ぶことを 1-4-3 に示した。 

そこで、調査地の自然災害レジリエンスを測定する指標として生徒数を使用することに

した。なぜなら、ネパール地震により被災した調査地が日常性を取り戻すまでの復元力は、

校舎や付属する設備の強靭性など設備要因に加え、政府や学校管理者、教員などが教育を再
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開できるように学校を復旧する運営要因がある。また、生徒や家族、学校関係者それぞれが

健康で生活が普段通りに戻り、生徒たちが学校に行くことができるようになる生活要因が

ある。そして、これらの設備要因や運営要因、生活要因すべてを乗り越えた結果として、再

び生徒は学校に通うことが可能になるのだから、「生徒数」は調査地の自然災害レジリエン

スを測定する指標として適切だと考えられるからである。 

 

(2) 調査地周辺 16 校の自然災害レジリエンス 

調査地を含むカトマンズ盆地には、国際ロータリーが教育援助を続けている学校が少な

くとも 16 校存在する。それらの学校の 2015 年ネパール地震に対するレジリエンスを図 40

に示す。 

 

図 40 国際ロータリーが援助をしている 16 校のレジリエンス 

(出所) 各学校提供データから筆者作成 

 

ここに示すように、2015 年 4 月 25 日の地震発生を境に、ほとんどの学校において生徒

数は減少している。この事実だけを見ても、地震による学校の被害の大きさや、生徒たちや

その家庭の生活環境が大きく変化したであろうことが容易に想像できる。 

そして、国際ロータリーが援助を続けている学校は、初めは貧困層の人たちの子どもが通

う学校の援助が主であったが、今は、富裕層の子どもたちが通う学校から、貧困層の学校、

そして伝統的社会構造による社会的な差別の中にいる子どもたちが通う学校、障がいのあ

る生徒が通う学校などさまざまである。そうした多様性豊かな 16 校の多くが地震により生
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徒数は減少した。しかしながら、そのような状況下において、地震後も生徒数が減少する事

がなく、中には増加した学校も複数存在していることが分かった (図 40)。 

国際ロータリーは、耐震性の高い校舎を建て、十分な設備を設置し、同じように援助をお

こなってきたが、いったいなぜ学校によりこのような差異が表れたのだろうか。これらの疑

問を解くために、フィールド調査を行った。 

 

3-2-3. 調査地の被災状況 

 調査地の 2015 年ネパール地震による被災状況を表 29 に示す。 

 

表 29 調査校の被災状況と生徒数の変化 

被災状況 

 

調査校 

設備の被害 再開に要

した日数

（日） 

生徒の 

死者数

（人） 

2014 年 

9 月 (人) 

(震災前) 

2015 年 

9 月 (人) 

(震災後) 

増減数 

(人) 

増減率 

(％) 

B 校 (コミュニティ) 旧校舎半壊 47 2 187 133 －54 －28.9 

D 校 (公立) 備品破損 30 0 302 339 ＋37 ＋12.3 

F 校 (私立) 軽微 21 3 872 768 －104 －11.9 

(出所) 各校提供データから筆者作成 

 

 B 校では、地震後新校舎に被害はなかったが旧校舎は半壊した。そして、半壊した旧校舎

の替わりに仮設校舎を設置し地震発生から 47 日後に授業を開始できたが、学校再開後の生

徒数は 54 人減少した。他方、D 校では、校舎に被害はなかったが、備品が破損したり学校

の入り口が崩壊した周囲の建物の瓦礫で塞がれたりした。しかしながら約 1 か月で授業を

再開し、学校再開後の生徒数は 37 人増加した。また F 校は、校舎に被害はなく、寮などの

関連設備や備品も被害は軽微であったが、学校再開後の生徒数は 104 人減少した。 

このように、同一地域で同じ災害に直面したにも関わらず、地震による調査地の生徒数の

変化の割合には差異がある (χ2=12.241, 2, p<.05)。なかでも、特徴的なのは D 校の生徒数

はネパール地震発生から僅か 5 ヶ月後の調査時に、地震発生前に比べ増加していることで

ある。また B 校と D 校は、いずれも貧困層の家庭の子どもたちが多数通う学校であり、国

際ロータリーは強靭な校舎を建設し、衛生設備を整え、教員の支援や学用品の提供をし、特

に貧しい家庭には奨学金を支給するなど全く同じ援助をしてきた。いったいなぜ、同じ地域

で同じ支援をしてきた学校の自然災害レジリエンスにこれだけの差異が表れたのだろうか。

これら調査地 3 校の自然災害レジリエンスを図 41 に抜き出した。 
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図 41 調査地 3校の生徒数の変化 

 

(注) 生徒数は年度の中間目盛り 9 月時点の値、年度目盛の幅は 4 月から 3 月を示す。 

(出所) 筆者作成 

 

3-2-4. 生徒数の変化 

 調査地 3 校のリジリエンスには差異があることを示した。ここでは、同じ社会経済的背

景を持ち、国際ロータリーは同じ校舎を建設し、同じ設備を整え、同じように教材や奨学金

を支給し、同じ水場を設置するなど、全く同じ援助をしてきた B 校と D 校をとりあげ、生

徒数が増減した要因を分析する。 

 

(1).B 校の事例 

B 校は、都市周辺のスラムに住む貧困層の子どもたちの教育機会を補償するために国際

ロータリーが建設し援助を続けている学校である。生徒の親たちは、伝統的社会構造の中で

底辺の職業カーストに属する者が多く、困難な社会経済的状況下におかれている。 

そして、B 校の生徒数は地震後 28.9%減少した。また生徒は、学年やジェンダーに関わら

ず減少し、初年度入学者も多数退学したことが表 30、図 42 から読み取れる。 

B 校の新校舎は国際ロータリーが建設した強靭な建物で被害は少なく、8 教室を備えてお

り清潔な衛生設備や安全な飲料水の水場がある。そして、旧校舎は 4 教室あるが、一部が損

壊したため仮設校舎を設置した。また、B 校は無償教育であり、学用品や制服、軽食を提供

し、奨学金の支給をおこなっている。 

このように、周縁化された特定グループに対し、手厚い支援を行ってきたのに、なぜ地震

の後に学校に来られない生徒がでたのだろうか。それらの要因を確かめるために、教員たち

と、地震後に学校に来なくなった生徒の家庭訪問を実施しインタビューを行った。 
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表 30 B校における地震前後の男女別生徒数 (人) 

学年 1 2 3 4 5 6 7 8 卒業 合計 増減率 

増減率 男子地震前(学年+1) 
 

10 11 14 9 14 14 10 9 91 
 

女子地震前(学年+1) 
 

10 11 9 16 16 13 10 11 96 
 

地震前合計 
 

20 22 23 25 30 27 20 20 187 
 

男子地震後 4 6 6 10 8 12 11 9 
 

66 -27.5% 

女子地震後 3 4 9 8 10 11 12 10 
 

67 -30.2% 

地震後合計 7 10 15 18 18 23 23 19 
 

133 -28.9% 

2～8 年生男子増減 
 

-4 -5 -4 -1 -2 -3 -1 
 

-20 -24.4% 

2～8 年生女子増減 
 

-6 -2 -1 -6 -5 -1 0 
 

-21 -24.7% 

2～8 年生合計増減 
 

-10 -7 -5 -7 -7 -4 -1 
 

-41 -24.6% 

(出所) B 校提供の 2014 年 9 月と 2015 年 9 月の生徒数から筆者作成 

 

図 42 B校の地震前後の学年別男女別生徒数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) 筆者作成 

 

すると、生徒が就学できなくなった要因には次のようなものが挙げられた。第 1 に、本人

が死亡したり傷病を負ったりした場合であった。第 2 に、親が死亡したり負傷したり、或い

は親の職場が被災したために職を失い、遠隔地へ転居したことであった。第 3 に、地震後に

親の仕事が増え、生徒たちは手伝うために労働に巻き込まれたことであった。その中には、

震災復興特需により忙しくなったレンガ工場で働く親の手伝いをする生徒がいることが判

明した。 

この結果から、もともと被災しやすい土地の脆弱な建物に住んでいることが多い貧困の

家庭では、自宅の損壊や職場の損壊により本人や親が命を落としたり、あるいは生き延びた

としても傷病を負ってしまったりすることにより生活は困窮してしまうことが分かった。

そして、生徒は家庭を支えるために家事労働だけでなく工場での労働などに巻き込まれる

などして教育を受ける権利を奪われたことが浮き彫りとなった。 
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(2).D 校の事例 

D 校は、都市周辺の村落の貧困家庭の生徒が多数を占める公立学校である。また、親たち

の職業は、露天商や店員、建設作業員、清掃員、工場労働者、リクシャー運転手、農作業労

働者、荷物運搬、カーペット職人、ごみ回収など多様である。そして、国際ロータリーは、

2004 年に新校舎を建設し、敷地内に地域共同利用の井戸を掘り浄水し安全な飲料水の水場

を設置した。これは、建設当時、就学にジェンダー格差があったため、女子の就学阻害要因

としてクローズアップされていた水汲み労働を回避する手段として、学校に行けば安全な

飲み水を家族の分まで汲んで帰れるようにしようというアイデアから設置したものである。 

現在、就学のジェンダー格差は表 31 に示す通り少なくなった。そして地震後、多くの学

校で生徒数は減少したが D 校は地震前に比べ生徒数が 12.3% (新入生を除くと 5.1%) 増加

した (表 31、図 43)。 

 

表 31 D校における地震前後の男女別生徒数 (人) 

学年 1 2 3 4 5 6 7 8 卒業 合計 増減率 

増減率 男子地震前(学年+1) 
 

22 18 21 10 21 15 39 22 168 
 

女子地震前(学年+1) 
 

26 20 15 18 11 19 15 10 134 
 

地震前合計 
 

48 38 36 28 32 34 54 32 302 
 

男子地震後 28 20 19 17 20 27 19 36 
 

186 10.7% 

女子地震後 27 19 15 14 21 13 18 26 
 

153 14.2% 

地震後合計 55 39 34 31 41 40 37 62 
 

339 12.3% 

2～8 年生男子増減 
 

-2 1 -4 10 6 4 -3 
 

+12 8.2% 

2～8 年生女子増減 
 

-7 -5 -1 3 2 -1 11 
 

+2 1.6% 

2～8 年生合計増減 
 

-9 -4 -5 13 8 3 8 
 

+14 5.1% 

(出所) D 校提供の 2014 年 9 月と 2015 年 9 月の生徒数から筆者作成 

 

図 43 D校の地震前後の学年別男女別生徒数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所. B 学校運営委員会 

 

(出所) 筆者作成 
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3-2-5. なぜ D 校の生徒数は地震後に増加したのか 

2015 年ネパール地震後に D 校の生徒数が増加した理由について、D 校運営委員会は次の

ように述べている。「地震による設備の被害は少なく、地域共同の水場は機能している。日

本の震災に学び、避難訓練をしていたので、生徒も家族も死者を出さなかった。震災で来ら

れなくなった生徒もいるが、基礎教育課程を卒業したい生徒が被害の大きかった他校から

多数転入した」。 

学校運営委員会の説明と、学年ごとの生徒数の変化から、次のようなことが言える。はじ

めに、図 43 に示すように、低学年では生徒が減少しており、地震の影響やその他の理由に

よる中途退学がある事がわかる。男子では 2 年・4 年、女子では 2 年・3 年・4 年で減少し

ており、ドロップアウトは他校と同じように存在している。そして、男子の 5 年・6 年・7

年、女子の 5 年・6 年・8 年の増加は周辺の損壊した他の学校からの転校と考えられ、学校

運営委員会の説明にあったように、卒業認定試験に合格したい生徒が他校から転校したも

のや、損傷が大きく復旧が遅れている学校からの転校である可能性が高い。しかし、1～5 年

の減少率 (5%) は、B 校 (32%) に比べ低い。そして、これらの調査結果と前章までのフィ

ールド調査の結果から、D 校の生徒が増加した要因には、次の 2 つの可能性が考えられる。 

第 1 に、多くのステークホルダーの協働である。なぜなら、D 校に地域共同の水場を敷設

した動機は、女子の就学阻害要因としての水汲み労働の回避であったが、地域の誰もが利用

でき、交替で管理する方法が、親たちを含め多くの住民にとって学校を身近なものにした。

そして、2016 年 3 月に行ったインタビューにおいて、教員の N は「親たちは水汲みに学校

へ来ると、他の親たちと子どもの成長や成績の話に会話を弾ませ、教育への理解を示すよう

になった」と、述べている。この学校内に敷設した共同利用の水場は、地震後も親たちや住

民の情報交換の場となり、子どもたちの就学を支えていると考えられるからである。 

 第 2 に、避難訓練である。2011 年 3 月 11 日、東日本大震災 写真 12 D 校の避難経路  

で日本が未曾有の被害に遭ったことはネパールでも大きく取り 

上げられた。その際、長年 D 校を支援している日本の窮状を見 

た生徒たちは、貧しいながらも募金し日本の子どもたちを励ま 

した経験がある。それを機に、地元 NGO の支援を受けてネパ 

ールには約 80 年おきに大地震があった歴史を学び、いつ来るか 

分からない地震に備え避難訓練をして来た (写真 12、13)。 

 そして地震の当日は休日であり、子どもたちは学校にいなかっ 

たが、Y 校長は「地震の時の対応を自宅やそれぞれの居た場所で 

実践し、地震に対応する知識をもち、避難する方法を身につけた 

子どもたちが、家族や自らの命を守ったのではないか」と述べた。 

  また、D 校の生徒たちの家庭の多くは貧しく、親たちも教育を    (注) D 校教室壁面 

受けていないことが多いが、親たちはこの経験から子どもたちが  (出所) 筆者撮影 

学校で学ぶ意義を理解し、地震後も再び子どもたちを学校に通わせたと考えられる。 



93 

 

 

写真 13 避難訓練の日の D 校 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) RC of Kasthamandap 撮影 

 

3-2-6. なぜ B 校は D 校と同じ援助をしたのに生徒数が減少したのか 

ではなぜ B 校は、D 校と同じ設備を持ち、水場は地震後も機能しているにも関わらず、

生徒数は減少してしまったのだろうか。2 校の比較で次のことが明らかになった。 

第 1 に、伝統的社会構造が考えられる。B 校の生徒は、第 3 章のワークショップで抽出

されたように、伝統的社会構造の中で不利な立場にある。もともと B 校は、社会経済的に

貧しいことにより就学を阻害されてしまう家庭の子どもたちの教育機会を補償するために

設置した学校である。しかし、そうした特定の社会グループに焦点を当てたため、それ以外

の社会グループからの入学はかえって困難になり、地震前からも初年度純就学率はあまり

増加しなかった。  

 他方、設備だけでなく教員を増やし、PC を含めた教材などの教育環境を整備したことに

より生徒の成績は向上し、中には統一試験の成績が郡の上位になる生徒が現れ、成績の面で

はアファマティブアクションの効果があった。 

 しかし、被抑圧者グループが多数在籍する学校に入学させたくないと考える親たちは多

いのが現状である。今日、国際ロータリーをはじめ多くの NGO が、そうしたグループを対

象に盛んに教育援助をおこなっているが、これは他の階層の子どもたちにとっては、実は質

の高い学校への就学阻害要因になっている可能性がある。 

 第 2 に、地域と学校の乖離が考えられる。国際ロータリーは、D 校において地域共同管

理の水場が地域住民を包摂することにより、親たちの教育への理解を高め、子どもたちを就

学させるインセンティブにてなっていることを認識していたが、特定の社会グループに絞

って支援してきた B 校は、周辺住民が学校に関わることは少なく、学校の運営は行政の指

導のもと、校長一家と教員に任され、地域との関わりは希薄であった。そのため、B 校の水

場は、生徒と教員のためのものとなっていた。せっかく強靭な校舎に立派な設備を整えた学

校が存在するにも関わらず、地震発生時にも地域住民の避難所として機能することはなか

った。 

第 3 に、定期的な避難訓練が行われていなかったことが考えられる。これは前章のイン
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タビュー調査で抽出されていたが、国際ロータリーは D 校で避難訓練をしていたことを認

識していたにも関わらず、B 校に対して避難訓練の必要性を提案していなかった (表 25)。

そして、訓練をしていなかったことにより、自然災害から身を守る方法を習得できていなか

った生徒たちは、自らを、そして家族を地震から守れなかった可能性がある。 

 

 第 3 節. INEE ミニマムスタンダードを活用した援助アプローチの評価 (調査 2) 

 本節では、2015 年ネパール地震の復旧期に国際ロータリーが行った援助活動を INEE ミ

ニマムスタンダードの視点から評価し、どのような援助アプローチが学校の自然災害レジ

リエンスを高めるのかを考察する。 

 

3-3-1. INEE の理念 

 自然災害発生時のような緊急時においても教育は必要である。なぜなら、人権としての教

育の必要性、子どもたちを保護し日常性を回復する役割、さらなる被害を防ぐための防災と

しての役割、そして社会的不利益を被るリスクを防ぐために求められるからである。 

 そして、教育の保護する役割とは次のようである。はじめに安全な学習環境の確保により、

助けを必要とする子どもを特定でき、子どもたちの命を守ることのみならず、災害時の混乱

により発生しやすい、誘拐や人身売買などの犯罪や、性的、経済的搾取から守ることである。  

 また、日常性の回復とは、子どもたちが、いつも通り学校に行き友達と遊ぶことで、日常

的な感覚を維持することである。そうすることにより、精神が安定し、将来の夢や希望を繋

ぐことができるからである。 

 そして、コミュニティにとっての学校は、子どもたちに教育を与える以外に、保有する設

備を利用して、水、公衆衛生、栄養、保健など、自然災害発生時において、さまざまな住民

サービスを開始する拠点となるからである。 

 さらに、自然災害時においても教育を隙間無く与えることで、生きるうえで大切な能力で

ある、医療や食料へのアクセス、疾病予防方法、暴力から身を守る方法を身につけることが

できるからである。また、周囲との関係性から得られる情報をもとに、危険な環境下におい

てどのように生き抜くか判断できるようになるからである。 

 

3-3-2. INEE ミニマムスタンダード 

 災害を受けた子どもたちや被災者の要求に応えるために、被災地で教育援助活動をする

アクターが、準備、対応、復興の過程をよりよいものにし、安全で適切な教育へのアクセス

を増やすために INEE ミニマムスタンダードがある。これは、緊急時のリスクを軽減し、

今後に向けての準備を改善し、質の高い教育のための強い基盤をつくる等の手法であり、深

刻な危機に準備し対応するための手引きとなっている (INEE 2011)。今回、ネパール地震

の被災地において行われてきた、国際ロータリーによる教育援助活動を、ミニマムスタンダ

ードに沿って評価し、適正な援助が行われていたか、どのような援助アプローチが自然災害
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レジリエンスを高めるのに効果的であるのかを検討することにした。 

 

3-3-3. 国際ロータリーの援助をミニマムスタンダードに沿って評価する 

 調査地の 3 校において、国際ロータリーが 2015 年ネパール地震後の復旧期に行った教育

援助活動を INEE 教育ミニマムスタンダードに沿って評価した (表 32)。そして、確実に実

施され特に効果的であったものを◎で示し、活動が確認されたものを○で示した。また、働

きかけはあったが効果の弱いものを△で、活動が確認されない或いは効果のなかったものを

×で示した。なお、今回の調査は、教育へのアクセスに関するアプローチを評価するので、

INEE の基本的スタンダード (住民参加・協調・分析) とアクセスと学習環境、教授と学習

を活用した。 

 

表 32 国際ロータリーの復旧援助を INEEミニマムスタンダードにより評価 

            学校 

項目 

B 校 

(貧困・補償的教育) 

D 校 

(貧困・包摂的教育) 

F 校 

(富裕・成績重視) 

基
本
的
ス
タ
ン
ダ
ー
ド 

 

住

民

参

加 

学校運営委員会開催 ○ 年 1 回開催 ◎ 年 2 回開催 △ 年 1 回開催 

CSO/NGO の参加 ○ ロータリー ○ロータリー、他 ○ ロータリー 

復旧への子どもの参加 ○ 社会調査参加 ○ 避難所の手伝い 

○ 社会調査参加 

○ 社会調査参加 

復旧への住民の参加 ○ 瓦礫の片付け ◎ 避難所の運営  × なし 

住民のリソース ○ 労働力の提供 ○ 人員の協力 ○ 親からの寄付 

協

調 

運営委員会による調整 △ロータリーが参加 ○ 政府と NGO △ 出資者 

リソースの動員 ×ロータリーのみ ○ 政府 NGO ○自己資金、寄付 

 

 

 

 

分

析 

 

早期調査 ◎ 家庭訪問実施 ○ 関係者被災調査 × なし 

被害調査 

(生徒数・校舎損壊、他) 

○生徒数・設備・質問

紙・聞き取り 

○生徒数・設備・質問

紙・聞き取り 

○生徒数・設備・質問

紙・聞き取り 分析  ○ 要因分析実施 ○ 要因分析実施 ○ 要因分析実施 

‘Do No Harm’ × 旧校舎の撤去 ○ 良好 ×緊急時学校閉鎖 

ドナーの対応 ×特定階層支援 ○包摂的支援 △成績優先の支援 

モニタリング ○ 1 年後実態調査、○ 

2 年後社会調査 

○ 1 年後実態調査 

○ 2 年後社会調査 

○ 1 年後実態調査 

○ 2 年後社会調査 評価 × レジリエンス 

△ 住民参加 

◎ レジリエンス 

◎ 住民参加 

△ レジリエンス 

× 住民参加 
ア
ク
セ
ス
と
学
習
環
境 

平等なアクセス 
○ 補償教育 

 (就学の平等) 

◎ 包摂的教育 

 (公平な援助) 

◎ 民族の平等 

(学費の平等) 

 

保護と安寧 

 

× 避難訓練実施 

×避難所機能 

×再開までの日数 

◎ 避難訓練実施 

◎避難所機能 

○再開までの日数 

× 避難訓練実施 

× 避難所機能 

◎再開までの日数 

施設とサービス 
◎ 耐震校舎 

△ 一部校舎脆弱 

◎ 耐震校舎 

◎ 地域共同水場 

◎ 耐震校舎 

◎ 先進的設備 

教
授
と
学
習 

カリキュラム ○ 職業関連科目 

× 防災教育 

○ 多様性に配慮 

○ 防災教育 

○ SLC 成績重視 

× 防災教育 

研修、職業開発と支援 ○ 教員の研修 ○ 教員の研修 ○ 良い教員の採用 

指導と学習過程 × 関与なし × 関与なし × 関与なし 

学習効果のアセスメント △ 卒業生徒数 △ 卒業生徒数 × SLC 点数 

(出所) 筆者作成 

 

自然災害によって顕在化した就学阻害要因は、生徒の負傷や死亡、親の負傷による失業や
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家屋の損壊による転居、震災特需による生徒の工場労働や家事労働等があり、多くの生徒が

困難な状況に巻き込まれた。そして、D 校の自然災害レジリエンスが高かった要因には、学

校設備や防災教育など教育の持つ機能や、水場の共同利用など地域の持つ機能が連携する

ことにより、生徒や家族そしてコミュニティの防災能力が高まった可能性があることを示

した。 

そして、INEE ミニマムスタンダードを活用し、国際ロータリーによる各学校への援助ア

プローチを評価した結果はつぎのようである。 

はじめに、基本的スタンダードの住民参加について、B 校では瓦礫の片付けや労働力の提

供があった。そして、D 校では住民や生徒の親たちにより避難所の運営が行われた。また、

F 校の親たちは復旧資金を寄付した。そして全校とも、国際ロータリーの行った社会調査に

協力した。 

また、関係者の協調においては、B 校では学校運営者と国際ロータリーが、D 校では、学

校関係者と行政、国際ロータリーを含めた複数の NGO が、F 校では学校経営者と国際ロー

タリーが計画やリソースを動員し復旧活動を協働した。 

そして分析は、B 校と D 校において、家庭訪問や学校での被災状況の早期調査をおこな

い、同時に質問紙調査やインタビューなどの調査を行った。また、地震後 2 年間継続して調

査を行い生徒数の変化や学校の運営状況をモニタリングし、援助の効果を測定した。 

つぎに、アクセスと学習環境については、学校ごとに特徴がある。たとえば B 校は、特

定の社会グループの就学を援助し、学校へ行けない子どもをなくすという平等なアクセス

に目を向けている。また D 校は同一地域内の子どもが誰一人取り残されず就学できるよう

に、奨学金などを必要な生徒に援助する不平等だが公平な援助をしている。さらに、F 校は、

エリート育成を目的としており、同じ学費を払えば、社会グループの差別無く平等な就学機

会を与えている。 

そして、保護と安寧や設備とサービスについては、B 校には地震で半壊した旧校舎があっ

たが、3 校とも耐震校舎を備えている。但し、地震の直後から学校が避難所として機能した

のは D 校のみであった。 

最後に教授と学習は、3 校のカリキュラムに特徴がある。例えば職業カーストの家庭が多

数である B 校には理科や工作などの科目が多く、校内ロボコンがおこなわれている。また

D 校では、防災教育がおこなわれている。そして F 校は PC 教室を備え、成績重視の教育

がおこなわれており、後期中等課程では模擬国連が開催されたことがある。 

これらの調査地に対する国際ロータリーの復旧援助を、自然災害レジリエンスの視点か

ら比較すると、つぎのようである。 

はじめに、住民参加に違いがある。なぜなら、D 校では普段から地域共同の水場を利用し

ていた住民と生徒そして学校関係者が、大地震が発生するとすぐに学校を避難所として機

能させることができたからである。他方、B 校は耐震校舎を持ち、水場など十分な設備を備

えているにも関わらず、学校再開までの日数に長期を要し再開後の生徒数も減少している。
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これは、特定社会グループの就学機会を補償するための学校という性格から、近隣住民の避

難所としての機能を発揮することが出来なかったことや、自分の子どもを被抑圧者グルー

プが多数である B 校に就学させたくない他の階級の親たちが多いことを示唆している。そ

して、このことにより B 校の生徒や家族は、さらに社会から孤立してしまい、コミュニテ

ィが発信する重要な情報を得られなかったことや、生活の再建が困難になり転居を余儀な

くされた可能性がある。また、これらの伝統社会の慣習は、B 校の近くに居住する他の階級

の子どもたちの就学を阻害する要因にもなっている可能性がある。 

つぎに、教授と学習に違いがある。B 校と F 校は、地震後の復学に影響を与えた自然災

害に対応できる能力を習得するための防災教育が欠如していたことがある。B 校では理科

や社会の授業で地震や洪水など自然災害の知識を得る時間があるが、防災の視点で自然災

害を学んだり、避難訓練をしたりすることはなかった。また、F 校の生徒は、都市部の安全

な場所に居住する富裕層が多く、一般に災害リスクは低いとされているグループに入るが、

第 3 章のインタビューで F 校の教員は、強靭で先進的な校舎への過信から、避難訓練はあ

まり行われていなかったと発言している。その結果、F 校の防災能力は、B 校と同程度であ

り、地震発生時に身を守る方法を知らなかった生徒は身体的被害を受け、長期に渡り復学で

きなかった可能性がある。 

つぎに、’Do No Harm’ の原則に対する違いがある。B 校は、国際ロータリーが援助した

耐震性の高い強靭な新校舎があるが、旧校舎は一部損壊した。そして東日本大震災の経験か

ら、余震は本震から 1 年余り続くことを考慮し、旧校舎を再建するまでの間、木造フレーム

でトタン張り平屋の余震をかわす軽量構造の仮設校舎を設置した。しかしながら、一部損壊

したレンガ積の旧校舎を取り壊さなかったため、余震の度に崩壊し、付近にいた教員が負傷

した苦い経験を昨日のように思い出す。この経験が示すのは、仮設校舎の設置と同様に重要

なのは、危険性の高い一部損壊した建物をいち早く撤去する必要性があることである。 

 これらの評価結果が示すのは、社会経済的に豊かな家庭かそうでないかに関わらず、カリ

キュラムに防災教育を取り入れ、多くの住民が学校に関わり、政府や外部支援者との協調が

あり、包摂性の高い、公平な学校運営が、自然災害レジリエンスを高める可能性があること

である。そして、国際ロータリーのような外部支援者には、それらを考慮した援助アプロー

チが求められている。 

国際ロータリーは、今まで INEE ミニマムスタンダードを意識して活動したことはなか

ったが、活動の手引きや評価に使うことにより、援助活動の適正度や過不足を判断しやすい

ことが分かった。また、従前の活動の段階からミニマムスタンダードを活用していたなら、

B 校や F 校における自然災害レジリエンスは D 校のように高まっていた可能性があると考

えられる。このことからも、INEE ミニマムスタンダードを活用することにより、途上国の

教育援助活動の質を高める効果が期待できる。とくに住民参加の視点は、被災者である子ど

もたちや家族、コミュニティのニーズと、それらを援助する国際ロータリーの思いを紡いで

行くうえで重要であると思われる。 
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 第 4 節. 防災教育に関する調査 (調査 3) 

 第 2 節 (調査 1) では、生徒数の変化を指標に用い、調査地の自然災害レジリエンスを比

較した。そして、第 3 節 (調査 2) では、INEE ミニマムスタンダードを活用し、調査地に

対する援助アプローチの違いを比較した。そこで本節 (調査 3) では、質問紙調査を用い防

災教育の効果を分析する。 

 そこで、調査地の B 校、D 校、F 校において、生徒たちの社会経済的背景やそれぞれの

学校の特徴、地震による被災状況と防災教育の効果の関連性を調べるために、29 の質問項

目についてアンケート調査を行った (添付資料 1)。サンプル数は 83 (B 校 30、D 校 30、F

校 23) で、解析した結果は次の通りである。 

 

3-4-1. 防災教育と避難行動の相関 

 はじめに、防災教育を受けた生徒は、ネパール地震発生時にそれぞれの居た場所において、

すぐに避難行動をとることができたかどうかを調べた。その結果、表 33 に示すように、災

害に関する学習を受けた回数 (質問 13) と、実際に避難行動がとれたかどうか (質問 15) の

間にはほとんど相関が無い。 

   

表 33 災害についての学習経験と実際の避難行動    

 災害学習 実際の避難 

災害学習 1  

実際の避難 -0.15781 1 

(N=83) 

(出所) SPSS により筆者作成 

 

 つぎに、避難訓練を受けたことがある生徒は、ネパール地震発生時にすぐに避難できたか

どうかを見てみると、表 34 に示すように、避難訓練を受けた回数 (質問 14) と実際に避難

行動ができたかどうか (質問 15) の間にはほとんど相関が無い。 

 

表 34 避難訓練の経験回数と実際の避難行動 

 避難訓練 実際の避難 

避難訓練 1  

実際の避難 0.192767 1 

(N=83) 

(出所) SPSS により筆者作成 

 

 そして、相関行列 (表 35) に示すように、ネパール地震発生時すぐに避難することができ

たかという変数と強い相関のある変数は見当たらなかった。 
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表 35 質問紙の変数 15 (実際の避難行動) と他の変数の相関 

 

(注) Q15 と他の変数との相関を示したので Q16 以降を省略 

(出所) SPSS により筆者作成 

 

 これらが示すように、アンケート調査の解析結果からは、防災教育と実際の避難行動に相

関は見られなかった。これは、防災教育により知識やスキルを習得しても、非日常的な自然

災害が発生してしまうと、実際には身を守る行動に繋がらない可能性を示唆している。 

 しかし、インタビュー調査において D 校運営委員会は「日本の震災に学び、避難訓練を

していたので、生徒も家族も死者を出さなかった」と述べ、D 校の校長は「地震の当日は休

日であり、子どもたちは学校にいなかったが、地震の時の対応を自宅やそれぞれの居た場所

で実践し、自然災害に対応する知識をもち、避難する方法を身につけた子どもたちが、家族

や自らの命を守ったのではないか」と述べている。また、D 校の教員の一人は、生徒に犠牲

者がでなかったことなどを防災教育の効果だと述べた。 

 そして、INEE ミニマムスタンダードによる評価でも、被害者の一番少なかった D 校は

避難訓練を実施していた。 

 それでは、図 41 のように、調査地 3 校の自然災害レジリエンスに差異が表れた要因はい

ったい何だったのか、防災教育は本当に効果がなかったのか、質問紙調査のデータを基に調

査地 3 校の特徴を分析することにした。 

 

3-4-2. 調査地の特徴 

 調査地 3 校には自然災害レジリエンスに差異がある (図 40、図 41、表 29)。そこで、ア
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ンケート調査に用いた 29 の変数から各調査地の違いや特徴を明らかにするため、判別分析

を行った。まず、正準判別関数集計を下記に示す。 

 ステップワイズで計算したところ、表 37 に示したように 2 つの正準判別相関で 3 つの調

査地を分類することができた。関数 1、2 の固有値は表 36 に示したようになり、第 1 軸に

分散の 81.4%が集まった。 

 

表 36 固有値と Wilks のラムダ 

        固有値                Wilks のラムダ 

 

(出所)  SPSS より筆者作成 

 

 そして、2 つの関数の正準相関は、関数 1 = 0.932、関数 2 = 0.776 と高くグループ分けが

うまくできている。そして、Wilks のラムダは関数 1 から 2 まで = 0.052、2 = 0.398 であ

り、カイ 2 乗検定で有意確率が 0.00 のため、グループ間に差があることが分かる。つぎに、

ステップワイズ法で投入された変数の質問内容と、各変数がどれくらいグループの分類に

貢献しているかを表 37 に示す。 

 

表 37 ステップワイズで投入された変数と正準判別関数係数 

 

変数 質問 

Q4 親の仕事日数（日/週） 

Q9 進学したいか（初等・中等・大学） 

Q10 怪我したとき病院へ行けるか 

Q11 母親学歴 

Q12 父親学歴 

Q14 避難訓練経験回数（回） 

Q18 ネパール地震で負傷したか 

Q26 親の収入 

Q27 地震後の学校設備はどうなったか 

Q29 親は学校に行くように言うか 

(出所)  SPSS より筆者作成 

 

この関数 1 と関数 2 により計算した 83 ケースの得点を散布図にしたものを図 44 に示す。



101 

 

また、分類結果を表 38 に示す。 

 

図 44 調査地の特徴 

 

(出所)  SPSS により筆者作成 

 

表 38 分類結果 

 

(出所)  SPSS により筆者作成 

 

 このように、83 人の生徒のうち 92.8%が正しく分類された。そして散布図に表れた調査

地の特徴はつぎのようである。 

 はじめに、横軸の第 1 軸沿いで第 1 象限と第 4 象限に含まれる F 校は、両親の学歴が高

く (Q11、Q12)、親の収入が高い富裕層が多数である (Q26)。また、生徒たちは向学心が高

い (Q9)。そして、ネパール地震で負傷しなかった生徒が多い (Q18)。これらのことから、

F 校の生徒たちの家庭は、社会経済的に自立できている環境にあると考えられる。 

 つぎに、第 2 象限に多くが含まれる D 校は、経済的に豊かな家庭は少ない (Q26)。しか
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し、避難訓練の回数は多く (Q14) 、地震で負傷した生徒も少なかった (Q18)。また、地震

の後に学校の設備は良くなったと回答した生徒が多く (Q27)、そして、怪我をしたとき病院

に行けるとの回答が多い (Q10)。これらのことから、D 校やその地区は、外部から多くの援

助を受けていることが表出されている。 

 最後に、第 3 象限に多くが含まれる B 校は、経済的に豊かな家庭は少ない (Q26)。しか

しながら、親はよく働き (Q4)、子どもに対し学校に行くように言う (Q29)。そして、高等

教育まで進学したい生徒が多い (Q9)。これらのことから、B 校は、貧しいながらも向上意

欲のある生徒が多数存在することが表出されている。 

 本節で最初に行った、防災教育に関わる変数 (防災学習と避難訓練) と防災能力に関わる

変数 (実際に避難行動ができたか) の間には相関が表れなかった。しかし、防災教育を行っ

てきた D 校の教員たちは、インタビューで防災教育の効果があったことを述べ、実際に学

校の自然災害レジリエンスは高い (図 40、41)。 

 そして、今回の判別分析の結果が示すのは、調査地には、一人ひとりが皆違う多様な背景

をもつ生徒たちが共存しているものの、学校ごとに明確な特性が示されたことである。そう

だとすれば、ある特定の自然災害を想定した避難訓練をおこなうにしても、学校や地区の特

性に合わせた災害知識や避難スキルを習得させる配慮が必要であると思われる。それと同

時に、生徒たちの居住する自然環境や生活環境、社会経済文化的な差異に配慮し、公平性に

目を向けた防災教育が求められていると思われる。 

 

 第 5 節. 本章の小括 

本章の目的は、どのような教育援助アプローチが調査地の学校や関係者の自然災害レジ

リエンスを高め、災害リスクを低減するのかを明らかにすることである。 

そして、調査地において自然災害レジリエンスが高かったのは D 校であり、その主な要

因は、国際ロータリーが学校の敷地内に設置した地域共同の水場という財が、生徒や住民が

自然災害発生時に選択可能な、①避難所として機能する、②水場を利用できる、②情報交換

できる、③教育を続けられるといった機能にうまく変換されたアプローチであると考えら

れる。これには、第 1 章に示したケイパビリティアプローチが当てはまる。 

なぜなら、この学校内に設置された地域共同利用の水場は、利用する近隣住民が話し合い

により交替で管理することが決められている。それにより、水場は普段から住民が集い学校

周辺の多様な民族を包摂していった。さらに、水場の利用を通じて学校が身近になったこと

により、親の識字教育にも人が集まるようになった。また水場は、コミュニティの情報交換

の場となり、住民の社会参加を促すきっかけになるなど、水汲み以外にも多くの機能に変換

されたと考えられるからである。そして、住民にとって身近な存在となった D 校では、ネ

パール地震が発生したとき、いち早く住民が集い、避難所となり、水を提供し、救護をおこ

ない、多くの被災者を受け入れることができた。また、地域住民が学校の復旧を手伝い、教

育を再開したことにより、生徒たちを保護し、コミュニティの日常性を回復させることがで
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きたからである。 

このように、国際ロータリーが財の寄贈として、学校の敷地内に地域共同の水場を設置し

たことに加え、住民の協働や協治ガバナンスというプロセスを経て、生徒や家族、そして学

校周辺の住民にとって、日常生活の中に、そして自然災害発生時にも、自分たちができるこ

と (センは機能と呼ぶ) の選択肢の幅を広げることにより、コミュニティの自然災害レジリ

エンスは高まったと考えることができる。 

 また、防災教育に関する質問紙調査の統計解析からは、調査地でおこなわれてきた防災教

育は、生徒たちの防災行動に直接寄与していないという結果が出たが、こうしたことも質問

紙調査を実施し統計解析する手法を使わなければ判らなかったことである。但し、統計解析

は万能ではなく、合わせて丁寧なインタビューや観察などの質的調査は重要である。そして

今回も、一番生徒に近い存在であり、D 校で定期的な防災教育を続けている教員たちは、

口々に防災教育の効果に言及したことからことからも、災害への関心と防災教育への期待

は大きいと考えられる。 

そうであるならば、本章、第４節の判別分析で明らかになったように、調査地の生徒たち

は一人ひとり皆違う多様な環境に共存しているのだから、防災教育をおこなう場合には、自

然環境や社会経済的環境の多様性、畠 (2008) やアリヤル (2011) が指摘した不公平な伝統

的社会構造などに配慮した防災教育をおこなうことが重要であると考えられる。また、2015

年ネパール地震のような非日常的な自然災害の発生に対し、しなやかに乗り越える力をつ

けるには、画一的な避難訓練だけでなく、自然災害に直面した時にどう行動すればよいのか、

一人ひとりが主体性を持って考える力を養うための防災教育が必要だと思われる。 

 この件に関し Guevara は、防災教育が社会経済的不平等の問題に取り組まなければ、自

然災害に脆弱な人びとがうまくいけば生き残る手助けをする程度のものになると指摘して

いる (Guevara 2015)。 

 したがって、国際教育援助として防災教育を実施する場合には、画一的な知識の伝達をお

こなうのではなく、これまで蓄積してきた調査地の知見を生かし、調査地の持っている多様

性に配慮した、公平性の理解を高められる防災教育を可能とするような援助が求められて

いると思われる。その要求に応えることにより、多様な社会経済的背景を持ち、伝統的社会

構造の中で、さまざまな環境に生活している生徒や家族、コミュニティの自然災害レジリエ

ンスの向上に寄与することが可能になり、調査地の EFA 達成に貢献できるものと思われる。 
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第 4 章 子どもの安全保障の視点に立脚した防災教育の効果 (研究 3) 

 本論文の目指す目標は、2015 年の世界教育フォーラムにおいて、EFA の達成を阻害する

要因として特定された自然災害を取りあげ、災害リスクを低減するために防災能力を高め

るのは、どのような防災知識か・備える態度か・実践スキルか・公平性の理解かといった、

防災教育の目的や方法に関する先行研究の議論に、実証研究から得た新たな知見を提供す

ることにより、防災教育に関する将来の研究に貢献することである。 

 前章までに、2015 年ネパール地震により、調査地の従前の就学阻害要因はさらに顕在化

したことや、新たに発現した就学阻害要因に、自宅の損壊や親の失業による転居、地震によ

る傷病、設備の損壊による学校の閉鎖、復興特需による労働、防災能力の欠如などがあるこ

とが明らかになった。 

また、国際ロータリーが学校に設置した水場を通じて、地下水脈という公共財を不特定多

数の人びとに提供するというコミュニティ開発により、生徒や家族、住民の自然災害レジリ

エンスを高め、自然災害からの社会的復興を円滑に進めた事例を示した。 

他方、2015 年ネパール地震により、多くの学校において生徒数は減少したことから、調

査地の EFA を達成するには、教育設備や社会経済的貧困、伝統的社会構造に目を向ける援

助とともに、防災能力を高めるための援助が求められていることが明らかになった。 

そこで本章は、調査地のレジリエンスを高めるための防災教育に取り組むことにした。そ

して、科学の公衆理解に関する欠如モデルと文脈モデルを相互補強的に応用し、自然災害発

生時に子どもたちが必要とする防災機能の選択肢の幅を拡大するようなケイパビリティア

プローチを実践するために、子どもの防災能力向上と主体性を高めることを目的に編集さ

れた『子どものための仙台防災枠組み・ネパール語版』を調査地の防災教育に実装し、その

効果を測定した。 

 

 第 1 節. 本章の目的 

本章の目的は、調査地において 『子どものための仙台防災枠組み-ネパール語版』 を実

装した防災教育の効果を検証することである。 

なぜなら、調査地では避難訓練や防災教育を実施していた学校もあったが、アンケート調

査を分析したところ、統計的に有意な効果は表れなかった。そして、調査地の多様な自然環

境や社会経済的背景、伝統的社会構造の中で生活している生徒たちに、画一的な避難訓練を

おこなうのではなく、自然災害に直面した時にどう行動すればよいのか、一人ひとりが主体

性を持って考える力を養うような、質の高い防災教育の必要性が判明したからである。 

そこで、これまでおこなわれてきた災害知識や避難スキルの習得を目的とした防災冊子

に比べ、より社会経済的脆弱性や公平性について考えることを主眼とした『子どものための

仙台防災枠組み-ネパール語版』を調査地の防災教育に実装することにした。そして、実証

研究の結果から、防災能力を高めるのは防災知識か、備える態度か、実践スキルか、公平性

の理解かといった防災教育の目的や方法に関する先行研究の議論に新たな知見を提供する
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ことにより、防災教育に関する将来の研究の一助となることができると考える。 

そのために、授業の観察、グループインタビュー調査、質問紙調査により教育効果を測定

し、自然災害発生時に発現する子どもの生存・生活・尊厳を脅かすリスクはどのように変化

するのかを、子どもの安全保障の視点から明らかにすることにした。 

 

 第 2 節. なぜ防災教育に『子どものための仙台防災枠組み』を実装するのか 

 本節では、子どもの安全保障の視点に立脚した防災教育の必要性をネパールの事例で示

す。そして、実装する『子どものための仙台防災枠組み』を概観し、本章が防災教育に関す

る将来の研究にどのように貢献できるのかを述べる。 

 

4-2-1. ネパールにおける子どもの安全保障と防災教育の必要性  

人間開発報告書 (1994) において、自然災害は人間の安全保障に対する脅威と特定された。

また、人間の安全保障委員会 (2003) は、経済危機・自然災害・紛争が人間の安全保障に打

撃を与える 3 種類の危機だと述べている。とりわけ、自然災害に脆弱なグループに分類さ

れる子どもは、いったん災害が発生してしまうと社会のあらゆる場面で、平和への脅威・開

発への脅威・人権への脅威に晒され、子どもの安全保障は危機に直面する。そして今回取り

上げたネパールの子どもたちが直面している脅威は次のようである。 

 最初に平和への脅威として、自然災害により子どもが遭遇する恐怖には、例えば地震や地

滑り、洪水、雪崩などがある。これらの自然現象により大人に比べ知識や経験、体力などあ

らゆる面で自然災害に対処する潜在能力の低い子どもの命が奪われやすい。また、自然災害

に伴う衛生状態の悪化による伝染病の発生や社会の混乱時に起こる暴動など、子どもの生

存を脅かすリスクが高まる。 

 つぎに開発への脅威として、自然災害により子どもが遭遇する欠乏には、例えば親が死傷

したり親の職場が被災したりすると、家庭の収入が減少し生活は困窮する。すると、生活を

支えるために子どもにも労働が強いられ、学校に行けなくなる。また被災時に孤立すると、

病院に自ら行くことが出来ない子どもは、怪我の治療を受けられず重篤化する。そして、透

析などを必要とする慢性疾患の子どもの治療が途絶え、継続的な投薬を必要とする子ども

に薬が行き届かなくなるなど、人間開発を促進するための教育や保健へのアクセスが阻害

され、子どもの生活を脅かすリスクが高まる。 

 最後に人権への脅威として、子どもから奪われる権利はつぎのようなものがある。例えば

被災した貧しい家庭の子どもは、家計を支えるために家事や工場労働、路上販売など児童労

働を強いられる。そして、社会の混乱のなかで人身取引や性的搾取などのターゲットになり

やすい。また女子は、家庭の経済状況の悪化により、子どものうちに望まない結婚を強いら

れることもある。さらに、自然災害により負傷した子どもや障がいのある子どもは、病院へ

のアクセスが制限される。そして、これらの不公平と社会的排除により、教育を受ける権利、

文化的に生きる権利が奪われ、子どもの尊厳が著しく否定されてしまうことが考えられる。 
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このように、自然災害による子どものリスクは、平和を脅かす自然現象の変動強度だけで

なく、開発や人権を脅かす子どもの生活環境の脆弱性により拡大することで、ネパールの被

災者は、貧しい家庭の子どもに集中し、就学の機会や健康に生きる権利を奪われ、貧困の連

鎖を招き、社会経済的格差の固定あるいは拡大につながってしまう可能性がある。 

したがって、ネパールでは子どもの安全保障の視点に立脚した、生存・生活・尊厳に対す

るリスクを低減するための防災教育が求められている。 

 

4-2-2. 『子どものための仙台防災枠組み』 

「仙台防災枠組み」が示す 7 つの目標は、①死亡者数の減少、②被災者数の減少、③経済

的損失の削減、④重要インフラの損害削減、⑤防災戦略採用国数の増加、⑥国際協力の拡充、

⑦早期警戒システム及び災害リスク情報へのアクセス拡充である。また、これらの目標を達

成するための 4 つの優先行動は、①災害リスクの理解、②災害リスク管理体制の強化、③強

靭化 (レジリエンス［Resilience］) に向けた防災への投資、④災害への備えとより良い復

興 (build back better) である。 

そして、「仙台防災枠組み」のステークホルダーに「子ども」を含むことが採択されたこ

とから、こうした考えを共有するグローバルネットワーク CCC は、専門性の高い「仙台防

災枠組み」すべてをそのまま子どもに教えるのではなく、学校で、或いは家庭やコミュニテ

ィで、子どもたちが主体となって防災について考えるための 『子どものための仙台防災枠

組み』 (2015) を編集した。 

これは、さまざまなテキストやアクティビティを通じて、子どもたちを中心とした災害リ

スクの低減や、子どもたちの権利について、インタラクティブに学ぶ機会を提供するための

ものである (CCC 2015)。 

また、多様な国や文化のなかに生きる子どもたちが、自分たちに出来ることを考え、意見

を出し合い、主体的に防災に参加できる能力を身につけるための手引きであり、従来おこな

われてきた画一的な防災知識やスキルの習得を目的とした授業型学習用の冊子に比べ、地

域に起こった災害の歴史や地域独特の防災方法やコミュニティの特徴など、地域知を取り

入れた副読本や、娯楽性の高い災害マッチングゲームや防災クイズなどを災害知識の習得

にとりいれている。また、グループワークを多用し、自然災害に対する多様な社会の脆弱性

を知り、それらにどう対応できるのか、自分たちは社会に対して何を主張できるのかを、子

どもたちが皆で考え話し合うための参加型学習の手引となっているのが特徴である。 

 

 第 3 節. 研究方法 

 本節では、調査地と『子どものための仙台防災枠組み』を実装する研究方法、そして分析

方法について記述する。 
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4-3-1. 調査地 

調査地は、第１章第 9 節 1-9-1 調査地に示したように、2015 年ネパール地震の被災地シ

ンドゥパルチョーク郡南部のメラムチ市周辺に位置し、国際ロータリーが NRA の要請によ

り復旧援助をしてきた中等教育学校1210 校である (図 22、表 5)。 

 

4-3-2.『こどものための仙台防災枠組み-ネパール語版』の防災教育への実装 

本論文で述べる実装とは、『子どものための仙台防災枠組み』を主教科書とし、その理念

に沿った防災教育を調査地で展開することを言う。 

はじめに『子どものための仙台防災枠組み-ネパール語版』 (Arai 2018) を作成した。あ

わせて、グループワークで使う自然災害の地域性を反映した副教材として、地域に起こった

災害の歴史や地域独特の防災方法などの地域知を取り入れた副読本や、娯楽性の高い災害

マッチングゲームや防災クイズなどを作成した。そして、調査地 10 校の教員に、『子どもの

ための仙台防災枠組み-ネパール語版』の理念や教材の使い方など、教授方法の講習を実施

した。 

その後、講習を修了した教員はそれぞれの学校で全学年を対象に、表 39 のカリキュラム

に従い防災教育を実施した。そして、筆者は授業や避難訓練の観察、関係者へのインタビュ

ー、質問紙調査をおこない教育効果を測定した。 

 

4-3-3. 分析方法 

防災知識や備える態度、実践スキル、公平性の理解、防災意識について、防災教育実施前

後に行った生徒や教員へのグループインタビューや避難訓練の観察から変化を抽出した。

この質的調査には、渡航期間の 2018 年 11 月の 10 日間と、2019 年 2 月の 10 日間の間に、

筆者が直接訪問しインタビューが可能であったメラムチ市の I 校、K 校、O 校の 3 校を選

定した。なお、これらは防災意識や知識に関する質問紙調査の後に実施した。 

また、質問紙調査は防災教育実施前と実施 3 か月後に、調査地 10 校の中等教育課程 9 年

生から 12 年生全員を対象に行った。それに使用した測定尺度は、国立研究開発法人防災科

学技術研究所が開発した「防災意識尺度」を用いた (添付資料 2)。そして、防災教育前と実

施 3 か月後の防災意識得点の平均値に差があるかは、SPSS25 を使用しノンパラメトリッ

クデータを比較するため Mann-Whitney の U 検定を行った。 

また防災知識の測定は、防災意識尺度の変数のうち防災知識に関する 4 つの変数の合計

点を防災知識尺度とした。なぜなら、島崎らの研究によると調査データの因子分析結果は、

これら 4 つの変数に影響を与える共通因子として「被災状況に対する想像力」が抽出され

ており、自然災害が発生したら身の回りにどんなことが起こるのか、自然災害の発生する構

 
12 2016 年 6 月 29 日に、ネパールの教育基本法 (Education Act. eighth amendment） が改正され、学校制度が整理
された結果、教育課程は、基礎教育 8 年（1-8 年）、中等教育４年（9-12 年）に区分けされた。通常、中等教育学校には
基礎教育課程と中等教育課程が含まれる。 
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造や原因を知り、それにより引き起こされる災害を理解し、また災害発生時に何が不足し何

が必要なのか、そして自分は何をしたらいいのかといった防災知識の習得度により変化す

るからである (島崎・尾関 2017)。 

 

表 39 『子どものための仙台防災枠組み』を実装した防災教育カリキュラム 

日程 授業内容 教育目的 
時間 

(分) 

応用 

モデル 

第 

1 

日 

・オリエンテーション及び質問紙調査を実施 

・授業目的の説明 (pp.4-11) 

・災害について理解する (pp.12-23) 

・災害マッチングゲームやパズルで理解を深める 

 (pp.16-27, グループワーク) 

災害知識の習得 

30 
20 
30 
40 

文 

文 

欠 

文 

第 

2 

日 

・ハザードが災害になる可能性を考える  

(pp.24-27, グループワーク) 

・災害に弱い人について考える  

(pp.28-31, グループワーク) 

・災害による被害を防ぐことができる方法を考える  

(pp.30-31, グループワーク) 

脆弱性の理解 

災害弱者の理解 

他者指向性の涵養 

30 
 

30 
 

30 

文 

 

文 

 

文 

 

第 

3 

日 

・災害リスクを理解する (pp.32-37) 

・災害に強いコミュニティについて考える  

(pp.26-27, グループワーク) 

・子どもの役割を考える (pp.40-41, グループワーク) 

社会的脆弱性の理解 

公平性の理解 

リーダーシップの涵養 

30 
30 
 

30 

欠 

文 

 

文 

第 

4 

日 

・「仙台防災枠組み」の７つの目標を理解する (pp.42-55) 

・４つの優先行動を理解する (pp.56-63) 

・危険な場所はどこか、また安全な場所はどこかを考
える (p.64, グループワーク) 

仙台防災枠組みを知る 

災害リスクの理解 

40 
20 
30 

欠 

欠 

文 

 

第 

5 

日 

・ハザードマップを作る (p.64, グループワーク) 

・地域が安全になる方法を発表する (グループワーク) 

・避難訓練をする (全校) 

他者指向性の涵養 

態度の変化 

スキルの向上 

60 
60 
30 

文 

文 

文 

3 

ヵ 

月 

後 

・抜き打ち避難訓練 (全校) 

・質問紙調査を実施 

防災能力の向上 

行動変容 

30 
30 

(計 10 

時間) 

 

 

(注 1) ( ) 内の頁数は『子どものための仙台防災枠組み-ネパール語版』の頁数 

(注 2) モデルの(欠)は欠如モデル、(文)は文脈モデルを応用したことを示す 

(出所) 筆者作成 

 

 第 4 節. 結果と考察 

 本節では、前述の方法により測定した (1)防災知識、(2)災害に備える態度、(3)実践スキ

ル、(4)公平性の理解、(5)防災意識の変化を示す。そして、実装した何が作用し、生徒たち

の防災意識や行動にどのような変化に影響したのかを考察する。 

 

4-4-1. 防災知識 

防災教育実施前と実施 3 か月後における防災知識得点の変化を表 40 に示す。このよう

に、全生徒の防災知識得点の平均値は、防災教育実施後 3 か月経過した時点でも教育前に

比べ高いレベルを維持していた。そして有意差がない 4 校でも、質的調査を行った I 校と O

校でのグループインタビューの結果に防災知識が向上したと思われる変化が表われた。 

例えば O 校では、ネパールではどのような自然災害が発生するかとの質問に対し、防災
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教育前に 11 種類を挙げた生徒たちが、防災教育後には 16 種類を挙げた (表 41)。これは、

カリキュラム第 1 日目におこなう災害マッチングゲームやパズルを使った災害メカニズム

の理解が災害発生に関する知識を増やしたものと考えられる。 

 

表 40 防災教育前後における防災知識得点の変化 

学校 
防災教育前の点数 防災教育 3 か月後の点数 

平均の差 
有意確率 

(U 検定) n 平均 標準偏差 n 平均 標準偏差 

G 53 15.81 3.88 37 18.41 4.09 2.59 .003*** 
H 27 15.00 2.47 28 17.39 3.36 2.39 .005*** 
I 63 15.40 3.27 60 16.40 4.12 1.00 .125 
J 69 17.12 4.82 97 19.81 2.40 2.70 .001*** 
K 63 16.03 3.57 76 17.76 3.92 1.73 .005*** 
L 51 17.57 2.92 58 17.09 3.31 -0.48 .503 

M 13 13.92 2.66 19 17.89 2.28 3.97 .000*** 
N 36 17.58 3.30 41 18.49 3.03 0.90 .179 
O 44 17.64 3.02 54 17.07 4.58 -0.56 .683 
P 105 14.60 5.03 82 16.13 4.41 1.53 .035** 

全生徒 524 16.07 4.05 552 17.56 3.87 1.49 .000*** 

(注) *p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01, n=サンプルサイズ 

(出所) SPSS25 の計算より筆者作成 

 

また、自然災害が起きると危険な場所はあるかという質問に対し、防災教育後には不良の

たまり場など、自然災害が引金となり発生する社会問題を挙げた。これは、「ハザードが災

害になる可能性を考えるグループワーク」を通じて、自然災害が社会環境を悪化させてしま

うことを理解したものと考えられる。 

さらに、被害に遭いやすい人は誰かといった、災害リスクの理解に関わる質問に対し防災

教育前に 4 種類を挙げた生徒たちは、防災教育後には新たに①子ども、②貧しい人、③障が

い者、④泳げない人、⑤工場の近くの人、⑥防災知識のない人、⑦社会との繋がりがない人

などを含め 11 種類を挙げた (表 41)。これは、「災害弱者について考えるグループワーク」

において、自然災害に対する脆弱性は物理的なものだけではなく、社会経済そして文化的な

脆弱性が存在することを理解したものと考えられる。 

そして、グループインタビューでの特徴的な発言として、①なぜ災害がおきるのか分かっ

た、②恐怖心がなくなった、③家族に対応のしかたを教えてあげられた、④今後災害に遭っ

ても自分や家族、友人の被害が少なくなると思う、⑤皆で遊ぶ場所が安全か気にするように

なった、⑥家族を説得し家庭に緊急バッグを備えた、⑦災害が発生して家族がバラバラにな

ったときの集合場所を鉄筋コンクリート造りの叔父さんの家に決めたと発言した  (表 39)。  

このように、生徒たちは自然災害の発生する構造や原因は何か、自然災害が発生したら身

の回りにどのようなことが起こるのか、どこが危険で誰が被害に遭いやすいのか、自分はど

ういう行動をしたらよいのかを知り、防災知識が高められたと思われる。 

また、ある教員はインタビューで「この冊子のパズルやゲームは家庭や友人との遊びのな
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かで繰り返し使われた」と発言しており、娯楽性のある教材による学習効果だけでなく家庭

や周辺への波及効果が期待できる。 

 

 

表 41 O 校生徒へのグループインタビュー 

構造化した質問 

【防災教育前】 

調査日：2018 年 11 月 9 日 

参加者：10 年生 9 人(男子 5 人、女子 4 人) 

【防災教育後】 

調査日：2019 年 2 月 28 日 

参加者：10 年生 10 人 (男子 5 人、女子 5 人) 

ネパール地震の

時の様子はどう

でしたか。 

・自宅の壁が崩れた 

・お父さんが怪我をした 

・道路が通行できなくなった 

・学校が閉鎖された。 

・山の斜面から砂の煙があがった 

・学校の校舎２棟のうち１棟４教室が全壊した 

・友達の家もたくさん壊れた 

・地滑りで道路や畑が壊れた 

・親戚４人が半年家にいた 

・１年くらいは復旧のために働いた 

ネパール地震に

より受けた被害

はなんですか。 

・死者や怪我人が多数でた 

・学校へ行けなくなった 

・家族がバラバラになった 

・食べ物がなくなった 

・家族や友人が死んだ・学校へ行けなかった 

・怪我をしても治療して貰えなかった 

・食べ物がなく空腹だった 

・母親はカトマンズヘ仕事にいった 

・家事が大変だった 

なぜ地震は起き

たのですか。 

・定期的に起きる自然現象だから 

・火山が噴火するから 

・地球は動いているから 

・大陸は動いているから 

・ネパールは大陸の境目にあるから 

・境目では定期的に地震があるから 

ネパールはどん

な災害が発生し

ますか。 

・地震・地滑り・崖崩れ・洪水・干ばつ 

・雪崩・氷河湖決壊・伝染病・空気の汚染 

・交通事故・暴動 

・地震・地滑り・崖崩れ・落石・洪水・干ばつ 

・雪崩・氷河湖決壊・水質汚染・伝染病・犯罪 

・空気の汚染・工場の煙・交通事故・火災・暴動 

この地域に、災

害が起きると危

険な場所はあり

ますか。 

・川の近く・山の斜面・つり橋・工場の周辺 

・崩落した畑・壊れそうな建物 

・川の両岸・山の斜面・落石が繰り返す場所 

・老朽化した橋・セメント工場の周辺 

・崩落した畑・不良のたまり場 

災害により被害

に遭いやすい人

は誰ですか。 

・河辺に住んでいる人 

・山の斜面に住んでいる人 

・古い家に住んでいる人 

・お年寄り 

・子ども・お年より・貧しい人・障がい者 

・泳げない人・斜面に住む人・川辺に住む人 

・古い家に住む人・工場の近くの人・防災知識の

ない人・社会との繋がりがない人 

地震が発生した

ら ど う し ま す

か。 

・避難訓練の通りに行動する。 

・外へ逃げる。 

・すぐに家に帰る。 

・学校では訓練の通り実践する。 

・家では外に逃げる。 

・安全な広場に逃げる。・急いで家に帰らない。 

・川に行かない。 

・危険な場所に行かない。 

その他、特徴的

な発言 

・地震の後、避難訓練が増えた。 

・避難訓練は飽きた。 

・なぜ災害がおきるのか分かった。 

・恐怖心がなくなった。 

・家族に対応のしかたを教えてあげられた。 

・今後災害に遭っても、自分や家族、友人の被害

が少なくなると思う。 

・皆で遊ぶ場所が安全か気にするようになった。 

・家族を説得し、家庭に緊急バッグを備えた。 

・災害が発生して家族がバラバラになったとき

の集合場所を鉄筋コンクリート造りの叔父さん

の家に決めた。 

(出所) 筆者作成 

 

さらに、被害に遭いやすい人は誰かといった、災害リスクの理解に関わる質問に対し防災
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教育前に 4 種類を挙げた生徒たちは、防災教育後には新たに①子ども、②貧しい人、③障が

い者、④泳げない人、⑤工場の近くの人、⑥防災知識のない人、⑦社会との繋がりがない人

などを含め 11 種類を挙げた (表 41)。これは、「災害弱者について考えるグループワーク」

において、自然災害に対する脆弱性は物理的なものだけではなく、社会経済そして文化的な

脆弱性が存在することを理解したものと考えられる。 

そして、グループインタビューでの特徴的な発言として、①なぜ災害がおきるのか分かっ

た、②恐怖心がなくなった、③家族に対応のしかたを教えてあげられた、④今後災害に遭っ

ても自分や家族、友人の被害が少なくなると思う、⑤皆で遊ぶ場所が安全か気にするように

なった、⑥家族を説得し家庭に緊急バッグを備えた、⑦災害が発生して家族がバラバラにな

ったときの集合場所を鉄筋コンクリート造りの叔父さんの家に決めたと発言した  (表 39)。  

このように、生徒たちは自然災害の発生する構造や原因は何か、自然災害が発生したら身

の回りにどのようなことが起こるのか、どこが危険で誰が被害に遭いやすいのか、自分はど

ういう行動をしたらよいのかを知り、防災知識が高められたと思われる。 

また、ある教員はインタビューで「この冊子のパズルやゲームは家庭や友人との遊びのな

かで繰り返し使われた」と発言しており、娯楽性のある教材による学習効果だけでなく家庭

や周辺への波及効果が期待できる。 

 

4-4-2. 自然災害に備える態度 

自然災害に備える態度の変化は、防災教育前後に行ったグループインタビューの結果に

表れた。 

例えば I 校では、防災教育前には備えに関する発言はなかったが、3 か月後には、①親や

家族に災害の知識を伝えた、②家族で避難方法を決めた、③親を説得して防災バッグを家に

備えたと発言した。また O 校でも、防災教育前に備えに関する発言はなかったが、3 か月

後には、①家族に対応の仕方を教えてあげられた、②皆で遊ぶ場所が安全か気にするように

なった、③家族を説得し家庭に緊急バックを備えた、④災害が発生して家族がバラバラにな

ったときの集合場所を鉄筋コンクリート造りの叔父さんの家に決めたと発言した (表 39)。 

これらの発言から、「子どもの役割グループワーク」において、子どもが家族や周囲の人

びとを守る主役になれることを理解したことが伺える。また、「仙台防災枠組み」の優先行

動 4 にある災害への備えについての話し合いにおいて、家庭での備えの大切さを理解した

と考えられる。 

さらに、グループインタビューを実施した 3 校とも、指導要領に記されている「生徒や近

隣の住民を学校防災活動のステークホルダーに含める提案」を受け入れ、学校に防災委員会

を設置し生徒も委員として参加させていた。そして防災委員会は、生徒たちと学校周辺のリ

スクマップを作成したり、防災カレンダーを作成したりするなど、生徒や教員の間に自然災

害に備える態度の変化が表れた。 
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4-4-3. 実践スキル 

I 校、K 校、O 校の 3 校で行った避難訓練の観察結果を表 42 に示す。防災教育 3 か月後

の抜き打ち避難訓練13において、避難に要した時間は学校ごとに差はあるものの 3 校とも防

災教育前に比べ短縮された。 

しかし、特筆すべきは生徒たちの行動の変化にある。例えば K 校では、じっと傍で見て

いた観察者を誘導したり、I 校では、生徒が筆者に対し机の下に隠れるように促したりと、

他者の災害リスクにも目を向ける行動が見られた (表 42)。これらの行動は、「災害弱者につ

いて考えるグループワーク」や「防ぐことができることを考えるグループワーク」により得

た知識が、観察者らを避難する知識がない災害弱者と判断し、生徒が主役となり災害弱者を

誘導する行動として表れたと考えられる。 

 

表 42 避難訓練の観察結果 

学

校 

1 回目 予告訓練 2 回目 抜き打ち訓練 

日時 
避難 

時間 
生徒の行動 教員の行動 日時 

避難 

時間 
生徒の行動 教員の行動 

I

校 

2018/ 

11 月 

19 日 

36 分 

いきなり教室

外に逃げよう

とする生徒が

教員に戻され

た。大騒ぎのう

ちに訓練が終

わった。 

終始大声で生

徒を誘導して

いた。マニュア

ルを読みなが

ら訓練を行っ

た。 

2019/ 

2 月 

27 日 

28 分 

騒がしいが、皆で

行動を確かめあ

っていた。友人の

避難を促してい

た。 

生徒を観察して

いた。おかしな行

動の生徒を誘導

していた。 

K

校 

2018/ 

11 月 

22 日 

32 分 

多くの生徒は

教員の指示に

従い行動した。

教室外にいた

生徒は何をし

たら良いのか

わからないよ

うだった。 

次の行動を生

徒に説明しな

がら誘導した。 

教員が主体と

なって避難誘

導した。 

2019/ 

2 月 

28 日 

27 分 

訓練を開始する

と、自信がありそ

うに微笑んでい

た。観察者を誘導

した。 

静かに見守って

いた。最終避難場

所を指示してい

た。ファーストエ

イドキットを避

難場所に運んだ。 

O

校 

2018/ 

11 月 

24 日 

22 分 

生徒は避難訓

練に慣れてい

るようだった。

廊下にいた生

徒が教室に戻

る場合があっ

た。 

静かに生徒た

ちを見守って

いた。 2019/ 

2 月 

28 日 

19 分 

校庭で遊んでい

た生徒達は、中央

に集まった。 

私に向かって早

く机の下に隠れ

るよう促した。 

教員たちも一緒

に避難訓練に参

加した。職員室に

いた教員はファ

ーストエイドキ

ットを運び出し

た。 

(出所) 筆者作成 

 

他方、以前から避難訓練に慣れていた I 校での防災教育前におこなわれた予告訓練で、訓

練開始時に廊下や校庭にいた生徒が、地震の発生を意味するサイレンが鳴ると、走って教室

に戻る様子を行政の観察者らは確認した。これに関し、訓練後におこなわれた会議において、

訓練で刷り込まれた画一的な行動は、無用な被害者を生み出してしまう危険性があること

 
13 筆者の訪問は伝えてあるが、避難訓練をおこなうことは伝えていない。 
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を指摘され課題として残っていた。 

そして 3 か月がたち、抜き打ち避難訓練の日にも生徒たちは教室にいただけでなく、廊

下を歩いたり校庭で遊んだりしている者がいた。にわかに訓練が始まると、校庭にいた十数

人の生徒は独自の判断で校庭の中心に集まった。訓練の後、なぜ校庭の中心に集まったのか

聞いてみたところ、8 年生の R さんは「地震のときは校舎の壁が壊れたり、2 階のガラスが

割れたりして落ちてくるかもしれないから、建物の近くに逃げるのは危険だと思った。だか

ら周囲に何もない校庭の中心が安全だと思い、周りにいた下級生を連れて集まった」と発言

した。これは、「ハザードが災害になる可能性を考えるグループワーク」で話し合ったこと

が、地震発生時の想像力を高めた行動の表れだと考えられる。 

このように、抜き打ち避難訓練で想定外の状況を作り生徒たちの行動を観察した結果は、

『子どものための仙台防災枠組み-ネパール語版』を防災教育に実装し、抜き打ち避難訓練

を併用すると、想定外の自然災害に直面した時に、何をすべきか自ら考え行動するスキルを

高める可能性があると考えられる。 

 

4-4-4. 公平性の理解 

O 校の教員たちとのグループインタビューにおいて教員の一人は「防災教育後に生徒た

ちは、災害弱者について地理的要因や災害知識だけでなく、社会とのつながりや貧困、年齢、

ジェンダー、障がいなど社会的弱者を挙げた」と発言した。また、ある教員は「教えたとい

うより、子どもたちと一緒に考えた」と発言した。さらに、防災委員会を設置し 3 人の生徒

を委員に入れ学校周辺地域の自然災害リスクマップや防災カレンダーを作成した (表 43)。  

 

表 43 O校教員へのグループインタビュー (2019年 2月 28日) 

構造化した質問 参加者：防災教育を実施した教員 4 人 (男性 1 人、女性 3 人) 

研修で教授法を理解し

ましたか 

・3 日間合宿の研修で、合格証を頂きました。 

・『子どものための仙台防災枠組み』を生かす教授法を学びました。 

うまく教えることがで

きましたか 

・災害知識の教授法は既に別の研修で習いました。 

・子どもを積極的に参加させる学習方法が斬新でした。 

・教えたというより、子どもたちと一緒に考えたということです。 

新たな取り組みはあり

ますか 

・防災委員会を作り、研修で習った知識を生かし、地域の災害リスクマップヤ防災のカレ

ンダーを作成した。委員会は 3 人の生徒を委員に入れた。 

その他、特徴的な発言 ・今まで防災教育に力を入れてきたので、生徒の防災知識や避難スキルはある程度高かっ

たと思う。しかし『子どものための仙台防災枠組み』を活用した後の生徒の発言に、災害

弱者は地理的要因や災害に関する知識不足だけでなく、社会との繋がりや貧困、年齢、ジ

ェンダー、障がいなどの社会的弱者について言及があった。また街の治安にも言及した。 

(出所) 筆者作成 

 

そして、観察した抜き打ち避難訓練で筆者が子どもたちに誘導された避難場所は、学校の

東側にある T 商店であった。なぜ、私をここに誘導したのか聞いてみたところ、生徒の一

人は「この店の人は英語を話せるから、外国人が会話に困らないように」と発言した。また、

他の生徒は「お店には食料や飲料があるから長時間避難することになっても大丈夫だから」



116 

 

と発言した。  

これらの発言や行動から、生徒や教員が、災害を自然現象によるリスクの増大としてのみ

捉えたのではなく、多様な関係者の社会経済的格差や文化的背景の差異など、新たな視点か

ら災害を捉え、本冊子の特徴の一つであり時間をかけて話し合う、社会経済的脆弱性が災害

リスクを増大し、社会の公平性がコミュニティの自然災害レジリエンスを高めるという概

念が伝わったと同時に、生徒や教員の行動から他者指向性が高められたことが考えられる。 

 

4-4-5. 防災意識 

防災意識は、防災教育実施後 3 か月経過した時点においても全生徒の防災意識得点の平

均点は教育前に比べ高いレベルを維持していた (表 44)。 

 

表 44 防災教育前後における防災意識得点の変化14 

学校 
防災教育前の点数 防災教育 3 か月後の点数 

平均の差 
有意確率 
(U 検定) n 平均 

標準偏
差 

n 平均 
標準偏
差 

G 53 74.94 8.91 37 81.70 8.13 6.76 .000*** 
H 27 75.63 6.29 28 82.64 7.12 7.01 .001*** 
I 63 71.57 11.14 60 76.93 8.86 5.36 .000*** 

J 69 81.22 8.77 97 89.22 8.18 8.00 .000*** 
K 63 79.81 9.08 76 84.75 8.85 4.94 .002*** 
L 51 81.04 7.09 58 82.40 7.42 1.36 .186 
M 13 71.54 8.02 19 79.68 6.72 8.15 .008*** 
N 36 84.11 8.18 41 87.88 9.55 3.77 .108 
O 44 82.82 8.16 54 82.70 10.05 -0.11 .713 

P 105 73.90 12.00 82 79.83 9.37 9.10 .001*** 
全生徒 524 77.85 10.53 552 83.16 9.29 5.31 .000*** 

(注) *p<0.10, **p<0.05, ***p<0.01, n=サンプルサイズ 

(出所) SPSS25 の計算より筆者作成 

 

そして変化は、防災教育前後におけるグループインタビューの結果に表れた。例えば防災

教育前には、地震のときの様子についての質問に、I 校では「恐怖でなにも出来なかった」、

K 校では「死ぬかと思った」、O 校では「死者やけが人が多数出た」との発言があったが、

防災教育後の特徴的な発言に、I 校では「災害に対する恐怖心がなくなった」、O 校では「恐

怖心がなくなった」「今後災害に遭っても、自分や家族、友人の被害は少なくなると思う」

とある。これは、防災教育により得た知識や災害に備える態度、そして実践スキルが、生徒

の不安をやわらげ災害に対処する自信に繋がったものと考えられる。 

 
14 今回の調査で防災教育前後の防災意識得点の平均点に有意差のなかった調査地が 3 校存在する。これは使用した尺

度が、不安を感じる度合いが低いと防災意識得点が低下するアルゴリズムになっているためである。たしかに不安が高

まるほど、備える態度が促進されると考えられなくはないが、不安が少なくなると防災意識を低下させてしまうとは考

えにくい。したがって、今回の尺度を、防災教育前後における防災意識の変化の評価に用いる場合には、災害に対する

「不安」や災害に対応できる「自信」が防災意識に与える影響について質的研究結果と照合し注意深く考察することが

必要である。 
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また、3 校すべての防災教育後のインタビューで、識字のない親に「災害について教えた」

との発言があった。そして、I 校では「親を説得して授業で話し合った防災バックを家の入

り口に備えた」、O 校では「家族を説得し家庭に緊急バッグを備えた」「災害が発生して家族

がバラバラになったときの集合場所を鉄筋コンクリート造りの叔父さんの家に決めた」と

発言した。これらの発言から、「子どもの役割グループワーク」で取りあげる、子どもが主

役になれることや子どもたちの熱意とアイデアが周囲の人を守ることにつながることが理

解されたと考えられる。 

さらに I 校の一人は、地理的に脆弱な川辺に住む友人を気遣い「S さんは泳ぎが上手だけ

ど、川辺の家は大雨のとき洪水の被害にあう可能性があるから、そういう時に避難する場所

を見つけておいたほうがいい」と提案した。また急峻な山道を数時間かけて学校に通ってい

る K 校の一人は、「登下校時には、小さい子を見守ろうと思った」と発言した。そして O 校

の一人は「皆で遊ぶ場所が安全かどうか気にするようになった」と発言しており、生徒たち

は自然災害発生時だけでなく、日常生活に潜む災害リスクに目を向け、他人を思いやる他者

指向性を高めたと思われる。 

このように、調査地の生徒たちは、自然災害に対応できる自信を身につけたことにより、

自分だけでなく家族や友人そして社会のために主体的に防災に取り組もうとする意識が芽

生えた可能性がある。 

 

 第 5 節. 本章の小括 

本章の目的は、調査地において 『子どものための仙台防災枠組み-ネパール語版』 を実

装した防災教育の効果を検証することである。 

そして、防災教育を行った結果、生徒はこれまで防災教育の効果として述べられてきた、

知識・態度・スキルを習得したことに加え、災害リスクを高める要因は、自然現象の変動強

度だけでなく社会経済的格差や不公平な社会構造があることを知った。そのことにより、生

徒は、周囲の公平性に目を向け、危険な場所に居住している脆弱な人たちのリスクを低減す

る方法を提案するなど、他者指向性が高められたと思われる行動が表れた。 

これは、自然災害によるリスクは途上国の貧困層に集中する傾向があるため、防災教育を

おこなう場合は、社会経済的格差や不平等が原因となる脆弱性を考慮することが必要であ

るという Guevara (2015) の指摘に説得力を与えるものとなった。 

他方、先行研究では、防災教育により生徒の防災意識は高まるが、災害に対する感情や認

知は 3 ヶ月後まで持続しないという結果が示されたものがある。また、カトマンズの学校

での調査では、授業を中心に行う防災教育によりリスク認識は高まるが、実際の災害対策へ

の意識や災害を軽減するための行動をできるようにはならないという結果も示されている。 

しかし、今回の調査地における防災意識の測定結果が示したのは、防災教育を実施してか

ら約 3 か月後においても、生徒の防災意識は教育前より高いレベルを維持していた (表 44)。 

また、大災害発生時には、多くの人々が経験したことのない未知の状況変化に直面するの
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が現実であり、災害知識を習得する授業や、想定された災害に対する避難訓練のみの防災教

育は、想定外の問題への対処が困難であることと、学習者の防災に対する主体性を喪失して

しまうことなどが指摘されているが、『子どものための仙台防災枠組み-ネパール語版』を実

装した防災教育と、抜き打ち避難訓練を併用したところ、生徒たちが想定外の問題に直面し

た時に、自ら何をすべきか考え判断し主体的に行動したと思われる行動が観察された (表

42)。このことから、抜き打ち避難訓練を併用すると、生徒の主体性を高める効果があると

考えることができる。 

また、先行研究には、生徒の防災意識が高まると、家庭や地域の防災対策の啓発につなが

っていることを明らかにしたものや、防災教育により、生徒から保護者への情報伝達意図が

高まるほど、保護者の防災行動が促されるという研究がある。 

 これらを踏まえると、『子どものための仙台防災枠組み-ネパール語版』を実装した防災教

育により防災意識を高め、他者指向性を高めたことにより、これまで災害弱者として保護さ

れる客体であった調査地の子どもたちは、今度は地域の防災を主体的にリードするプレー

ヤーとなり得る可能性を示唆している。 

さらに、子どもの安全保障の視点に立脚すると、つぎのような効果が期待できる。第 1 に、

身の回りに起きる自然災害を知り、それらの災害に備える態度を促進し、安全な場所に避難

するスキルを高めた子どもの生存に対するリスクが低減される。第 2 に、他者指向性を高

めた子どもの防災能力が家族や友人に波及し、家庭やコミュニティの防災能力が高まると、

子どもの生活に対するリスクが低減される。第 3 に、家族が生存しコミュニティの日常性

が回復することにより、就学を続けることが可能となり、子どもの尊厳が否定されるリスク

が低減されることが考えられる。  

そして、調査地の生徒たちが身につけた防災能力は、従前の防災教育で習得される災害知

識や防災スキルの向上に加え、ワークショップの間に観察できただけでも、生徒たちは防災

に関する多くの機能を獲得した。例えば、①親や家族に災害について教えてあげられる、②

親を説得して防災バックを家に準備できる、③危険な場所に住む友達に避難方法を教えて

あげられる、④家族が離散した時の集合場所を決めておける、⑤日常生活の危険な場所を特

定できる、⑤災害に脆弱な人を特定できる、⑤登下校時に下級生を見守ることができる、⑥

想定外の状況になっても自分の考えで行動できるなど、自然災害への備えや自然災害発生

時に対処するための機能の選択肢の幅を広げたことから、生徒のケイパビリティは向上し

たと思われる。 

また、生徒たちの防災知識やスキルを向上させるには、まず講師 (専門家) からの知識の

充足 (欠如モデル) は不可欠であり、それがあってこそ、次の段階としての地域知を生かし

た話し合い (文脈モデル) が活発におこなわれ、意味のあるものに成ったと考えられる。 

このように、教育援助として防災教育をおこなう場合には、知識やスキルの向上に加え、

参加者の多様性に配慮し、社会構造、伝統文化、世代、ジェンダー、障がいなどの格差に目

を向け、社会の脆弱性や公平性に対する理解を同時に深めると、子どもたちや家族、そして



119 

 

コミュニティの災害リスクを低減させる効果がより高まると考えられる。 

 したがって、『子どものための仙台防災枠組み』は、防災教育をグローバルに普及するた

めのツールとして潜在能力が高いと思われる。 

 そして、調査地の、自然災害による就学阻害要因の変化から、社会経済的脆弱性や公平性

の理解を高める防災教育の必要性を明らかにし、『子どものための仙台防災枠組み-ネパール

語版』を実装した防災教育をおこなうことが出来たのは、国際ロータリーの援助が継続して

いたから可能になったものである。そして、初めは日本のロータリアンが行った教育援助と

いうエージェンシー15の行為は、ネパールのロータリアンにも引き継がれてきた。今後も、

ネパールのロータリアンがエージェンシーとしての援助活動や自らの事業を通じて、必要

としている人たちに、必要な援助をしていくことにより、社会の福祉が向上していくことが

期待される。特に、民族やカーストなどの伝統的社会構造による格差が存在しているネパー

ルでは、法律や制度の改善といったトップダウンの政策とともに、ロータリアンなどによる

エージェンシーとしての活動の広がりは、多様な人びとを社会に包摂していくのに効果が

あると思われる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
15 ひとが責任ある個人として自由で主体的に活動できる存在であること、社会に対する働きかけが出来る存在である

ことを、センはエージェンシーという言葉で表現している。ひとは、自分の福祉だけでなく他人や地域社会の願いなど

を自分の課題として引き受けていくことを主体的に選び、その実現を求めることもある (Sen 1999)。 



120 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



121 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 

 

結論 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



122 

 

第 5 章 結論 

 本論文は、EFA の阻害要因としての自然災害に着目し、災害リスク低減のための防災教

育を取りあげた。そして、防災能力を高めるのはどのような知識・態度・スキル・公平性の

理解なのかといった、防災教育の目的や方法に関する先行研究に、実証研究から得た新たな

知見を提供し、今後の防災教育に学術面と社会面の両方から貢献することを目標とした。 

 本章は、この目標を達成するために行った３つの研究の結果を以下にまとめ、結言を述べ

る。合わせて、国際ロータリーへの提言と、今後の課題と展望を記す。 

 

 第 1 節. 研究結果のまとめ 

第 2 章 (研究 1) では、自然災害によって顕在化した従前の就学阻害要因は何なのか、ま

た新たに発現する就学阻害要因は何なのかを明らかにした。 

はじめに、地震発生前に行った調査では、先行研究や 2011 年の国勢調査に示された就学

阻害要因を補うために、ワークショップや RRA を行い、調査地の阻害要因を虫瞰的に抽出

した。すると、先行研究において、Neupane (2012) やアリヤル (2011)、畠 (2008) らが就

学阻害要因として取りあげた伝統的社会構造やジェンダー格差は、調査地にも存在するこ

とが判明した。 

 つぎに、地震発生後に生徒たちと行ったワークショップから、ネパール地震によって顕在

化した就学阻害要因は、経済的困窮、家事労働、親の理解、結婚、ジェンダーなど、従前の

調査で抽出された要因が再度抽出された。また、2015 年ネパール地震により新たに発現し

た就学阻害要因には、自宅の損壊や親の傷病、それに伴う失業などによる転居、地震による

生徒自身の傷病や障がい、設備の損壊による学校の閉鎖、労働などが抽出された。その中の

労働には、子どもが復興特需に巻き込まれていることが顕在化した。  

 また、教員へのインタビューからは、地震による直接的な身体的被害、学校設備の損壊、

転居、労働、防災能力の欠如などが抽出された。  

これらの結果から、自然災害の多発する途上国において EFA を達成するには、学校設備

や社会経済的貧困、伝統的社会構造に目を向けるとともに、防災能力を高めるための援助が

必要であることが判明した。 

第 3 章 (研究 2) では、国際ロータリーの援助事例から、どのような教育援助アプローチ

が調査地の学校や生徒、コミュニティの自然災害レジリエンスを高め、災害リスクを低減す

るのかを明らかにした。 

すると、自然災害レジリエンスが高まったと思われる援助事例の主な要因は、国際ロータ

リーが学校の敷地内に設置した地域共同の水場という財が、生徒や住民が自然災害発生時

に選択可能な、①避難所として機能する、②水場を利用できる、②情報交換できる、③教育

を続けられるといった機能にうまく変換されたアプローチであると考えられ、第 1 章、第 6

節に示したケイパビリティアプローチが当てはまる。そして、2015 年ネパール地震発生時

に、この学校は避難所として機能し、多くの被災者を受け入れることができた。また、地域
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共同利用の水場は、利用している近隣住民の協働を促し、多様な民族を包摂していることが

判明した。さらに、水場の利用を通じて学校が近隣住民にとって身近な存在になったことに

より、親の識字教育に人を集めるようになり、コミュニティの情報交換の場となるなど、住

民の社会参加を促進したことが判明した。このことは、日常的なコミュニティ開発の姿勢が、

災害時における学校周辺地区のレジリエンスの向上につながることを示唆している。 

したがって、生徒や家族、住民の自然災害レジリエンスを高めたのは、国際ロータリーが、

学校に設置した水場を通じて、地下水脈という公共財を不特定多数の人びとに提供すると

いうコミュニティ開発により、自然災害からの社会的復興を円滑に進めたからだと考えら

れる。  

他方、教員たちは、定期的におこなってきた防災教育の効果を強調したが、質問紙調査の

統計解析結果からは、従前におこなわれてきた防災教育は、生徒の防災行動に直接的な効果

として表れなかった。そうであるならば、判別分析の結果 (図 44) が示すように、生徒たち

は一人ひとり皆違う多様な環境に共存しているのだから、防災教育をおこなう場合には、画

一的な避難訓練だけでなく、Guevara (2015) が指摘するように、生徒たちがおかれた自然

環境や社会・経済・文化的環境の多様性に配慮し、社会経済的不公平の問題に取り組むこと

や、自然災害に直面した時にどう行動すればよいのか、生徒一人ひとりが主体性を持って考

える力を養うことのできるように、防災教育の質を高める必要性があることが判明した。 

第 4 章 (研究 3) では、科学の公衆理解に関する、欠如モデルと文脈モデルを相互補強的

に応用し、自然災害発生時に子どもたちが選択可能な防災機能の幅を拡大するようなケイ

パビリティアプローチを実践するために、子どもの防災能力向上と主体性を高めることを

目的に編集された『子どものための仙台防災枠組み・ネパール語版』を調査地の防災教育に

実装し、その効果を測定した。 

カリキュラムには、欠如モデルと文脈モデルを相互補強的に組み合わせ、講師 (専門家) 

による災害知識の教授と、それをトリガーとして生徒たち (非専門家) が話し合うワークシ

ョップを織り交ぜた。そして、自然災害についての新たな知識を得た生徒たちは、ワークシ

ョップで、自分達が生活している地域のどの場所が脆弱なのか、どういう人がハザードに暴

露されやすいのか、自分たちにできることは何か、日頃は、誰のために、どのような備えを

すればよいのか、自分たちの持ち合わせている地域知を取り入れながら文脈モデルの実践

を行った。 

すると生徒たちは、自然災害が発生すると、貧困、年齢、ジェンダー、障がい、居住地、

人とのつながりが少ない、情報を得られない、等が原因となる社会的弱者は最も脆弱であり、

その後の復旧復興期においても援助の手が届きにくいことなどを知り、周囲の公平性に目

を向けるようになった。そして、生徒たちは、これまで防災教育の効果として述べられてき

た、災害知識・備える態度・防災スキルを習得したことに加え、災害リスクを高める要因に

は、自然現象の変動強度だけでなく社会経済的格差や不公平な社会構造があることを理解

したことが明らかになった。 
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そして、先行研究には、防災教育により生徒の防災意識は高まるが、災害に対する感情や

認知は 3 ヶ月後まで持続しないという研究結果がある。また、他の研究では、防災教育によ

りリスク認識は高まるが、実際の災害対策への意識や災害を軽減するための行動をできる

ようにはならないという結果も示されている。しかし、調査地において、防災教育３ヵ月後

に行った質問紙調査の統計分析では、防災知識や防災意識は教育前に比べ高い水準を保っ

ていることが判明した (表 40、表 44)。、また、防災教育実施 3 ヵ月後の授業の観察からは、

災害に備える態度や実践スキルが向上したことが明らかになった (表 42)。 

このように、調査地では『子どものための仙台防災枠組み・ネパール語版』という財が、

国際ロータリーと調査地の学校関係者が協働して行った、防災教育というプロセスにより、

子どもの安全保障を高めるための多くの機能に変換された。これは、生徒たちが自然災害に

より極度の状況変化に直面した時に、自らの、そして家族や友人の身を守るために必要な機

能の選択肢の幅を広げ、コミュニティの自然災害に対するレジリエンスの向上に寄与する

ものと思われる。 

したがって、3 つの研究結果から、調査地の EFA を達成するには、社会経済的脆弱性や

伝統的社会構造といった地域の特性に配慮し、社会の公平性についての理解を深めるよう

な防災教育を実施することにより、一人ひとりのケイパビリティを高めていくことが、生徒

たちや家族、そしてコミュニティの自然災害レジリエンスを向上させるのに不可欠である

と思われる。 

 

 第 2 節. 結言 

1990 年「ジョムティエン宣言」の採択を機に、途上国を対象とした国際的な教育援助が

加速し、教育へのアクセスは急速に改善した。しかし、取り残されているラスト 10%の子

どもたちの就学阻害要因には、紛争や自然災害、感染症の影響があると指摘されている。 

そこで本論文では、途上国における EFA を阻害する要因としての自然災害をとりあげ、

途上国特有の社会・経済・文化的就学阻害要因は、自然災害によりどのように変化するのか、

そして、どのような援助アプローチが子どもたちの自然災害レジリエンスを高め EFA の達

成に貢献するのかについて、筆者が国際ロータリーの一員として過去 18 年間に亘りネパー

ルでおこなっている教育援助の事例をとりあげ、実証研究を行った。そして前節に記述した、

3 つの研究を行った。それらの結果が示唆すのは次のようである。 

 はじめに、途上国の基礎教育学校において防災教育をおこなう場合には、科学の公衆理解

に関する、欠如モデルと文脈モデルは 2 項対立の関係にあるのではなく、相互補強的に機

能したと思われる。したがって、欠如モデルは無用であり、文脈モデルに取って代わるべき

ものではなく、欠如モデルには、専門家が科学技術の正確な知識を非専門家に伝えてゆくと

いう、重要な意義を持っていると考えられる。そして、多様なステークホルダーが、専門家

も交えながら人びとが生活する多様な自然環境、社会経済環境をベースにした自然災害へ

の事前対策や災害時の避難対策などについて、日頃から議論し合う文脈モデルの実践が重
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要だと考えられる。こうした視点から、本論文は、欠如モデルと文脈モデルの、それぞれの

概念を統合した防災教育を実践することにより、生徒や住民が自然災害に対処するための

ケイパビリティの向上につながることを示そうとした。 

そして、従前の援助事例の分析結果から、援助した財を、生徒たちの選択可能な機能にう

まく変換できるようなプロセスが援助に組み込まれている場合に、生徒一人ひとりが自然

災害に直面した時に、それぞれが必要とする機能の選択肢の幅を広げることになり、援助の

効果が高まることが判明した。 

これらをもとに、子どもの安全保障の視点に立脚した保護とエンパワーメントの戦略を、

ケイパビリティアプローチに組み込んだフレームワークを活用することにより、自然災害

レジリエンスを高めるために効果的な援助計画を策定できることを示した (図 6)。 

 

図 6 援助アプローチフレームワーク 

援助アプローチ 

ケイパビリティ 機能 プロセス 財 

ケイパビリティ 
アプローチ 

  子どもの 
     安全保障の戦略 

Ⅰ 

 

Ⅱ 
 

Ⅳ Ⅵ 保護 

 
Ⅲ 
 

Ⅴ Ⅶ エンパワーメント 

(注) I=援助目的、Ⅱ・Ⅲ=Ⅰの目的を達成するために必要な機能 (できること) 

   Ⅵ・Ⅶ=Ⅱ・Ⅲの機能を得るために必要な財 

     Ⅳ・Ⅴ=Ⅵ・Ⅶの財をⅡ・Ⅲの機能に変換することができるプロセス 

(出所) 筆者作成 

 

そして、今回創案した援助アプローチフレームワークに従い実施した防災教育と従前の

援助を合わせ、最終的に D 校で実施してきた援助アプローチは図 45 に示す通りである。 

このように、保護の戦略として援助した耐震校舎や水場に代表される財は、従前から共同

利用する住民が使用ルールを決め管理する、協働や協治というプロセスが入っていたこと

により、自然災害発生時には、①学校に避難できる、②教育を続けられる、③水を使える、

④被災者を助けられる、⑤情報交換できる、といったような機能に変換されていた。 

また、エンパワーメントの戦略として援助した教材や学用品などの財は、多様な背景を持

つ生徒たちに対し、包摂的に防災教育をおこなうプロセスを入れることにより、自然災害発

生時には、生徒たちが、①負傷しない、②避難できる、③主体的に行動できる、④親に災害

について教えてあげられる、⑤近くの人を避難誘導できる、⑥家に備えた防災バックを使う

ことができる、といった選択可能な機能に変換された。 

そして、この援助アプローチにより高められたのは生徒のケイパビリティだけでなく、コ
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ミュニティのケイパビリティも同時に高められたことを D 校の事例から述べておきたい。

なぜなら D 校では、地下水脈という公共財を不特定多数の人びとに提供するための水場が

学校の敷地内に設置されており、話し合いにより住民が交替で管理清掃している。また、水

場は利用する住民や親たちの情報交換の場となり学校と住民を近接させた。そうすること

により、2015 年ネパール地震発生時に、住民はいち早く水場や学校を復旧させ、40 日間に

亘って避難所を機能させた。こうした日頃からおこなわれていた、学校と住民の協働や住民

の協治というプロセスは、災害時においても住民が、水を使える、避難できる、情報交換で

きる、支援物資を受け取れる、治療が必要な人を特定できる、子どもたちを保護できるなど、

コミュニティにとって有用な機能の選択肢の幅を拡大したことにより、コミュニティのレ

ジリエンスは向上したと考えられるからである。 

 

図 45 D 校で実施した援助アプローチ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(出所) 筆者作成 

 

また、途上国で防災教育を実施する場合には、生徒の社会経済的な多様性に配慮し、社会

の脆弱性や公平性を話し合うワークショップを防災教育に取り入れると、これまで防災教

育の効果として述べられてきた、防災知識や備える態度、そして実践スキルを身につけるこ

とによる行動変容に加え、新たに生徒の他者指向性が高められることが判明した。 

さらに、ケイパビリティアプローチを応用した防災教育の特徴である、何ができるのかを

話し合うワークショップを活用し、生徒たちが自ら意見を出し合い行動を促す文脈モデル

の実践は、自然災害が発生したときの想像力を高め、想定外の問題に直面した時に何をすべ

きかを自ら判断し行動する主体性を高めたことが明らかになった。 
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これらは、これまで災害弱者として保護される客体であった子どもたちが、今度は地域の

防災活動を主体的にリードするプレーヤーとなり得る可能性を示唆している。 

したがって、途上国の教育援助として防災教育を行う場合には、防災知識や実践スキルの

向上だけでなく、社会経済グループや世代間、ジェンダー、障がいなど、社会経済的な脆弱

性や公平性に対する理解を同時に深めると、子どもたちや家族、さらにコミュニティの自然

災害レジリエンスをより高める効果があると思われる。 

そして、各種奉仕団体や財団は、財の寄贈を中心とした援助が多く、本論文のような自然

災害レジリエンスを高めるための教育援助の場合は、耐震校舎の建設がまずおこなわれて

来た。しかし、本論文の調査地においては、耐震性の高い校舎をいくら増やしても、画一的

な防災教育を繰り返しても、生徒や住民のレジリエンスは高まらなかった。  

他方、援助アプローチに、住民の協働や協治ガバナンス、欠如モデル・文脈モデルを応用

した防災教育など、質の高いプロセスが組み込まれると、生徒や住民のケイパビリティが高

まることが判明した。これは、各種奉仕団体や財団が途上国で援助を行う場合には、財の寄

付で満足するのではなく、援助を必要とする人たちがより良く生きるための選択肢の幅を

広げてあげられるような、質の高い援助アプローチを実践して行く責任があることを示唆

している。 

最後に、防災教育は、生徒・家族・住民・学校・NGO・国家・国際社会と幅広いステー

クホルダーが関わる、人間社会と自然環境の持続可能な発展に資する教育だと考えられる。

さらに防災教育は、自然科学や医学、社会学、地政学、経済学、保健、歴史、文化、スポー

ツなど、あらゆる学問の分野を横断する極めて学際的な教育だと言える。だからこそ、防災

教育には、多様性に配慮し、公平性の理解を深め、包摂性の高い教育が求められるとともに、

その効果は災害リスクの低減や EFA の達成に留まることなく、人びとが誰ひとり取り残さ

れることなく平和により良く生きるために役立つものである。したがって、防災教育は国際

社会が共に取り組むべき課題であり、多くの学校やコミュニティでの実施が望まれる。 

 

 第 3 節. 国際ロータリーへの提言 

国際ロータリーは、世界中に存在する約 34,000 のロータリークラブの連合体であり、120

万人のロータリークラブ会員が、それぞれの地域において職業分類された各種業界を代表

する会社の経営者や専門職の代表として入会し、生涯に亘って自らを磨き、生業を磨き、顧

客をいっそう満足させることによって社業を持続的に発展させ、地域社会や国際社会に奉

仕することにより、世界平和を希求するグローバル組織である。 

そして、奉仕活動には、①平和構築と紛争予防、②疾病予防と治療、③水と衛生、④母子

の健康、⑤基本的教育と識字率の向上、⑥地域社会の経済発展、⑦環境、という７つの重点

分野が設定され、世界各地のロータリークラブが吸い上げた援助要請に対し、友好関係にあ

るロータリークラブ同士がパートナーとなりグローバルな援助活動をおこなっている。 

しかし、第３章、第４節の防災教育に関する調査で明らかになったように、先進国のクラ
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ブは、途上国のクラブの要請に手を差し伸べ、不足する財を補うパートナーとしての役割だ

けでは、なかなか現地に存在する問題の本質に気づくことができないものである。したがっ

て、国際ロータリーの世界的ネットワークと資金力を有効活用するには、援助国のロータリ

ークラブが、プロジェクトの計画段階から現地を訪れ、現地のパートナークラブと共に調査

分析し、計画立案し、プロジェクトを実行し、そして評価するサイクルを実行することが望

ましい。しかし、ロータリークラブ会員の多くは、多忙を極める経営者たちであることから、

その完全な実行は非現実的である。 

そうであるならば、INEE ミニマムスタンダードの活用は、現地で活動するロータリアン

の手引きとして有効だと思われる。また、今回 3 校への援助アプローチを評価したことで

分かったのは、現地のロータリークラブからのプロジェクト計画書を検討する段階で、援助

側のパートナークラブも INEE ミニマムスタンダードを活用して評価することにより、有

用なツールになることである。 

合わせて、人間の安全保障の視点に立脚した援助活動をおこなう場合には、筆者が創案し

た援助アプローチフレームワーク (図 6) を活用することを提言したい。なぜなら、援助の

目的を設定し、目標を達成するには、どのような機能を持たせるのか、そのために必要な財

は何か、その財を機能に変換するには、どのようなプロセスが効果的なのかを明確にできる

からである。そして、どのフレームをどのクラブが担当するのかを明確に示すことにより、

プロジェクトの分担と責任を明確にすることができるからである。 

また、今回のような教育援助の効果を評価する際の指標は、援助額や建設した学校の数、

或いは受益者の数だけでなく、そのプロジェクトにより何ができるようになったかといっ

た、生徒たちや関係者が新たに得た機能の選択肢の幅 (ケイパビリティ) を評価することが

望ましいと思われる。 

そして、国際ロータリーは、プロジェクトを実施したいクラブの要望を援助国側のロータ

リークラブがそのまま受け入れる要請主義の援助から脱却し、援助国側のクラブも、求めら

れた財を漠然と援助するのではなく、援助アプローチのプロセスを重視し、現地のロータリ

ークラブやプロジェクトのステークホルダーと協働することに意識を変革する時期ではな

いだろうか。 

これらの視点から、国際ロータリーが援助プロジェクトを実施する際には、ローターアク

トクラブの会員をプロジェクトのメンバーに登用することを提言する。なぜなら、大学ベー

スのローターアクトクラブの会員をプロジェクトのメンバーに登用することにより、ロー

タリアンによる社会面からのアプローチとローターアクターによる学術面からのアプロー

チの相乗効果により、国際ロータリーの援助活動の質を高めることが期待できるからであ

る。また、国際ロータリーの援助プロジェクトは、大学に在籍しているローターアクターた

ちに研究の題材を提供することができるからである。 

国際ロータリーは、変化の渦中にいる。「超我の奉仕」という普遍的価値と、奉仕・親睦・

高潔性・多様性・リーダーシップという、今日の中核的価値に加え、国際ロータリー理事会
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は、新たな指針として、すべてのロータリー活動に、「多様性・公平さ・インクルージョン」

(ロータリーDEI 声明) を適用することを採択した。 

私は、国際ロータリー第 2820 地区ガバナーとして、この DEI 声明に鑑み、若く有能な

ローターアクターたちを、ロータリー財団のグローバル補助金プロジェクトのメンバーに

積極的に登用することを提言する。  

 

 第 4 節. 今後の課題と展望 

はじめに、研究期間が長期に亘るため、その間に調査地の社会情勢は時々刻々と変化して

いるため、社会経済的脆弱性や伝統的社会構造が調査結果に影響するような変数を扱った

質問紙調査の結果は、その時点の状況を表しており、現在とは相違がある可能性がある。 

つぎに、防災教育を実装した調査地は NRA により選定されたシンドゥパルチョーク郡の

10 校であった。ここでは、全校において質問紙調査による量的調査を行ったものの、調査

内容を深めるために行った質的調査は 3 校に留まった。このように、限定された調査地で

の質的調査であり、調査結果はネパールの子どもたち全ての傾向を表すものではない。した

がって、今後の課題として、調査対象を広範な地域に拡大していくことを検討している。 

また、筆者が作成し、調査地の防災教育に実装した『子どものための仙台防災枠組み・ネ

パール語版』は、既に UNDRR の Preventionweb で公開されているが、国際ロータリーの

世界的ネットワークを活用して、各国語への翻訳版を作成し防災教育を推進していきたい。 

そして今後は、本研究で創案した援助アプローチフレームワークを国際ロータリーの活

動に活用し援助活動の質を高めていくことである。 

これまでネパールで援助活動をしてきた 18 年の間には、数え切れないほどの回数のワー

クショップをおこなってきた。そこで、女子たちが必ず取り上げるのが、就学や進学を阻害

する要因としての結婚である。同じワークショップに参加した男子や教員たちは、このジェ

ンダー不公平の存在を認識する。そして、国際ロータリーが援助を続けている学校では徐々

にではあるが生徒数のジェンダーバランスは改善されてきている。こうして、現地の生徒や

教員、そして住民が参加するワークショップを通して、ネパールの人たちがジェンダーなど

の社会問題を取り上げ話し合う機会を増やして行くことも国際ロータリーの援助活動とし

て文脈モデルの実践となるものと考えられる。 

そして、18 年の間には、ネパールのロータリアンの変化があった。ネパールのような途

上国のロータリアンは一握りの特権階級に属する。初めてプロジェクトを協働した頃の、彼

ら、彼女らは、プロジェクトの援助校に行っても、教員や子どもたちに耳を傾けることなど

なく、貧しい子どもたちに援助してあげているという態度だった。しかし、我々日本のロー

タリアンと長く付き合っていくにつれ、子どもたちに対する態度や援助の姿勢が変わって

いった。そして、今では、自分たちで率先して社会奉仕活動をするようになった。今回の防

災教育も、初めはネパールのロータリアンが仮想選択してはじまったものである。おそらく、

自らの生活が豊かになる個人の福祉の追求とともに、貧困が多い地域のエージェンシーと
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して社会の福祉の追及に価値を見出したのではないだろうか。 
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［添付資料］ 

(添付資料１) アンケート用紙１ 

アンケート      

名前  

性別            男 / 女 兄弟（姉妹）の数           人 

年齢           才 学年   P / LS / S         年生 

親の職業 将来希望（職業） 

我々ロータリークラブはネパールの子どもたちの教育を支援しています。 

よりよい学校をつくるためにアンケートに協力してください。 

番号 質問 選択（あてまはるものに○をつけてください） 

１ 1日に何回食事をしますか 1回未満 1回 2回 ３回 ３回+おやつ 

２ あなたの家は地震で壊れましたか 全部壊れ

た 

ほ ぼ 壊

れた 

半 分 壊

れた 

少 し 壊

れた 

なんとも

ない 

３ 教科書は全科目持っていますか 無い 1～2冊 半分 不足あり 全部ある 

４ 親は週何日仕事をしていますか １日以下 ２日 ３日 ４日 5日以上 

５ 週何時間家事を手伝いますか 7 時間以上 5～6 時間 3～4 時間 1～2 時間 ０時間 

６ どんな仕事を手伝いますか 子守 水汲み 料理 農業 その他 

７ 学校を休む理由はなんですか？ 家事手伝 病気や 

けが 

仕 事 の

手伝い 

つ ま ら

ない 

その他 

（ ） 

８ 家でどのくらい勉強しますか しない 30分 1時間 1.5 時間 2時間～ 

９ 今後どれくらい勉強したいですか 初等卒業 SLC SLC+2 大学 大学院 

１０ 怪我をした時病院へ行けますか 絶対行け

ない 

い け な

い 

ど ち ら

とも 

行ける 必ず行け

る 

１１ 母親の学歴は 無し ～5年 ～8年 ～11年 12～ 

１２ 父親の学歴は 無し ～５年 ～８年 ～11年 12～ 

１３ 学校で地震の危険性を習いました

か 

習わない 覚 え て

いない 

1 度習

った 

2 度習

った 

何回も習

った 

１４ 避難訓練を何回やった事がありま

すか 

やった事

がない 

１ 回 や

った 

２ 回 や

った 

３ 回 や

った 

４回以上

やった 

１５ 地震の時、すぐに外へ避難できま

したか 

全くでき

なかった 

で き な

かった 

ど ち ら

とも 

ほ ぼ で

きた 

良くでき

た 
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１６ 学校までの通学時間はどのくらい

ですか 

５０分以

上 

４０分 30分 ２０分 10 分以

内 

１７ 地震で学校は壊れましたか 全壊 ほぼ全壊 半壊 部分壊 損壊なし 

１８ 地震であなたは負傷しましたか 入院した 通院した 軽い怪我 擦り傷 被害なし 

１９ 地震で家族は負傷しましたか 入院した 通院した 軽い怪我 擦り傷 被害なし 

２０ なぜ友達は学校にこられなくなっ

たのですか 

死んでし

まった 

け が や

病 気 に

なった 

遠 く へ

引 越 し

した 

親 が 行

か せ て

くれな 

仕事の手

伝いがい

そがしい 

２１ 学校でいじめがありますか 絶対そう

思う 

そ う 思

う 

ど ち ら

でも 

そ う 思

わない 

いない 

２２ 貧困によるいじめがありますか 強く感じ

る 

少 し 感

じる 

ど ち ら

でも 

そ れ ほ

ど 感 じ

ない 

全く感じ

ない 

２３ 

 

民族の違いによるいじめがありま

すか 

強く感じ

る 

少 し 感

じる 

ど ち ら

でも 

そ れ ほ

ど 感 じ

ない 

全く感じ

ない 

２４ 進学できないのは結婚が理由です

か 

絶対そう

思う 

ほ ぼ そ

う思う 

ど ち ら

と も い

えない 

思 わ な

い 

そうでは

ない 

２５ 進学できないのは仕事が理由です

か 

絶対そう

思う 

ほ ぼ そ

う思う 

ど ち ら

と も い

えない 

あ ま り

思 わ な

い 

そうでは

ない 

２６ 親は十分な収入がありますか 全くそう

は思わな

い 

そ う は

思 わ な

い 

ど ち ら

と も い

えない 

そ う 思

う 

とてもそ

う思う 

２７ 地震の前に比べて学校の設備はど

うなりましたか 

非常に悪

くなった 

わ る く

なった 

変 わ ら

ない 

よ く な

った 

とてもよ

くなった 

２８ 家族はみな健康ですか 病人がい

る 

元 気 が

ない 

ど ち ら

と も い

えない 

ほ ぼ 健

康 

とても健

康 

２９ 親は学校へ行くようにいいますか 行くなと

いう 

言 わ な

い 

ど ち ら

と も い

えない 

よ く 言

う 

絶対行け

と言う 

 

ご協力ありがとうございました。 
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(添付資料 1 のネパール語版) 

 

प्रश्नावली  

. 

नाम  

ललिंग    परुुष / महिला दाजभुाई/हददीबहिनीक             जना 

उमेर         वषष स्कूल    प्राथलमक / ननम्नमाध्यलमक /माध्यलमक  

कक्षा: 

अलभभावकको पेशा भववष्यको चािना (व्यवसाय） 

 

हामी नेपाल स्कूल समर्थन गरै्द छन।्  राम्रो विद्यालय बनाउन, कृपया प्रश्नहरूको जिाफ। 

 

 

क्र.श 

 

प्रश्न चयन गनुषिोस（्ठीक उत्तरमा गोलो○लगाउनुिोस） 

१ एक हदनमा कनि 

पटक खाना 
खानुिुन्छ? 

१ १+खाजा २ २+खाजा ३ 

२ के िपाईंको घर 

भूकम्प द्वारा 
क्षनि भएको 
थथयो? 

सब ैनष्ट आधा नष्ट अललकनि 

नष्ट 

फनीचर 
नष्ट 

केहि भएन 

३  के िपाई सिंग सब ै

बबषयका 
पाठ्यपसु्िकिरु 

छन?् 

छैन १～२ ओटा 
ककिाब 

आधा  
जनि 

अललकनि अभाव सब ैछन ्

४  आमाबबुाले 

िप्िामा कनि हदन 

काम गनुषिुन्छ? 

१ हदन भन्दा कम २ हदन   ३ हदन   ४ हदन ५  हदन वा 
थप 
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५   िपाईल े िप्िामा 
कनि हदन घरको 
काममा  सियोग 

गनुष िुन्छ? 
 

५  हदन वा थप ४ हदन   ३ हदन २ हदन १ हदन भन्दा 
कम 

६  कस्िो काममा 
सियोग गनुष िुन्छ 

बच्चा िेनष पानी ल्याउन खाना पकाउन कृवष अन्य 

७  स्कूल नजानुको 
कारण गनष? 

घरमा सियोग रोग वा चोटपटक काममा 
सियोग   

पढाई मन पदैन अन्य 

（   ） 

८  घरमा कनि समय 

सम्म पढ्न ु

िुन्छ? 

पढ्हदन ३० लमनटे १ घण्टा २ घण्टा ३ घण्टा 

९  भववष्यमा कनि 

सम्म पढ्न 

चािनुिुन्छ? 

SLC व्यावसायीक 

कोसष  
स्नािक 

िि 

मास्टर 
डिग्री 

पीएचिी 
डिग्री 

१० बबरामी भएको 
बेला के  गनुष 
िुन्छ 

घरमा सुत्छु झाक्री बोलाउछु औसथधपसल 

जान्छु 

क्ललननक 

जान्छु 

अस्पिाल 

जान्छु 

११  आमा बबुा को 
लशक्षा 

अलशक्षक्षि १ देखख  ५ कक्षा ६ देखख ८ 

कक्षा सम्म 

 ९ देखख  सम्म 
१२  

१२ भन्दा 
माथथ 

१२ बुबाको शैक्षक्षक 
योग्यिा 

अलशक्षक्षि १ देखख ५ कक्षा ६ देखख ८ 

कक्षा सम्म 
९ देखख  सम्म 
१२  

१२ भन्दा 
माथथ 

१३ स्कूलमा ननकासी 
अभ्यास लाथग 

निनीिरूलाई 
छैन व्याकरण 
लसकाउन 

सम्झना छैन लसकेका थथयो  
१ पटक 

लसकेका थथयो २ 
पटक 

माथथ धेरै 
पटक 

१४ ननकासी अभ्यास थािा छैन गरररिेको छैन अनुभव िरेक वषष के दईु पटक 
एक वषष के 

१५ घरबाट ववद्यालय 

सम्म लाग्न े

समय 

एक घण्टा भन्दा 
बढी 

४० लमनटे ३० लमनटे २०  लमनटे १०  लमनेट 

वा कम 

१६ के ववद्यालय 

भूकम्प द्वारा 
क्षनि भएको 
थथयो? 

नराम्ररी आधा जनि अललकनि फनीचरिरु 

भााँथचयो 
केहि छैन 

१७ भूकम्पबाट  

िपाईं 

उपचारकोलागी 
अस्पिालमा 

उपचारकोलागी 
अस्पिाल गए 

चोटपटक 

लग्यो 
खराब भावना केहि छैन 
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बस्नु पयो 
१८ भूकम्पमा  

िपाईको पररवार   

उपचारकोलागी 
अस्पिालमा 
बस्नु पयो 

उपचारकोलागी 
अस्पिाल जान ु

पयो 

चोटपटक खराब भावना केहि भएन 

१९ ककन िपाईको 
साथी स्कुल 

आउन छाड्यो? 

मतृ्यु भएकोल े चोटपटक वा रोग 

भएकोल े

टाढा सरेकोल े बुबाआमाले 

आउननहदएको 
ले 

घरमा कमको  

व्यस्ििाल े

२० िपाइको कोइ 

साथी छ जसबाट 

सब ै जना दरूी 
राख्छन?् 

भेदभाव भएको 
ले 

बेवास्िा  कहिलेकािीिं अललकनि छ 

 

छैन 

२१ दरूी राखु्नको  

कारण गररब भएर 

िो ? 

बबल्कुल िो 
जस्िो लाग्छ  

िो जस्िो लाग्छ अललकिी 
िसे्ि ै िो की 
जस्िो लाग्छ 

गररबी िोइन अरुनै कारण 

（     ） 

२२ दरूी राखु्नको  

कारण  कारण 

जानियिा िो ? 

बबल्कुल िो 
जस्िो लाग्छ 

िो जस्िो लाग्छ अललकिी 
िसे्ि ै िो की 
जस्िो लाग्छ 

जानियिा  

िोइन 

अरुनै कारण
（      ） 

२३ महिला ववद्याथीले 
माथथल्लो ििको 
पढाई गनष नसकेको  

वैवाहिक कारणले 
िो ? 

बबल्कुल िो 
जस्िो लाग्छ 

िो जस्िो लाग्छ अललकिी 
िसे्ि ै िो की 
जस्िो लाग्छ 

वैवाहिक कारण  

िोइन 

अरुनै कारण
（      ） 

२४ पुरुष बबद्याथील े

माथथल्लो ििको 
पढाई गनष 
नसकेको कामको 
कारण ले िो? 

बबल्कुल िो 
जस्िो लाग्छ 

िो जस्िो लाग्छ अललकिी 
िसे्ि ै िो की 
जस्िो लाग्छ 

कामको कारण 

िोइन 

अरुनै कारण
（      ） 

२५ आमाबबुालाई 

पैसाको समस्या 
छ? 

अलदम ै समस्या 
छ 

समस्या छ अललकनि 

समस्या छ 

िसे्िो समस्या 
छैन 

अललकनिनी  

समस्या छैन 

२६ भूकम्प भन्दा 
अगािीको 
िुलनामा स्कुल 

राम्रो भएको छ? 

धेरै नै नराम्रो नराम्रो बदलाव नै छैन राम्रो धेरै  राम्रो 

२७ पररवारमा 
सबैजना  स्वस्थ 

बबरामी छन ्   धेरै स्वस्थ छैन सामान्य स्वस्थ छन ् अलदम ै

स्वस्थ छन ्
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छन?् 

२८ के िपाईका 
आमाबबुाले स्कुल 

जानपुछष  भनेर 

भन्नुिुन्छ  ि? 

नगए नी िुन्छ 

भन्छन ्

जानपुछष  भनेर भन्दैनन ् जानपुछष  

भन्छन ्

जसरी पनन 

जानपुछष  
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(添付資料 2) アンケート用紙 2 
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(添付資料 2のネパール語版) 
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